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第 1 章 序 論 
1．1  本研究の背景と必要性  

























































なリサイクルの 4 点を実現する必要がある。  
 
 



























1.2 に示す。平成 22 年 10 月 1 日時点での一般廃棄物広域認定制度の認定を受け
た企業を表 1.3 に示す 1-7)。また、平成 22 年 12 月 24 日時点での産業廃棄物を
対象とした産業廃棄物広域認定制度を受けた企業は 300社以上に及んでいる 1-8)。 
 
表1．1  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（一部抜粋）1-1) 













三  前号に規定する者が環境省令で定める基準に適合する施設を有すること。 
 











三  前号に規定する者が環境省令で定める基準に適合する施設を有すること。  
 





























第 1 章 序 論 
1-5 
表1．3  一般廃棄物広域認定制度の認定を受けた企業 1-7) 
認定年月日  一般廃棄物の種類  認定を受けた者  
平成１６年 ６月３０日  廃パーソナルコンピュータ 一般社団法人  パソコン３Ｒ推進センター 
平成１６年 ８月２７日  廃二輪自動車  本田技研工業株式会社  
平成１６年 ９月  ９日  廃二輪自動車  川崎重工業株式会社  
平成１６年 ９月  ９日  廃二輪自動車  スズキ株式会社  
平成１６年 ９月  ９日  廃二輪自動車  ヤマハ発動機株式会社  
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  株式会社成川商会  
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  株式会社ＭＶ・ＡＧＵＳＴＡ・ＪＡＰＡＮ 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  Ｐｉａｇｇｉｏ Ｇｒｏｕｐ Ｊａｐａｎ有限会社  
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  株式会社福田モーター商会  
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  株式会社キムコ・ジャパン 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  株式会社プレストコーポレーション 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  (株 )ブライト 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  ドゥカティ・ジャパン株式会社  
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  ビー・エム・ダブリュー（株） 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  トライアンフ・ジャパン（株） 
平成１６年１０月  １日  廃二輪自動車  （株）エムズ商会  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ シャープ株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社東芝  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ ソニー株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 富士通株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ アップルジャパン株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ セイコーエプソン株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社日立製作所、日立コンシューマエレクトロ
ニクス株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 沖電気工業株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ デル株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 日本サムスン株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社リコー 
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 三菱電機インフォメーションテクノロジー株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 東京特殊電線株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社ナナオ 
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ パナソニック株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 日本ビクター株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ LG Electronics Japan 株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 日本ユニシス株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ ＮＥＣパーソナルプロダクツ株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 日本アイ・ビー・エム株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社アイ・オー・データ機器  
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平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ カシオ計算機株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社アドテック 
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社バッファロー 
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社ユニットコム 
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 三洋電機株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 日本ヒューレット・パッカード株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ ロジテック株式会社  
平成１６年１１月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社ワコム 
平成１７年 ３月  １日  廃二輪自動車  伊藤忠オートモービル株式会社  
平成１７年 ３月１０日  廃パーソナルコンピュータ プリンストンテクノロジー株式会社  
平成１７年 ６月  ２日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社ＫＯＵＺＩＲＯ 
平成１７年 ７月  ５日  廃パーソナルコンピュータ Ｇａｔｅｗａｙ株式会社  
平成１７年 ７月  ５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社サードウェーブ 
平成１７年１０月２４日  廃二輪自動車  ハーレーダビッドソンジャパン株式会社  
平成１７年１１月２９日  廃ＦＲＰ船  社団法人日本舟艇工業会  
平成１７年１２月  ５日  廃パーソナルコンピュータ レノボ・ジャパン株式会社  
平成１７年１２月  ５日  廃パーソナルコンピュータ 三菱電機株式会社  
平成１８年 ８月２４日  廃パーソナルコンピュータ 上新電機株式会社  
平成１９年 ３月１２日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社マウスコンピューター 
平成１９年 ３月３０日  廃火薬類  社団法人日本火薬銃砲商組合連合会  
平成１９年 ４月１８日  廃パーソナルコンピュータ オンキヨー株式会社  
平成１９年 ８月  ２日  廃パーソナルコンピュータ ＮＥＣディスプレイソリューションズ株式会社  
平成２０年 ３月２５日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社グリーンハウス 
平成２０年 ９月３０日  廃パーソナルコンピュータ ベンキュージャパン株式会社  
平成２０年１１月  ４日  廃インクカートリッジ キヤノン株式会社セイコーエプソン株式会社他４社  
平成２１年３月３１日  廃パーソナルコンピュータ 日本エイサー株式会社  
平成２１年１０月２８日  廃パーソナルコンピュータ 株式会社 ProjectWhite 
平成２１年１２月２８日  廃消火器  社団法人日本消火器工業会  
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施設を集約化し、広域処理によるごみ処理施設の全連続化、処理能力の大型化
を推進している 1-10)。  
こういった政策動向をきっかけに一般廃棄物処理システムを対象に広域処理
の最適化に関する研究調査が多く行われてきた 1-11～23)。その一部を表 1.4 に示
す。  
 
表1．4  日本国内での一般廃棄物の広域処理にかかわる従来研究  
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によると、日本の「都市鉱山」において、金は、約 6,800 トンと世界の現有埋
蔵量 42,000 トンの約 16%、銀は、60,000 トンと 22%におよび、他にもインジウ
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表1．5  特別管理廃棄物の一覧 1-32) 






ＰＣＢ使用部品  廃エアコン・廃テレビ・廃電子レンジに含まれるＰＣＢを使用する部品  
ばいじん ごみ処理施設の集じん施設で生じたばいじん 
ダイオキシン類含有物  ダイオキシン特措法の廃棄物焼却炉から生じたもので、ダイオキシン








廃油  揮発油類、灯油類、軽油類（難燃性のタールピッチ類等を除く）  
廃酸  ｐＨ2.0 以下の廃酸  












廃ＰＣＢ等  廃ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油  
ＰＣＢ汚染物  ＰＣＢが付着等した汚泥、紙くず、木くず、繊維くず、プラスチック類、金
属くず、陶磁器くず、がれき類  
ＰＣＢ処理物  廃ＰＣＢ等又はＰＣＢ汚染物の処理物で一定濃度以上ＰＣＢを含むもの  
指定下水汚泥  下水道法施行令第 13 条の 4 の規定により指定された汚泥  
鉱さい 重金属等を一定濃度以上含むもの  
廃石綿等  石綿建材除去事業に係るもの又は大気汚染防止法の特定粉じん発
生施設から生じたもので飛散するおそれのあるもの 
ばいじん又は燃え殻  重金属等及びダイオキシン類を一定濃度以上含むもの  























処理の現状 1-33)を整理した。  
第 1 章 序 論 
1-11 
a) 溶融飛灰の安定化処理の定義  
特別管理一般廃棄物である飛灰の中間処理方法については、平成 4 年 7 月厚
生省告示第 194 号（平成 17 年 12 月 22 日改正）の「特別管理一般廃棄物及び特
別管理産業廃棄物の処分又は再生の方法として厚生大臣が定める方法」による
5 種類の中間処理方法が適用されているが、溶融飛灰は、このうち表 1.6 に示す
イ（セメント固化）、ロ（薬剤処理）およびハ（酸その他の溶媒による安定化）
のいずれかの方法で処理することが義務づけられている 1-34)。  
 
表1．6  告示による飛灰の中間処理方法 1-34) 
種類 処理方法  































 また、飛灰中の重金属の不溶化に有効と考えられる薬剤の性状を表 1.8 に示
す。ここで示した重金属固定剤は、すべて液体キレート剤で、S と N を含むキ
レート形成基を持つ化合物または高分子化合物であり、Hg、Cd、Cu、Pb、Ni、
Cr、Zn、Mn、Fe 等の金属不溶化に有効である。  
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表1．7  セメントの種類と特長  
固化剤 
項目 


























注：*1 ポルトランドセメントを 1 とする。 
  *2 「α」は添加剤の種類により異なる。 
 










































  2）ばいじん量に対する重量％ 
 
ハ）酸その他の溶媒による安定化  






図1．2  酸その他の溶媒による安定法の分類  
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①酸抽出法  
































は、確認できた 55 施設のうち、セメント固化が 6 施設（11%）、薬剤処理が 16
施設（29%）、薬剤処理とセメント固化の組み合わせが 30 施設（55%）および
酸その他の溶媒による安定化が 3 施設（5%）となっている。  
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一部を表 1.9 に整理した。  
また近年、動脈産業では、効率的な生産やマーケティングのために Supply 
Chain Management（SCM）の概念のもとで、Radio Frequency IDentification （RFID）
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表1．9  日本国内での静脈物流管理にかかわる従来研究 1-35～45) 
分 
類 




















































































現在までに全国では 21 港が指定されている 1-47)。首都圏で発生する大量な廃棄
物や再生資源をスケールメリットの活かせる低環境負荷の海上輸送により、静
脈物流の円滑化を推進している。また、日本は島国であり、有人離島が 315 あ

































図1．3  鉄くずの流通フロー（2003）1-50) 
 


























































図1．4  日本国内の廃家電のフロー1-52) 
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図1．5  中国の E-Waste による環境汚染の顕著な地域（貴嶼）1-52) 
 
 
図1．6  小規模リサイクル業者の作業  
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図1．7  ごみの野積みによる自然着火 1-52) 
 
  
図1．8  家の庭先で行われるアルミ精錬の様子（ベトナム）1-53) 
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表1．10  国際資源循環にかかわる従来研究  
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表1．11  国際資源循環にかかわる日本の主要なレポート・プロジェクト  




























































































































































第 1 章 序 論 
1-23 
投棄や不適正処理事案に関する調査では、平成 20 年度に新たに判明したと報告
のあった不法投棄事案の件数は 308 件（前年 382 件）、不法投棄量は 20.3 万ト
ン（同 10.2 万トン）であった。投棄量 5,000 トン以上の大規模事案として報告
のあったものは 4 件であり、全体の 1.3%となった 1-64)。  
 
 









































































第 1 章 序 論 
1-25 
② 上記システムのすべてにわたっての環境汚染防止措置の適用  
③ 上記システムに沿って循環資源が流通していることを確認可能な仕組みの
構築（トレーサビリティの確保）  


























ことを目的とする。また、本研究の全体像を図 1.11 示す。  
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図1．10  研究目的  
 
 
図1．11  本研究の全体像  
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1．3  本論文の構成  









統合化指標 ELP（Environmental Load Point）を活用することで、単一指標のみ
ではなく 9 つのインパクトカテゴリーを統合的に評価可能であり、各段階にお
けるトレードオフの解消を実現できる。コストの推定に関しては、LCC（Life 




飛灰の山元還元、灰水洗、破砕等の中間処理に関する LCI（Life Cycle Inventory）
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を行い、広域灰溶融の有効性を確認した。上記の２例によって、実績値・デフ
ォルト値の 2 パターンで BAS 評価ソフトが活用できることを確認した。  
第 4 章では、溶融飛灰の山元還元をモデルに、有害性・希尐性廃棄物の日本
国内での広域的な資源循環システムの構築とその展開について述べている。  
まず、排出側自治体 143 施設および受入企業 9 社を対象に、山元還元の意向
と受入の現状に関して、アンケートおよび現地調査を実施し、その実状を取り
まとめた。また、ELP と CO2 等の単一指標を用いて LCA の観点から溶融飛灰
の処理方式による最適化の検討を行い、山元還元の有効性を示した。  
次いで、トレーサビリティを確保した溶融飛灰情報管理システムの実現を目






















トを活用した静脈物流海上輸送の実証試験に参画して、GPS や RFID 等のトレ
ーサビリティツールの適用性の検証を行い、各種ツールそれぞれの有効性と管
理特性を検討・整理した。産業廃棄物保管ヤードや AIS（Automatic Identification 
System）受信機等、リサイクルポートや船舶に特有の既存インフラの利活用と
合わせて技術導入の課題とその対応策に関する検討を行った。また、今後深め
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第 2 章 環境性・経済性の両者を対象とした BAS 評価手法の開発 
2．1  目的と従来研究  
近年、我々を取り巻く環境問題はより重大な問題として扱われている。経済
社会活動の拡大や生活様式の変化により廃棄物処理や資源枯渇など地球規模へ
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関する既往の研究を調べた 2-6～17)。北海道大学の羽原氏、松藤氏らが LCA 的な
観点から広域化のコスト、エネルギー消費量等の変化を分析し、評価を計算す











（Environmental Load Point）2-18)を提案している。LCA は主に製品に関してその




（Technology Life Cycle Assessment：TLCA）手法として開発 2-19)、TLCA 手法の
向上を目標に研究を行ってきた。図 2.1 に示すように、この TLCA の概念を用
いて統合化指標 ELP を導入して、廃棄物処理や資源循環におけるコスト縮減方
策の実効性評価と 3R・エネルギー回収・適正処理効果の検証を可能とする評価
ツールとして「BAS 評価ソフト」を開発することを目的とする。  
 
図2．1  BAS 評価手法の開発の必要性  
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2．2  BAS 評価手法の開発コンセプトと全体のフロー  
2．2．1  開発コンセプト  
BAS 評価手法は、収集・回収－中間処理－輸送－最終利用・最終処分の一連





















④ さらに、筆者らが開発した環境負荷統合化指標 ELP（Environmental Load 
Point）を適用することでより総合的な評価・考察が可能としていること。 
 























































































図2．3  BAS 評価手法の活用方策  
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2．2．2  BAS 評価における全体のフロー  
































図2．4  BAS 評価における全体のフロー  
 
2．3  統合化指標 ELP の活用 
環境問題への認識については、多方面における全体的な視点で捉えることが
重要であり、LCA の統合化手法の開発が行われている。統合評価の方法は、大
きく 3 つに分類される。すなわち、基準値換算法（Distance to Target）、費用換
算法（Manetarization）およびアンケート法（Panel Method）である。  
 基準値換算法とは、科学的あるいは政治的な環境上の目標に対する乖離度に
応じて環境問題の優先順位を決定しようする方法であり、その代表例としてオ
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価する。スウェーデンで開発された EPS（Environment Priority Strategies for 






入して、BAS 評価手法の開発を行う。統合化指標 ELP の算出方法の概略を以下
に説明し、詳細についてはアペンディックスを参照する。  
この手法においては特性解析段階での重み付けに表 2.1の係数を用いている。










度（図 2.6）2-23)を乗じ合算することで、統合化指標 ELP が求められる。なお、
この際、規準化には日本の年間総投入・排出量を用いている。すなわち、はじ
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表2．1  ELP におけるインパクトカテゴリーと重み付け係数 
インパクトカテゴリー 重み付け係数 対象項目数
エネルギー 枯渇 低発熱量／可採年数 （原油＝１） ５
地球温暖化 ＧＷＰ　　（ＣＯ ＝１） ３８
オゾン層破壊 ＯＤＰ （ＣＦＣ-11＝１） ２４
酸性雨 ＡＰ [酸性化ポテンシャル] （ＳＯｘ＝１） ７
資源の消費 １／可採年数 （鉄鉱石＝１） ３２
大気汚染 １／環境基準 （ＳＯｘ＝１） １０
海洋・水質汚染 １／環境基準 （ＢＯＤ＝１） ３７
廃棄物処理問題 １ [重量換算] １




















A j = Σ ( C j , k × TQ k )
k
ELF k = Σ ( C j , k × W j ／ A j )×1016
j




C j , k ：jカテゴリー内の k項目の重み付け係数
TQ k ：k 項目の年間投入・排出量(kg)*
W j ：jカテゴリーの重要度
ELF k ：k 項目の統合化係数(ELP/kg)






図2．5  ELP の算出方法 
 



























図2．6  統合化指標 ELP におけるカテゴリー重要度（AHP 階層法） 
 
2．4  中間処理および最終処分・リサイクルの評価方法の確立  
一般廃棄物処理システムの評価では、「中間処理および最終処分・リサイクル」
と「収集・回収」の評価に大別することができる。本節では、前者について具
体的な評価方法を記述し、後者については 2.5 節で詳述する。  
 
2．4．1  中間処理等における環境負荷・コストの算出方法  
原則的には、対象となる中間処理の評価範囲について、環境負荷データおよ
びコストデータに関する集計を行うことにより評価を行う。環境負荷に関して
は、対象となる処理施設の LCI（Life Cycle Inventory）データを用いて前述の統
合化指標 ELP に換算して評価を行うこととなる。図 2.7 に示す投入・排出量お


























































図2．7  中間処理施設等における集計データ  
 












フォルト値として平成 10 年東京都清掃研究所研究報告第 28 号のデータを引用
して設定している 2-25)（表 2）。なお、変更したい場合は訂正可能な設計となし






Hl=Hh－25(9h+W)                                                        ・・・(2)
Hh ： ごみ高位発熱量 kJ/kgただし、
Hl   : ごみ低位発熱量 kJ/kg
h   : 湿りごみ中水素分 %
W   :湿りごみ中水分 %
o, h, c, s : 可燃分中重量 %
 
表2．2  ごみ質設定デフォルト値（抜粋）  
3成分
可燃分 % 水分 % 灰分 % C % H % O % N % 燃焼性S % 揮発性Cl %
紙
飲料用紙パック 78 20 2 44 6 49 0.2 0.02 0.4
ダンボール 78 20 2 44 6 49 0.2 0.02 0.4
その他紙製容器包装 75 20 5 44 6 49 0.2 0.02 0.4
容器包装廃棄物以外
の紙 70 20 10 44 6 49 0.2 0.02 0.4
厨芥 18 78 4 47 7 42 3.8 0.1 0.4
繊維 79 20 1 46 6 43 1.6 0.13 0.7
草木 52 45 3 48 6 43 1.2 0.03 0.3
その他可燃物 33 57 10 44 6 49 0.2 0.02 0.4
プラスチック
PET 74 26 0 62 4 34 0 0.01 0
その他プラスチック製
容器包装 71 26 3 74 11 11 0.2 0.02 3.9
容器包装廃棄物以外
のプラスチック 71 26 3 74 11 11 0.2 0.02 3.9
ゴム・皮革 72 14 14 66 8 18 1.1 0.33 4.7
鉄
スチール容器缶 0 5 95 0 0 0 0 0 0
容器包装廃棄物以外





2．4．3  LCI データベースの構築・分析とデフォルト値の設定方法  
本研究では、筆者らが 2002 年より現在まで「OSTEC（大阪科学技術センタ
ー）廃棄物処理技術 LCA 研究会」と共同で、会員企業を対象に一般廃棄物処理











表2．3  BAS 評価手法における DB の構築状況  
対応可能な処理方法 デフォルト算出画面 DB 
単純焼却 ○ ○ 
焼却発電 ○ ○ 
ガス化溶融 ○ ○ 
灰溶融 ○ ○ 
灰水洗 ○ ○ 
山元還元 ○ ○ 
エコセメント化 ○ ○ 
破砕処理 ○ ○ 
古紙 ○ ○ 
缶 ○ × 
PET ○ ○ 
ビン ○ × 
古布 ○ × 
炭化 ○ × 
メタン発酵 ○ × 
コンポスト化 ○ × 
エタノール化 ○ × 
BDF 化 ○ × 
廃プラ油化 ○ × 
廃プラ高炉燃料化 ○ × 
乾電池 ○ × 
蛍光管 ○ × 




ントメーカーから 1997 年と 2006 年のデータを収集した。これらの平均をもっ
て焼却処理のデフォルト値の設定を行っている。  
焼却施設（ストーカ式）、灰溶融およびガス化溶融における INPUT/OUTPUT
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のデフォルトの設定方法を示す。ストーカ式焼却とガス化溶融のデータについ








は灰分の 1 割として算出を行う。  
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表2．4  焼却処理（ストーカ式）LCI データベース 
1997年
平均（97年） 平均 A社 B社 C社 D社 E社
対象ごみ投入量 kg/d 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05
所内消費電力 ｋWｈ/ｄ 6.95E+04 7.23E+04 7.92E+04 5.95E+04 8.40E+04 6.00E+04 7.89E+04
燃料（補助燃料） 灯油 kg/d 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
コークス kg/d 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
排ガス処理薬剤 消石灰 ｋｇ/ｄ 8.86E+03 9.64E+03 1.76E+04 5.94E+03 6.55E+03 8.48E+03
活性炭 ｋｇ/ｄ 4.74E+02 2.81E+02 0.00E+00 1.14E+02 6.34E+02 3.77E+02
アンモニア ｋｇ/ｄ 6.97E+02 1.18E+03 1.87E+03 1.04E+03 1.51E+03 3.04E+02
尿素 ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
苛性ソーダ ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
排出ガス量 CO2 ｋｇ/ｄ 5.99E+05 6.27E+05 6.41E+05 6.00E+05 6.34E+05 6.34E+05
NOｘ ｋｇ/ｄ 4.10E+02 2.37E+02 1.73E+02 2.97E+02 1.60E+02 3.17E+02
SOｘ ｋｇ/ｄ 2.33E+02 2.64E+02 2.30E+02 3.17E+02 2.84E+02 2.25E+02
HCｌ ｋｇ/ｄ 1.76E+02 1.67E+02 1.96E+02 1.21E+02 1.60E+02 1.92E+02
DXNｓ ｋｇ/ｄ 3.60E-07 5.06E-05 2.02E-04 0.00E+00 1.71E-07 3.94E-07
ばいじん ｋｇ/ｄ 6.76E+01 4.84E+01 4.05E+01 7.36E+01 4.00E+01 3.94E+01
副産物 メタル ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
スラグ ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
残渣 焼却灰 ｋｇ/ｄ 8.92E+04 8.91E+04 8.74E+04 8.84E+04 8.69E+04 8.96E+04 9.30E+04
焼却飛灰 ｋｇ/ｄ 1.71E+04 2.56E+04 3.17E+04 2.00E+04 3.97E+04 1.94E+04 1.71E+04
焼却不適物 ｋｇ/ｄ 4.75E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
溶融飛灰 ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
溶融不適物 ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00
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表2．5  灰溶融 LCI データベース 
1997年
平均（97年） 平均 A社 B社 C社 D社 E社
対象ごみ投入量（焼却主灰+飛灰） kg/d 1.06E+05 1.04E+05 8.91E+04 1.33E+05 1.11E+05 9.41E+04 9.20E+04
所内消費電力 ｋWｈ/ｄ 8.83E+04 1.04E+05 9.12E+04 1.67E+05 8.80E+04 8.47E+04 8.96E+04
燃料（補助燃料） 灯油 kg/d 1.67E+02 1.06E+03 0.00E+00 2.95E+03 5.10E+02 7.20E+02 1.14E+03
コークス kg/d 2.42E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
排ガス処理薬剤 消石灰 ｋｇ/ｄ 3.54E+02 6.24E+02 8.30E+01




排出ガス量 CO2 ｋｇ/ｄ 1.05E+04 1.05E+04
NOｘ ｋｇ/ｄ 5.00E+00 5.00E+00
SOｘ ｋｇ/ｄ 3.00E+00 3.00E+00
HCｌ ｋｇ/ｄ 3.00E+00 3.00E+00
DXNｓ ｋｇ/ｄ 5.65E-09 5.65E-09
ばいじん ｋｇ/ｄ 1.00E+00 1.00E+00
副産物 メタル ｋｇ/ｄ 1.57E+03 3.15E+03 3.50E+03 1.77E+03 9.50E+02 9.40E+02 8.59E+03
スラグ ｋｇ/ｄ 8.84E+04 7.96E+04 7.68E+04 9.54E+04 7.76E+04 7.52E+04 7.29E+04
残渣 焼却灰 ｋｇ/ｄ ―
焼却飛灰 ｋｇ/ｄ ―
焼却不適物 ｋｇ/ｄ ―
溶融飛灰 ｋｇ/ｄ 7.27E+03 7.25E+03 5.64E+03 7.56E+03 7.10E+03 1.13E+04 4.68E+03
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表2．6  ガス化溶融 LCI データベース 
1997年
平均（97年） 平均 A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
対象ごみ投入量 kg/d 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05 6.00E+05
所内消費電力 ｋWｈ/ｄ 9.54E+04 1.10E+05 9.17E+04 1.04E+05 1.08E+05 1.16E+05 9.00E+04 1.20E+05 1.43E+05
燃料（補助燃料） 灯油 kg/d 3.46E+03 4.53E+02 0.00E+00 4.84E+02 7.20E+02 2.00E+02 7.00E+02 6.80E+02 3.84E+02
コークス kg/d 6.30E+03 6.00E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.40E+04
排ガス処理薬剤 消石灰 ｋｇ/ｄ 7.04E+03 6.00E+03 6.42E+03 5.92E+03 6.04E+03 6.55E+03 3.60E+03 7.49E+03
活性炭 ｋｇ/ｄ 3.26E+02 2.69E+02 0.00E+00 2.13E+02 1.50E+02 6.34E+02 3.50E+02
アンモニア ｋｇ/ｄ 1.52E+03 9.86E+02 2.23E+03 2.56E+02 - 1.51E+03 3.90E+02 5.47E+02
尿素 ｋｇ/ｄ 1.85E+03 0.00E+00 3.70E+03 -
苛性ソーダ ｋｇ/ｄ 0.00E+00 0.00E+00 -
排出ガス量 CO2 ｋｇ/ｄ 6.21E+05 6.44E+05 6.34E+05 5.96E+05 6.34E+05 6.33E+05 7.30E+05 6.34E+05
NOｘ ｋｇ/ｄ 3.64E+02 3.27E+02 1.58E+02 2.96E+02 8.11E+02 1.59E+02 2.20E+02 3.17E+02
SOｘ ｋｇ/ｄ 1.75E+02 2.77E+02 1.92E+02 3.15E+02 5.64E+02 2.83E+02 8.00E+01 2.25E+02
HCｌ ｋｇ/ｄ 1.70E+02 1.94E+02 1.92E+02 1.20E+02 3.22E+02 1.59E+02 1.80E+02 1.92E+02
DXNｓ ｋｇ/ｄ 3.40E-07 4.96E-05 1.98E-04 1.98E-07 1.70E-07 3.94E-07
ばいじん ｋｇ/ｄ 5.20E+01 5.03E+01 3.95E+01 7.36E+01 3.95E+01 4.00E+01 7.00E+01 3.94E+01
副産物 メタル ｋｇ/ｄ 9.93E+03 8.52E+03 0.00E+00 1.45E+04 4.60E+03 9.00E+03 1.45E+04
スラグ ｋｇ/ｄ 7.04E+04 6.81E+04 6.92E+04 3.76E+04 7.39E+04 6.27E+04 5.80E+04 1.00E+05 7.54E+04
残渣 焼却灰 ｋｇ/ｄ -
焼却飛灰 ｋｇ/ｄ -
焼却不適物 ｋｇ/ｄ -
溶融飛灰 ｋｇ/ｄ 1.70E+04 1.89E+04 2.51E+03 2.80E+04 8.20E+03 3.85E+04 1.95E+04 1.50E+04 2.04E+04
溶融不適物 ｋｇ/ｄ 2.31E+04 1.02E+04 1.48E+04 2.94E+04 0.00E+00 7.30E+03 2.00E+04 0.00E+00 0.00E+00
















表 2.7 に示す 12 ケースについて、廃棄物発電に関するアンケート調査を行っ
た。表 2.8 に調査項目を示す。  
 
表2．7  評価ケース  
















































表 2.9、表 2.10 と表 2.11 に発電に関するアンケート結果、表 2.12 にイニシャ
ルコスト・ランニングコストに関するアンケート結果を示す。  
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表2．9  発電に関するアンケート結果その１（処理規模 100t/d） 
300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃
30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata
5,731 3,940 1,737 457 1,177 446 0 0 0 0 0 0
186,047 186,047 186,047 186,047 232,558 232,558 232,558 232,558 279,070 279,070 279,070 279,070
15,118 15,118 18,663 23,904 15,118 15,118 18,663 23,904 15,118 15,118 18,663 23,904
206,897 205,105 206,447 210,407 248,854 248,123 251,222 256,462 294,188 294,188 297,733 302,974
21,434 23,646 27,580 30,807 28,523 32,111 37,057 40,930 38,629 43,794 49,970 55,047
10.36 11.53 13.36 14.64 11.46 12.94 14.75 15.96 13.13 14.89 16.78 18.17
26,789 26,866 27,483 27,900 28,160 28,237 29,043 29,443 30,131 30,154 31,160 31,577
377 720 1,833 3,363 1,540 4,320 8,013 11,487 8,497 13,640 18,810 23,470
0.18 0.35 0.89 1.60 0.62 1.74 3.19 4.48 2.89 4.64 6.32 7.75
100














表2．10  発電に関するアンケート結果その２（処理規模 300t/d） 
300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃
30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
558,140 558,140 558,140 558,140 697,675 697,675 697,675 697,675 837,210 837,210 837,210 837,210
36,385 36,385 47,431 63,320 36,385 36,385 47,431 63,320 36,385 36,385 47,431 63,320
594,525 594,525 605,571 621,460 734,060 734,060 745,106 760,995 873,595 873,595 884,641 900,530
77,191 88,057 99,853 111,170 103,326 115,114 130,513 143,020 136,557 152,540 172,590 189,000
12.98 14.81 16.49 17.89 14.08 15.68 17.52 18.79 15.63 17.46 19.51 20.99
59,194 60,094 58,977 59,527 62,831 63,069 62,207 62,853 67,360 67,546 67,110 67,677
17,997 27,963 40,877 51,643 40,494 52,046 68,307 80,167 69,197 84,994 105,480 121,323
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表2．11  発電に関するアンケート結果その３（処理規模 600t/d） 
300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃ 300℃ 400℃ 450℃ 500℃
30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata 30ata 40ata 60ata 100ata
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1,116,280 1,116,280 1,116,280 1,116,280 1,395,350 1,395,350 1,395,350 1,395,350 1,674,420 1,674,420 1,674,420 1,674,420
59,697 59,697 77,501 102,835 59,697 59,697 77,501 102,835 59,697 59,697 77,501 102,835
1,175,977 1,175,977 1,193,781 1,219,115 1,455,047 1,455,047 1,472,851 1,498,185 1,734,117 1,734,117 1,751,921 1,777,255
166,105 190,434 210,467 242,685 219,929 249,862 276,173 307,787 285,617 325,797 360,729 396,546
14.12 16.19 17.63 19.91 15.11 17.17 18.75 20.54 16.47 18.79 20.59 22.31
104,639 105,075 101,971 103,414 107,590 107,996 104,863 106,306 114,937 114,923 112,215 113,792
61,466 85,359 108,497 139,271 112,339 141,866 171,310 201,481 170,680 210,873 248,514 282,754
















表2．12  各ケースのコスト 
 







すると、100t/d と比較して 300t/d においては約 3%、600t/d においては約 4%の
発電効率が向上している。また蒸気条件に注目すると 300℃×30ata における発
























































































c) 投入ごみの低発熱量 2400kcal/kg 
図2．8 各低発熱量における処理規模と発電効率の関係  
 







ことができる。算出例として、処理規模 450t/d ごみ発熱量 1800kcal/kg 蒸気条






図2．9  比例補間による発電・送電効率の算出例  
 
（3）排ガス処理のデータベースの構築と分析  
600t/day 規模の直接溶融処理施設における投入排出の流れを図 2.10 に示す
2-27)。この図より施設内で発生する環境負荷を大きく投入されるエネルギーおよ
び資材、発電によるエネルギー回収、排ガス成分、埋立と区分されると考えら





消費電力　kWh 発電量　kWh 消石灰 アンモニア





CO2 NOx HCl ばいじん DXNs





図2．10  直接溶融処理施設における投入排出の流れ  
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ースの構築を行っている。表 2.13 にアンケートの調査結果を示す。  
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表2．13  排ガス処理と費用対効果のためのアンケート調査結果  
●NOX処理 ※各社のは2006年度データ。
①尿素吹込法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
NOｘ排出濃度 処理前濃度 ppm 1.0E+02 1.4E+02 2.1E+02 1.0E+02 1.5E+02 1.0E+02 1.5E+02 1.5E+02 1.0E+02
限界削減濃度 ppm 7.9E+01 7.7E+01 8.0E+01 7.0E+01 7.0E+01 6.0E+01 1.0E+02 8.0E+01 8.0E+01
投入薬剤 尿素 ｋｇ/ｙ 7.3E+05 2.4E+06 1.2E+07 3.9E+05 1.1E+06 6.5E+05 8.5E+05 1.4E+06 6.9E+05
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 4.2E+00 1.3E+01 6.6E+01 2.2E+00 6.3E+00 3.7E+00 4.8E+00 6.2E+00 3.9E+00
コスト 建設費 円 7.0E+07 3.6E+07 1.5E+07 7.0E+07 7.5E+06 3.0E+07 8.4E+07 1.2E+07
補修費 円/ｙ 5.0E+06 1.7E+06 2.7E+06 2.0E+06 1.0E+06 2.2E+06 4.0E+05
②触媒脱硝法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
NOｘ排出濃度 処理前濃度 ppm 1.0E+02 1.4E+02 2.1E+02 1.0E+02 1.5E+02 1.0E+02 1.5E+02 1.5E+02 1.0E+02
限界削減濃度 ppm 2.5E+01 2.3E+01 3.0E+01 1.0E+01 2.0E+01 3.0E+01 2.0E+01 3.0E+01 2.0E+01
投入薬剤 アンモニア ｋｇ/ｙ 4.4E+05 4.1E+05 6.5E+05 3.4E+05 1.8E+05 4.4E+05 4.0E+05 5.0E+05 3.7E+05
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 2.5E+00 2.3E+00 3.7E+00 1.9E+00 1.0E+00 2.5E+00 2.3E+00 2.3E+00 2.1E+00
コスト 建設費 円 7.6E+08 7.5E+08 2.8E+08 9.0E+08 7.5E+08 1.3E+09 1.2E+09 1.0E+08
補修費 円/ｙ 3.2E+07 4.9E+07 2.3E+07 6.0E+07 1.2E+08 2.6E+07 2.0E+07
●HCｌ・SOｘ処理
①消石灰吹込法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
HCｌ排出濃度 処理前濃度 ppm 1.0E+02 3.8E+02 4.1E+02 4.0E+02 2.0E+02 4.5E+02 4.0E+02 4.0E+02 4.1E+02
限界削減濃度 ppm 2.2E+01 2.8E+01 3.0E+01 2.0E+01 1.0E+01 2.5E+01 3.0E+01 3.0E+01 5.0E+01
SOｘ排出濃度 処理前濃度 ppm 6.0E+02 5.3E+01 2.0E+01 7.0E+01 1.0E+01 5.0E+01 7.5E+01 7.0E+01 7.4E+01
限界削減濃度 ppm 1.8E+01 2.5E+01 2.0E+01 2.0E+01 1.0E+01 3.0E+01 2.0E+01 5.0E+01
投入薬剤 消石灰 ｋｇ/ｙ 2.9E+06 2.0E+06 1.9E+06 2.4E+06 2.0E+06 1.9E+06 1.8E+06 2.2E+06 1.7E+06
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 1.6E+01 1.1E+01 1.1E+01 1.4E+01 1.1E+01 1.1E+01 1.1E+01 9.9E+00 9.6E+00
コスト 建設費 円 1.6E+08 2.0E+08 3.0E+08 5.3E+08 1.0E+08 4.0E+07 1.7E+08 4.0E+07
補修費 円/ｙ 1.3E+07 7.2E+06 2.2E+07 1.1E+07 1.0E+06 2.2E+06 4.0E+05
②湿式洗煙法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
HCｌ排出濃度 処理前濃度 ppm 6.0E+02 3.8E+02 4.1E+02 4.0E+02 2.0E+02 4.5E+02 4.0E+02 4.0E+02 4.1E+02
限界削減濃度 ppm 7.6E+00 9.3E+00 2.0E+01 5.0E+00 5.0E+00 1.0E+01 5.0E+00 1.0E+01 1.0E+01
SOｘ排出濃度 処理前濃度 ppm 1.0E+02 5.3E+01 2.0E+01 7.0E+01 1.0E+01 5.0E+01 7.5E+01 7.0E+01 7.4E+01
限界削減濃度 ppm 9.5E+00 8.3E+00 1.0E+01 5.0E+00 5.0E+00 1.0E+01 1.0E+01 1.0E+01
投入薬剤 苛性ソーダ ｋｇ/ｙ 5.3E+06 3.4E+06 3.6E+06 4.3E+06 8.3E+05 2.5E+06 4.0E+06 2.5E+06 6.3E+06
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 3.0E+01 1.9E+01 2.1E+01 2.4E+01 4.7E+00 1.4E+01 2.3E+01 1.2E+01 3.6E+01
コスト 建設費 円 1.6E+09 1.4E+09 9.2E+08 1.7E+09 2.0E+09 9.0E+08 2.4E+09 4.8E+08
補修費 円/ｙ 3.5E+07 2.3E+07 3.6E+07 1.4E+07 2.6E+07 4.3E+06 3.5E+07
③Na系薬剤吹込み法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
HCｌ排出濃度 処理前濃度 ppm 3.8E+02 4.1E+02 4.0E+02 2.0E+02 4.5E+02 4.0E+02 4.0E+02 4.1E+02
限界削減濃度 ppm 1.5E+01 1.0E+01 2.0E+01
SOｘ排出濃度 処理前濃度 ppm 5.3E+01 2.0E+01 7.0E+01 1.0E+01 5.0E+01 7.5E+01 7.0E+01 7.4E+01
限界削減濃度 ppm 1.5E+01 1.0E+01 2.0E+01
投入薬剤 Na系薬剤 ｋｇ/ｙ 2.7E+06 2.7E+06 2.8E+06
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 1.4E+01 1.2E+01 1.6E+01
コスト 建設費 円 1.6E+08 4.0E+07 2.7E+08
補修費 円/ｙ 8.0E+05 1.0E+06 6.0E+05
●DXNｓ処理
①触媒反応塔
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
DXNｓ排出濃度 処理前濃度 ng/Nm3 1.0E-01 1.3E+00 1.0E-01 1.0E+00 2.0E-01 2.0E+00 3.0E+00 2.0E+00 5.0E-01
限界削減濃度 ng/Nm3 4.3E-02 5.3E-02 5.0E-02 1.0E-02 1.0E-01 5.0E-02 5.0E-02 1.0E-01 1.0E-02
投入薬剤 ｋｇ/ｙ
コスト 建設費 円 1.1E+09 6.0E+08 2.8E+08 9.0E+08 6.5E+08 1.1E+09 1.0E+08
補修費 円/ｙ 7.1E+07 3.9E+07 2.3E+07 6.0E+07 6.0E+07 3.3E+07 2.0E+07
②活性炭吹込法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
DXNｓ排出濃度 処理前濃度 ng/Nm3 1.0E-01 1.3E+00 1.0E-01 1.0E+00 2.0E-01 2.0E+00 3.0E+00 2.0E+00 5.0E-01
限界削減濃度 ng/Nm3 7.5E-02 6.0E-02 5.0E-02 1.0E-01 5.0E-02 1.0E-02 1.0E-01 5.0E-02
投入薬剤 活性炭 ｋｇ/ｙ 1.9E+05 8.7E+04 1.0E+05 6.6E+04 1.9E+05 4.2E+04 7.8E+04 5.1E+04
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 1.1E+00 4.8E-01 5.8E-01 3.8E-01 1.1E+00 2.4E-01 3.6E-01 2.9E-01
コスト 建設費 円 9.4E+07 6.0E+07 1.5E+08 3.0E+07 4.9E+07 1.0E+07
補修費 円/ｙ 4.7E+06 1.6E+06 3.0E+06 1.0E+06 2.2E+06 3.0E+05
③活性炭吸着法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
排出濃度 処理前濃度 ng/Nm3 1.0E-01 1.3E+00 1.0E-01 1.0E+00 2.0E-01 2.0E+00 3.0E+00 2.0E+00 5.0E-01
限界削減濃度 ng/Nm3 2.1E-02 1.0E-02 1.0E-02 1.0E-02 1.0E-02 1.0E-02
投入薬剤 活性炭 ｋｇ/ｙ 2.0E+05 3.6E+05 2.3E+05 3.0E+05 5.5E+05
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 1.1E+00 1.8E+00 1.3E+00 1.7E+00 2.5E+00
コスト 建設費 円 1.6E+09 1.8E+09 1.1E+09 1.8E+09 2.5E+09
補修費 円/ｙ 2.4E+07 1.9E+07 2.0E+07 1.0E+07 2.7E+07
④触媒反応塔+活性炭吹込法
平均（97年度） 平均（06年度） A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
排出濃度 処理前濃度 ng/Nm3 1.0E-01 1.3E+00 1.0E-01 1.0E+00 2.0E-01 2.0E+00 3.0E+00 2.0E+00 5.0E-01
限界削減濃度 ng/Nm3 1.5E-02 2.9E-02 1.0E-02 1.0E-02 1.0E-01 1.0E-02 1.0E-02 5.0E-02 1.0E-02
投入薬剤 活性炭 ｋｇ/ｙ 1.9E+05 8.1E+04 6.6E+04 1.0E+05 6.6E+04 1.9E+05 1.7E+04 7.8E+04 5.1E+04
ごみｔあたり量 ｋｇ/ｔ 1.1E+00 4.5E-01 3.8E-01 5.8E-01 3.8E-01 1.1E+00 9.7E-02 3.6E-01 2.9E-01
コスト 建設費 円 9.2E+08 8.1E+08 3.0E+08 1.1E+09 6.5E+08 1.7E+09 1.1E+09 8.0E+07
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このアンケートで取得したデータをもとに分析を行っていく。  






かる。ランニングコストについては NOx、HCl ともに 3～4 倍程度増加する。
湿式洗煙においては苛性ソーダのコストが大きくなっている。  
 
表2．14  NOx および HCl 処理方式の削減濃度および処理コスト  
ppm 78.57 20.63 23.75 6.83
16.06 183.82 36.04 376.99
ランニングコスト 補修費 13.05 128.59 158.81 199.20
電力の増減 -116.44 0.00 0.00 226.80
尿素 178.25 0.00 0.00 0.00
アンモニア 0.00 108.89 0.00 0.00
消石灰 0.00 0.00 361.28 0.00
苛性ソーダ 0.00 0.00 0.00 477.59
活性炭 0.00 0.00 0.00 0.00
水 0.00 0.00 0.00 9.36
その他薬剤 0.00 0.00 15.98 23.25
74.85 237.48 536.08 936.20
90.92 421.30 572.12 1313.18
排ガス種類 NOｘ HCｌ








式について表 2.15 に濃度範囲および処理コストを示す。  
 
表2．15  ダイオキシン類処理方式の削減濃度および処理コスト  
ng-TEQ/Nm
3 0.08 0.04 0.02 0.02
18.84 256.28 209.70 372.99
ランニングコスト 補修費 126.37 261.07 252.20 79.45
電力の増減 -23.74 0.00 2.07 -21.42
尿素 0.00 0.00 0.00 0.00
アンモニア 0.00 0.00 0.00 0.00
消石灰 0.00 0.00 0.00 0.00
苛性ソーダ 0.00 0.00 0.00 0.00
活性炭 312.77 0.00 312.75 201.35
水 0.00 0.00 0.00 0.00
その他薬剤 0.00 0.00 0.00 1.04
415.40 261.07 567.02 260.42




















・乾き燃焼ガス量 Vg Nm3/kg 
 Vg＝（μ-0.21）Vao+1.867（c）+11.2（h）+0.7（s）+0.8（n）  
  焼却炉の場合   μ＝2 
  ガス化溶融炉の場合  μ＝1.3 
 Vao＝8.89（c）+26.7｛（h）-（o）/8｝+3.33（s）  
・排ガス濃度  
 （CO2 濃度）＝1.867（c）/Vg*100 [%] 





 （NOx 濃度）＝100  [ppm] （O212％換算値）  
 （HCl 濃度）＝600 [ppm] （O212％換算値）   
 （SOx 濃度）＝100 [ppm] （O212％換算値）   












      C：有害物質の酸素換算値  
      Os：排ガス中の酸素濃度  
      Cs：有害物質の実測値  
 
2．4．4  各種処理方式の組み合わせによる評価 OUTPUT 例 
図 2.11 は、2006 年度に更新したデータベースにもとづき、焼却処理と灰処理
技術の組み合わせによる ELP 算出結果を示している。図 2.12 には、各施設の
ELP およびコストの算出結果の一例を示した。同図から、最終処分、焼却施設、























電力 灯油 コークス A重油 C重油
石灰石 消石灰 アンモニア 尿素 苛性ソーダ
塩酸 硫酸 CO2 NOｘ SOｘ
HCｌ DXNｓ ばいじん スラグ 銅
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図2．12  処理技術の組み合わせによる ELP の評価結果  
 



















図2．13  各施設の ELP とコストの関係  
 
2．5  収集・回収の評価手法の確立 











①1 日 1 台あたりのトリップ数  
ごみ積み込み時間 t1 [h]、輸送速度 v [km/h]、資源化施設までの距離 d [km]、
ごみ積下時間 t2 [h]として、1 トリップあたりの所要時間 t [h/trip]を次式により
算出する。  
t＝t1＋2×d／v＋t2 
1 日の作業時間 tl[h/d]を 1 トリップあたり所要時間 t で除すことによって、1
日 1 台当たりトリップ数 trip [trip/d]を算出する。  
trip＝tl／t 
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②年間 1 台あたり輸送可能量  
1 台あたり積載可能量 wcar [t/台]を、車両容量 cp [m3]とごみかさ比重 ρ[t/m3]
を乗じることにより算出する。  
wcar ＝cp×ρ 
1 日 1 台あたり輸送可能量 wday [t/d/台]を、1 台あたり積載可能量 wcar と 1 日 1
台あたりトリップ数 trip を乗じることにより算出する。  
wday＝wcar×trip 





wyear で除することによって算出する。  
Ｎ＝W／wyear 
④１台あたり年間総走行距離  
1 台あたり年間走行距離 dcar [km/y/台]は、経済手順において燃料費等を算出
するために必要である。資源化施設までの距離 d [km]の 2 倍（往復）に年間の
トリップ数を乗じることにより算出する。年間のトリップ数は、1 日 1 台あた






















図2．14  収集・回収における走行距離算出のシミュレーションモデル  
 
2．5．2  収集・回収におけるコスト算出のシミュレーションモデルの確立 
コストは、人件費、燃料費、一般管理費、車両関係費を含む。収集運搬の委














 車両減価償却費 Ec1 [千円/台/y]は、1 台あたり車両単価 pc [千円/台]、残存価
格率 0.1、耐用年数 ydep [y]とすると、  
Ec1＝pc×0.9／ydep 





 修繕費 Ec3 [千円/台/y]は、走行距離に比例する部分と一定部分に分けて計上
する。走行距離に比例する部分はタイヤの交換費である。走行距離あたり消耗
品費 pw [円/km]に 1 台あたり年間走行距離 dcar を乗じて求める。修繕費はこれ
に一定部分 1 台あたり修繕費 rp [千円/台/y]を加えて求める。  
Ec3＝dcar×pw＋rp 
税金・保険料 Ec4 [千円/台/y]は、1 台あたり税金・保険料から求める。  
Ec4=tax 
 その他の経費 Ec5 [千円/台/y]は、車庫費、タイヤ以外の消耗品費、事故費な
どであり、1 台あたり年間一定額 oth [千円/台/y]を見込む。  
Ec5＝oth 
 燃料費 Ec6 [千円/台/y]は、1 台あたり年間走行距離 dcar に燃費 q [km/l]と燃料
単価 pf [km/l]を考慮して算出する。  
Ec6=dcar／q×pf 




 一般管理費 Ec8 [千円/台/y]は、Ec1～Ec7 までの合計（直接費）の一定比率を
見込むこととする。一定比率を一般管理費率 ro [%]とする。  
Ec8＝（Ec1＋Ec2＋Ec3＋Ec4＋Ec5＋Ec6＋Ec7）×ro 
 1 台あたり年間経費 Ec[千円/y]は Ec1～Ec8 の総和として得られる。  




 年間必要経費 E[千円/y]は、１台あたり年間経費 Ec [千円/台/y]に必要車両台
数 N[台]を乗じて算出する。  
E＝Ec×N 
③収集コスト  

































図2．15  収集・回収におけるコスト算出のシミュレーションモデル  
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（a）走行距離                （b）コスト  
図2．16  シミュレーションモデルの検証  
 




























































図2．18  グリッドシティモデルにおける走行距離の算出フロー  
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・年間総走行距離 DT は前述の 2 式を用いて以下の手順で算出される。  
 dLLL  )( 21  
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における入力値を表 2.16 に示す。A、B、C 市の 3 市の各収集区分にこのモデル
を適用して算出した推計値と、各市からアンケート調査によって得た実測値の










第 2 章 環境性・経済性の両者を対象とした BAS 評価手法の開発 
2-34 
表2．16  各市可燃ごみの収集区分でのグリッドシティモデルへの入力値  
市町村名 A B C 
年間収集量 t/y 125,960 179.384 115,495 
可住地面積 km2 56.39 85.64 61.33 
ステーション数箇所 箇所 17,583 14,913 12,279 
収集頻度 週 3 回 週 3 回 週 3 回 
年間作業日数 d/y 298 304 305 
1 台あたりの積載量※1 t/台 1.675 1.675  1.675  
1 ステーションでの作業時間※2 
min 
1 1.65 1.28  
移動速度※2 km/h 25 25 25 
1 日の作業時間 h 5 5 5 
※1 B、C 市は不明であったため、A 市のデータを使用した。 























図2．19  グリッドシティモデルにおける推計値と実測値の比較  
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2．6  BAS 評価手法と環境省廃棄物処理システムの指針との整合性の検討 
環境省が提示した「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処
理システムの指針」2-30)（以下指針と略す）と本手法の整合性について検討を行
った 2-31～33)。  
 
（1）適用範囲と評価指標の比較  





出のための CO2 算定方法と、環境省の定める算定方法とで異なる部分がある。 
 
表2．17  BAS 評価手法の環境省指針への対応状況  





市町村が自らの事務として行うもの ○ ― 
委託により行うもの ○ ― 
許可業者に行わせるもの ○ ― 
法施行規則第 2 条第 2 号又は第 2 条の

















人口一人一日当たりごみ総排出量  ○ 対応可能 
廃棄物からの資源回収率  ○ 対応済み 
廃棄物からのエネルギー回収量  ○ 対応済み 




対 応 済 み（廃 棄 物 における温 室
効果ガスの算定方法について要
検討） 
住民満足度 × ― 
人口一人当たり年間処理経費  △ 費用の算定方法について要検討  
資源回収に要する費用  △ 費用の算定方法について要検討  
エネルギー回収に要する費用  △ 費用の算定方法について要検討  
最終処分減量に要する費用 △ 費用の算定方法について要検討  
その他、自治体独自の評価項目  ○ 
統合化指標 ELP によるアウトプッ
トが可能  
○：容易にソフトへの実装が可能  △：ソフトへの実装前の検討が必要  ×：実装させる予定無し 
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（2）温室効果ガス排出量の算定方法の比較  





 自動車の走行、HFC 封入カーエアコン使用台数、カーエアコンの HFC 廃棄
量については、実測データとして取得しにくい項目であるため、環境省の定め
る初期値を用いることで、BAS 評価手法への実装することは可能である。収集
過程における温室効果ガス算出方法の比較を表 2.18 に示す。  
 
表2．18  収集過程における温室効果ガス算出方法の比較  
項目 詳細 対象ガス 本手法 環境省 備考 
燃料使用 
ガソリン CO2 ○ ○ 
燃料を使用
す る こ と に
よ り 発 生 す
る CO2 
軽油 CO2 ○ ○ 
LPG CO2 ○ ○ 
購入電気 CO2 ○ ○ 




CH4 △ ○ ― 
N2O △ ○ ― 
軽油 
CH4 △ ○ ― 
N2O △ ○ ― 
HFC 封入カーエアコン使用台数  HFC-134a △ ○ ― 
カーエアコンの HFC 廃棄量 HFC-134a △ ○ ― 












会社において発電する際に発生する当量の CO2 分を削減分として計上している。 
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本手法 環境省 備考 
燃料
使用 




A 重油 CO2 ○ ○ 
B 重油又は 
C 重油 
CO2 ○ ○ 
LPG CO2 ○ ○ 
LNG CO2 ○ ○ 
都市ガス CO2 ○ ○ 
コークス CO2 ○ ○ 
廃棄物燃料 CO2 △ ○ 
薬剤 CO2 ○ × 薬剤の製造工程で発生。 








CH4 △ ○ ― 
N2O △ ○ ― 
廃プラス 
チック 
CO2 ○ ○ ― 
廃プラ以外の
一廃 
CO2 ○ × 
紙類や厨芥類から排出さ
れる CO2 も考慮 
焼却発電 CO2 ○ × 
スーパーごみ発電は環境
省も考慮。 
工場排水 BOD ○ ○ 
環境省は BOD から CH4、N2O
を算出している。 
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表2．20  最終処分過程における温室効果ガス算出方法の比較  
項目 詳細 対象ガス 永田研 環境省 備考 
燃料使用 




A 重油 CO2 ○ ○ 
B 重油又は C
重油 
CO2 ○ ○ 
LPG CO2 ○ ○ 
LNG CO2 ○ ○ 
都市ガス CO2 ○ ○ 
コークス CO2 ○ ○ 
廃棄物燃料 CO2 △ ○ 
購入電気 CO2 ○ ○ ― 
直接埋立
処分 
食物くず CH4 △ ○ ― 
天然繊維くず CH4 △ ○ ― 
紙くず CH4 △ ○ ― 
木くず CH4 △ ○ ― 
○：項目に対応 △：項目への対応は容易 
 
2．7  BAS 評価ソフトウェアの開発 











した一般廃棄物処理の評価ソフトウェア「BAS for WM」の開発を行っている。 
 
2．7．2  BAS 評価ソフトの出力機能  
以下に、現在作成したソフトウェアの機能およびソフト制作会社に提出した
改善企画書を基に、機能の説明を示す。  










2．7．3  BAS 評価ソフトの実際画面の遷移  
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なごみの 2 段階で行う。振り分けた結果は、図 2.22 のように表示され、この際
に分別区分の名称を適宜、設定することを可能としている（例：「可燃ごみ」を
「もえるごみ」に変更）。  
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図2．21  分別・収集区分の設定画面  
 
 
図2．22  分別・収集区分の振り分け結果  
 







収集経費の設定画面（図 2.24）、収集の評価画面（図 2.25）を示す。  
 
 
図2．23  収集車両の設定画面  
 
 
図2．24  収集経費の設定画面  
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図2．26  処理技術の評価画面（可燃ごみの例）  
 
 
図2．27  施設投入量の設定画面  
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図2．28  施設の基本情報の設定画面  
 
 
図2．29  投入・排出量および ELP の算出結果  
 










2.31 に統合化指標で評価したシステム全体の結果を示す。  
 
 
図2．30  個別指標による処理システム全体の評価結果  
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図2．31  統合指標による処理システム全体の評価結果  
 












性・経済性の BAS 評価手法の開発を行った。  
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ライフサイクルインベントリーデータベースを構築した。  






指針（平成 19 年 6 月）」との整合性を項目別に比較し、対応状況及び対
応の可能性について検討した。その結果、適用範囲については、環境省
の定める範囲は本ソフトでは網羅していることがわかった。  
・ さらに、一般の消費者や企業、自治体にも広く LCA を知って頂くため、
これまでの研究成果を有効に環境教育の面でも活用されるように、その
普及に向けた努力として、開発した BAS 評価手法をパッケージングして、
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第 3 章 一般廃棄物の国内レベルでの広域的な資源循環システムの検討  
3．1  目的と従来研究  
 廃棄物処理・リサイクルシステムは、循環型社会のなかで極めて重要な役割
をになうことはいうまでもない。とりわけ、一般廃棄物処理システムに関して





こうしたなかにあって、環境性・経済性の観点から Best Available System (BAS)
を提案していくことが循環型社会の構築を目指していくなかで肝要となる。
LCA や LCC によって、自治体等が廃棄物処理・リサイクルシステムの改善・
高度化を検討する際に、定量的な評価指標をもって科学的な論拠を提示するこ
とが可能である。  











そこで、本研究は第 2 章で統合化指標 ELP を導入して、LCA・LCC 的な手法
を用いて一般廃棄物処理システムを対象に BAS 評価ソフトの開発を行った。本




















な事例について BAS 評価手法を適用し、その有効性を検証することとした。  
 
3．2  市川市と近隣 2 市をモデルとした一般廃棄物処理システムにおける BAS 評価 
3．2．1  市川・船橋・松戸市の現状処理システムの評価  
（1）3 市の一般廃棄物処理の現状  
a. 3 市の位置関係と人口・面積・ごみ排出量 3-22) 
まず、市川・船橋・松戸市の地域性を見るため、各市の位置関係を図 3.1 に、
人口・面積・ごみ排出量を表 3.1 に示す。これら 3 市は千葉県西部に位置し、
東京都心の近隣に位置していることから、千葉県の中でも人口は千葉市に次い
で多くなっている。そのため、3 市の人口数は千葉県全 56 市町の内の 24.7%を





であるが、一日一人当たりの排出量が 1 割程度尐なくなっている。  
 
 
図3．1  千葉県 3 市と保有施設の位置関係 
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表3．1  千葉県 3 市の人口・面積・ごみ排出量  
項目 市川市 船橋市 松戸市 
人口 人 454,434 566,843 468,523 
面積 km2 57.44 85.69 61.33 
人口密度 人/km2 7,911 6,615 7,639 
一般ごみ総排出量 t/y 166,891 222,050 152,709 
 家庭系 t/y 123,930 148,313 108,574 
事業系 t/y 42,961 73,737 44,135 
一日一人当たりの排出量 g/人・d 1,006（747） 1,073（717） 893（635） 
※（）内数値は家庭系ごみの排出量  
 
b. 3 市の分別状況  







表3．2  千葉県 3 市の分別区分 
分別区分 市川市 船橋市 松戸市 
可燃ごみ ○（週 3 回） ○（週 3 回） ○（週 3 回） 
不燃ごみ ○（週 1 回） ○（月 1 回） ○（月 1 回） 
資源ごみ 紙類 ○（週 1 回） ○（週１回） ○（週 1 回） 
缶類 ○（週 1 回） ○（週 1 回） ○（週 1 回） 
ビン類 ○（週 1 回） ○（週 1 回） ○（週 1 回） 
PET ボトル ○（週 1 回） △（随時） △（随時） 
プラスチック ○（週 1 回） × ○（週 1 回） 
布類 ○（週 1 回） ○（週１回） ○（週 1 回） 
有害ごみ ○（週 1 回） ×（不燃に含む） ○（週 1 回） 
粗大ゴミ ○（随時） ○（随時） ○（随時） 
○：分別を行っている △：拠点回収を行っている ×：分別を行っていない （）内は収集頻度  
 
c. 3 市の保有処理施設  
3 市の保有する処理施設を表 3.3 に示す。  
市川市は焼却発電と破砕処理の合同施設を市内に 1 施設のみ保有しており、
缶・ビンの資源ごみはストックヤードを設けて選別・保管を行っており、プラ
容器包装と PET ボトルは民間へ処理委託している。  
船橋市は焼却発電施設を市内に 2 施設保有しており、各施設に焼却残渣の資
源化施設を有している。北部清掃工場は流動床式であるため、焼却されない残















表3．3  市川・船橋・松戸市の保有する施設  
市名 施設の種類  施設名 処理規模  
市川市 焼却発電  市川クリーンセンター 600t/d 
破砕選別  75t/d 
船橋市 焼却発電  船橋市北部清掃工場  435t/d 
焼却残渣資源化  22t/d 
焼却発電  船橋市南部清掃工場  375t/d 
焼却灰資源化  25t/d 
破砕選別  船橋市破砕選別処理施設 92t/d 
リサイクルセンター 船橋市リサイクルセンター 105t/d 
松戸市 単純焼却  松戸市クリーンセンター 200t/d 
焼却発電  松戸市和名ヶ谷クリーンセンター 300t/d 
破砕選別  松戸市日暮クリーンセンター 80t/d 
リサイクルセンター 松戸市資源リサイクルセンター 42.75t/d 





















































































図3．3  千葉県船橋市のごみ処理フロー 
 











































図3．4  千葉県松戸市のごみ処理フロー 
 
（3）各工程における ELP の算出 
a. 収集回収工程  
収集回収工程については、車両種ごとの年間総走行距離から、表 3.4 に示す
車両サイズと使用燃料ごとの燃料消費量、排出ガス量の排出原卖位を用いるこ
とで年間の投入・排出量を決定し、それを基に ELP の算出を行う。2t 車の中で
もパッカー車や平ボディ車といったものが存在し、それぞれ燃費や排ガス発生
量は異なるが、本評価では 2t 車の排出原卖位は表 3.4 に統一することとする。  
 







CNG kg/km 0 0.14 
軽油 kg/km 0.14 0 
排出 
CO2 kg/km 0.44 0.39 
NOX kg/km 0.00155 0.0006 
SOX kg/km 0.00008 0 
PM kg/km 0.00013 0 
 
まず、各市の車種別保有車両台数を図 3.5 に、車種別年間総走行距離を図 3.6
に、面積・人口当たりの総走行距離を図 3.7 に示す。  
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図3．7  各市の面積・人口あたりの走行距離 
 

































































図3．9  市民一人当たりの年間総 ELP 
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表3．5  各市の保有する焼却処理施設の概要  
2,238-1,6001,5007,000発電能力[kW]
0.76 0.64 0.76 0.74 0.68 稼働率














表3．6  各処理施設へ投入されるごみ質  
15.76 11.14 22.93 14.70 24.20 酸素O[%]
0.68 0.30 0.39 0.37 0.55 塩素Cl[%]
0.78 0.46 0.42 0.50 0.54 窒素N[%]
0.05 0.03 0.01 0.01 0.05 硫黄S[%]
4.40 3.50 5.21 5.47 3.92 水素H[%]
27.61 25.91 30.93 33.10 26.01 炭素C[%]
元素分析
152 208 186 184 155 見かけの比重[kg/m3]
2,474 2,073 3,353 2,927 2,752 低位発熱量[kcal/kg]
49.3 41.3 59.9 54.1 55.3 可燃分[%]
6.4 11.6 8.1 8.8 7.3 灰分[%]
44.4 47.1 32.1 37.1 37.5 水分[%]
三成分
6.56.11.30.95.3ND7.35.68.46.0その他 [%]
27.1 18.9 9.7 6.5 29.5 ND28.6 22.3 23.4 23.6 プラスチック・ゴム類[%]
12.8 12.2 9.6 8.3 17.6 ND16.2 18.1 15.9 17.4 布・草木類[%]
7.3 17.2 22.9 36.0 7.3 ND7.8 11.6 7.5 29.3 厨芥類[%]
















表3．7  各処理施設の大気排出ガス濃度（実測値）  
0.00370.18 0.36 0.17 0.04 ダイオキシン類[ng-TEQ/m3N]
1.0 2.0 38.7 2.3 20.7 HCｌ[mg/m3N]（12%換算)
0.001 0.001 0.001 0.002 0.1 ばいじん[g/m3N]（12%換算）
30.2 51.5 45.0 61.0 85.9 NOX[ppm]（12%換算）




各施設の投入・排出量に基づいて算出した年間総 ELP と、処理量 1t あたりの
ELP評価結果を図 3.10に示す。これより、焼却施設における ELPは CO2や NOX、
DXNs といった排出ガスによる影響が大部分を占めていることがわかる。中で
も、船橋②は DXNs による影響が顕著である。また、船橋の 2 施設は他施設と
比べ、処理量あたりの CO2 の排出量が多いことも見てとれる。これは船橋市の
ごみの中に占める炭素 C 分の割合が大きいからであり、C 分の多いごみ種はプ
ラスチック類であることから、市川・松戸市が実施しているプラスチック製容
器包装の分別を船橋市では行っていないことがその理由の一つであると言える。 











めに DXNs をはじめとする有害ガスの排出抑制が進んでいることが挙げられる。 
 













































































































図3．11  市民一人当たりの年間総 ELP 
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 鉄・アルミ：等量の各素材のバージン材製造の ELP にグレード（＝｛資源
化物の売却価格/バージン材の価格｝）を乗じたものをマイナス分として計上  
 剪定枝チップ：等量の原木消費における ELP をマイナス分として計上  
 また、廃プラ、廃タイヤ等については処理委託費を払ってリサイクル業者に
引き渡しているため、ELP 削減分を考慮しないこととした。  




いないため、ELP 削減効果は見られない。  
 
d. 資源化処理工程  
資源化処理工程については、破砕処理同様、施設ごとのエネルギー（電力・
燃料）と選別された資源物を基に ELP を算出する。資源回収物による ELP 削減
効果は破砕処理同様に以下のように計上することとした。  
 鉄（スチール缶含む）・アルミ（アルミ缶含む）・PET：等量の各素材のバー





 各市の資源化施設の市民一人あたりの年間 ELP の算出結果を図 3.13 に示す。
これより、船橋市では缶の回収量が多いため、アルミの資源回収による ELP の
削減効果が顕著である。また、松戸市では、缶の以外に、金属系粗大ごみの選
別による金属・非鉄金属類の回収による ELP 削減効果も見てとれる。  
 










































































図3．13  各資源化処理施設の市民一人あたりの ELP 
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行う。資源物である骨材の ELP 削減効果は以下のように計上することとした。 
 骨材：等量の砂利を採取するために消費されるエネルギー分における ELP
をマイナス分として計上  














































図3．14  灰資源化施設の市民一人あたりの ELP 
 





























紙類 金属類 ガラス類 PETボトル
 
図3．15  直接資源化の市民一人あたりの ELP 
 





































図3．16  最終処分の市民一人あたりの ELP 
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（4）各市の処理システム全体における ELP の比較 
先の各処理工程における ELP の算出結果を合算することで、各市の一般廃棄
物処理システム全体の年間総 ELP と市民一人あたりの ELP 評価結果を図 3.17、
18 に示す。  












































図3．17  各市の処理システム全体の年間総 ELP 
 









































図3．18  各市の市民一人あたりの年間総 ELP 
 












（1）市川市の BAS 評価モデル  




 収集回収  
 車両関係費  
 車両卖価（600 万円）を耐用年数（7.5 年）で除したもの、保険、修繕費。  
 燃料費  
 消費燃料代（燃費消費量、燃料卖価より算出）。  
 人件費  
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 作業員人数（直営 60 名、委託 198 名）に卖価（直営 700 万円/人・y、委
託 500 万円/人・y ）を乗じたもの。  
 中間処理（焼却、破砕処理施設）  
 施設建設費  
 施設建設費（焼却 200 億円、破砕 10 億円）を耐用年数（20 年）で除し
たもの。  
 補修・維持管理費  
 建設費の 3％。  
 用役費  
 電力・燃料・副資材・薬剤の投入量に卖価を乗じたもの。  
 人件費  
 作業員人数（焼却 20 名、破砕 10 名）に卖価（700 万円/人・y ）を乗じ
たもの。  
 最終処分・資源回収  
 処理費  
 各処理量・回収量に処理・売却卖価を乗じたもの。  
 











































図3．20  直接資源化の年間経費 
 





















































































図3．23  最終処分工程の年間経費 
 
次に、各工程における ELP の算出について示す。各工程の ELP は以下のデー
タを基に算出を行った。  
 生活系ごみ収集回収  
 アンケート調査による実績データを用いて算出した。  
 焼却発電施設  
 BAS ソフトのデフォルトより算出した。  
 破砕処理施設  
 主な施設 I/O データは BAS ソフトのデフォルトより算出した。資源回収
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物は実績データに基づいて算出した。  
 最終処分・直接資源化  
 最終処分量は、上記の焼却発電・破砕処理において設定されたデフォル
ト値に基づき算出した。直接資源化量は実績データより算出した。  





















































































図3．26  焼却処理工程の年間 ELP 
 


















































図3．28  最終処分工程の年間 ELP 
 
以上の算出した各工程の ELP と経費について、横軸に経費、縦軸に ELP とし







































図3．29  各工程の ELP とコストの関係 
 
（2）処理技術の変更におけるケーススタディ  
そこで、BAS ソフトのデータベースを用い、図 3.30 に示す CASE でケースス
タディを行うこととした。CASE1 を現状とし、CASE2～5 は溶融技術の導入と
いう観点から、CASE2 を灰溶融設備を導入し焼却灰を溶融する場合、CASE3
を CASE2 で排出される溶融飛灰を山元還元する場合、CASE4 を焼却発電をガ
ス化溶融炉に変更する場合、CASE5 を CASE4 で排出される溶融飛灰を山元還
元する場合とし、CASE6 は焼却量の低減という観点から厨芥類を分別してバイ
オガス化処理する場合とした。  
 経費については、表 3.8 に示す処理卖価を基に算出を行い、ELP については、
BAS ソフトのデータベースを基に算出した。  





増加によって CASE1 より大幅に経費が大きくなるといった結果となった ELP
については、CASE2～5 について最終処分量の低減によって現状より ELP は小
さくなった。また CASE6 については焼却量の低減によって焼却工程の ELP が
削減され、現状より大幅に ELP は小さくなった。ELP 削減で最も効果的なのは
CASE6 のバイオガス化を行う場合であるが、一方で経費は大幅に増加してしま
うことがわかる。また CASE1 から経費 1 億円増加あたりの ELP の削減値とし
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ては CASE5 が最も高い結果となった。  
 
 
図3．30  各 CASE のシナリオ 
 
表3．8  各処理工程の処理コスト  

















 588,235  - - - 
人件費※5 千円/y 140,000  105,000 210,000 140,000 - - - 





600,000  102,605  615,812 600,000 - - - 
売電収入  千円/y -504,898  0 -394,674 -549,209 - - - 
合計  千円/y 1,358,766  511,148 1,641,409 863,340 - - - 
処理/委託単価  
千円/t 







※1 建設費は、耐用年数 20 年を基準として算出している。但し、厨芥分別時は処理量の低下による耐用年数の
延命分を考慮して算出。 
※2 市川市 CC（破砕施設込み）の建設費の 252 億円のうち、200 億円分が焼却炉であると仮定し算出。 
※3 三重県環境保全事業団の溶融炉（240t/d）の 109.4 億円から規模比率の 0.6 乗より算出。 
※4 北九州市新門司工場（720t/d）の 229 億円から規模比率の 0.6 乗より算出。 
※5 NEDO 廃棄物発電導入マニュアル 3-25)を基に、作業員人数を焼却発電 20 人、灰溶融 15 人、ガス化溶融 30
人と独自に設定して算出。 
※6 建設費の 3％として算出。 
※7 溶融飛灰資源化研究会報告書 3-26)より設定。 
※8 市川市実績の委託費（運搬費込み）より算出。 
※9 厨芥類バイオガス化事業者における事業系一般廃棄物、産業廃棄物のヒアリング値。  
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図3．31  各 CASE の経費と ELP の関係 
 
以上の評価結果について、各 CASE における効果について ELP、コストのみ
ならず資源化量、エネルギー回収量、CO2 排出量、最終処分量といった個別指
標について相対比較したものを表 3.9 に示す。  
 
表3．9  各シナリオの相対評価  









1 焼却発電+最終処分（現状） 100 100 100 100 100 100 
2 焼却発電＋灰溶融＋埋立  93 108 32 121 100 102 
3 焼却発電＋灰溶融＋山元還元  92 108 26 121 100 102 
4 ガス化溶融+埋立  98 102 40 118 95 103 









法については、ELP の算出工程で出力される CO2 量となっているため、環境省
の定める算定方法とは一部異なっている。今後、環境省の算定方法への対応を
していく。  
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 そこで、先に行った 3 市全体の評価結果を踏まえ、3 市の広域連携の検討と
して、灰溶融の合同処理におけるケーススタディを行った。CASE1 を現状とし、
CASE2 では各焼却施設が灰溶融設備を併設した場合、CASE3 では 3 市合同で一
つの大規模な灰溶融設備を設置した場合とした。CASE3 の設置箇所については
市川市 CC に併設した場合とした（表 3.10～11）。  
 また、評価範囲は焼却処理から最終処分のみならず、先に行った収集回収や





表3．10  各 CASE のシナリオ 
CASE シナリオ 
1 焼却処理＋埋立（現状ケース） 
2 焼却発電＋施設ごとでの灰溶融＋埋立  
3 焼却発電＋3 市合同での灰溶融＋埋立  
 
表3．11  市川市 CC までの距離 











表3．12  各施設へ併設させた場合の灰溶融の処理コスト  
項目  市川  船橋① 船橋② 松戸① 松戸② 3 市合同  
処理量  t/y 10,092 8,690 7,641 3,749 6,523 36,695 
建設費※1 千円/ｙ 171,008  156,332  144,717 94,406 131,609 371,018 
人件費※2 千円/ｙ 105,000 105,000  105,000  105,000  105,000  245,000  
用役費  千円/ｙ 132,536 114,127  100,348  49,239  85,662  481,911 
修繕・補修費※3  
千円/ｙ 
102,605  93,799 86,830 56,644  78,9664  222,611  
合計 千円/ｙ 511,148  469,258  436,895 305,289  401,237  1,320,541  
※1 建設費は、耐用年数 20 年とし、三重県環境保全事業団の溶融炉（240t/d）の 109.4 億円か
ら規模比率の 0.6 乗より算出。 
※2 NEDO 廃棄物発電導入マニュアル 3-25)を基に、作業員人数を焼却施設併設の灰溶融炉は
15 人、単独の灰溶融炉は三重県環境保全事業団廃棄物処理センターより 35 人として算出。 
※3 建設費の 3％として算出。 
 
















































図3．32  各 CASE における 3 市の総 ELP 
 






































図3．33  各 CASE における 3 市の総経費 
 
先の ELP と経費を、縦軸と横軸にとった各 CASE の ELP と経費の関係を図
3.34 に示す。これより CASE1 に対し、CASE2 の個別での溶融技術の導入によ
り ELP は-14％削減され、一方で経費は+7.5%増加するといった結果となった。

















































3．3  BAS 評価ソフトによる三重県の広域灰溶融処理の有効性の検証  





市町村、4 組合、1 広域連合に加え、125 社の企業からの産廃を受け入れている。
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表3．13  廃棄物処理センターの概要  
処理方式 外熱式熱分解キルン＋回転式表面溶融炉 








表3．14  平成 18 年度の受入状況 3-29) 















小 計 9,498 
合  計  56,031 
 
3．3．2  灰溶融炉処理の ELP 評価 
当事業の有効性を示すために、まず現状の灰溶融処理における処理工程の
ELP 評価を行う。当処理施設の処理フローと、アンケート調査によって得られ

















































































図3．36  溶融処理の ELP 評価結果 
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表3．15  CO2 排出量の由来内訳  
項目 単位 数値 
廃棄物由来 kg-CO2/y 1.09E+07 
化石燃料由来  灯油 kg-CO2/y 3.79E+07 
LPG kg-CO2/y 3.75E+03 
 
次に、当事業では溶融スラグ・飛灰を全量リサイクルしているため、その効

























所内電力消費 灯油 LPG CO2 ばいじん
NOｘ SOｘ HCｌ DXNｓ 消石灰
活性炭 アンモニア 苛性ソーダ 鉄回収 スラグ_利用















図3．37  灰溶融処理による ELP の低減効果 
 
3．3．3  灰溶融処理の経費の実態調査  
H18 年度の三重県環境保全事業団の廃棄物処理センターにおける処理経費を
表 3.16 に示し、図示したものを図 3.38 に示す。受入卖価は一般廃棄物焼却灰と
汚泥が 28 円/kg、産廃が 30 円/kg であった。しかし、原油価格の高騰に伴い、
次年度からは焼却灰の受入卖価を 35 円/kg に値上げするとのことである。前処
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理で選別される鉄は、逆有償で再資源化処理委託を行っており、スラグは 250
円/t で売却している。また、発生した溶融飛灰は運搬費込みで約 48 円/kg で山
元還元されている。  
 修繕費については、稼動 4 年目で始めての耐火物の補修を行ったため、例年
よりも多くなっている。灰溶融の処理コスト（建設費・修繕費・人件費・用役
費）を算出すると、42 円/kg といった結果となった。  
 
表3．16  廃棄物処理センターの処理経費  
項目 単位 数値 
建設費 円/y 643,529,412  
修繕費 円/y 667,825,000  
人件費 円/y 220,500,000  
用役費 
買電 円/y 167,228,071  
灯油 円/y 678,952,000  
消石灰 円/y 12,077,559  
活性炭 円/y 10,522,380  
アンモニア 円/y 450,000  






汚泥受入 円/y -68,440,400 
産廃受入 円/y -284,946,000 
資源売
却 
鉄売却 円/y 8,600,729  
スラグ売却 円/y -7,800,000 


























図3．38  廃棄物処理センターにおける灰溶融処理事業の年間総経費 
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図3．39  各 CASE のシナリオ 
 







yahoo 地図情報より調査した。輸送回数は 10t トラックで輸送するとして算出し
た。これより、年間での輸送距離は 25.9 万 km となった。  
 















































































































































































※2 10ｔトラックで運搬することとし、年間受入量を10tで除した算出値。  
 
（2）各ケースの ELP 評価 
各 CASE における ELP 算出結果の比較を図 3.40 に示す。これより、CASE0
に対し全量埋め立てた場合の CASE1 は 70.8％、CASE2 の大規模な施設にのみ
個別で灰溶融炉を設置した場合は 9.8%増加するといった結果となった。よって、







































3.18 に示す。環境保全事業団の廃棄物処理センターのコストは H18 年度の処理
総量（産廃も含む）から一般廃棄物焼却灰処理量で按分したものとした。各施
設の建設費・修繕費は、環境保全事業団の廃棄物処理センターの規模を基準に
0.6 乗則を用いて算出した。人件費は、焼却施設への併設の場合は 1 施設あたり
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548,736,029 425,296,593 608,469,256 597,250,459 755,316,617 円/y合計
32,071,508 20,545,885 38,054,384 36,912,946 53,662,099 円/y飛灰処理委託

















































































※3 人件費は、焼却施設への併設の場合は1施設あたり作業員15人として算出。  
 
先の灰溶融の処理コストと、図 3.41 に示す埋立への委託卖価を用いて算出し
た各 CASE の経費の比較を示す。CASE0 は、実際に負担されている処理コスト
と、排出者側からの委託卖価の 2 通り、埋立については、委託卖価を 20、35、

























輸送 埋立_委託費 灰溶融_委託費 灰溶融_建設費 灰溶融_修繕費





















図3．41  各 CASE の年間経費の比較 
 
（4）各ケースの ELP とコストの関係  
最後に、各 CASE の ELP と経費の関係を図 3.42 に示す。  




















































図3．42  各 CASE の ELP と経費の関係 
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図3．43  BAS 評価ソフトの検証 
 
3．5  まとめ 

































タを入手し、ELP 評価と処理コストを算出した。  
・ ケーススタディを通して、現状の広域灰溶融を実施する場合と、個別に
灰溶融炉を導入する場合のシミュレーションとの比較を行い、広域連携
によって ELP で 9.8%、経費で 27.7%の削減効果が得られることがわかっ
た。現行の広域灰溶融処理の有効性を検証できた。  
・ 以上の検討の結果、実績値・デフォルト値の 2 パターンの評価による BAS
評価ソフトの有効性を確認できた。  
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第 4 章 希少性・有害性廃棄物の国内レベルでの広域的な資源循環シ
ステムの構築と展開 
～溶融飛灰資源化を例としたシステムモデルの構築と展開～  
















































・ 適切な保管と輸送  
・ 溶融飛灰中の重金属類の回収  





① 自区域内処理の原則を見直し、発生側と受入側双方が連携できる体制の整備  
② 安全かつ適切に保管・輸送の実現、およびインフラ整備や共通認識の醸成  
③ 信頼ある技術基準に基づく溶融飛灰中の重金属類の回収技術の確立  
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4．2  排出と受入側双方における溶融飛灰資源化の現状調査  








 2007 年 12 月にアンケートを実施し、翌年 2 月に 144 施設より回答を得た。
解析対象は 2005 年度の実績値を有する廃棄物溶融施設とし、このうち、ガス化
溶融施設および灰溶融施設の計 125 施設とした。また、2005 年度末時点での廃
棄物溶融施設数は 170 施設であり、その 74%を対象としたこととなる 4-15）。  
調査の結果、溶融飛灰の年間発生量の合計は 195,000t と推計され、このうち












 図 4.4 に山元還元の導入条件に関する調査結果を示す。コストを条件にして
いる自治体が一番多く、技術と将来安定的な受入を条件としているのがほぼ一
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a) 基本情報  
受入事業者もしくは事業所に関する基本情報を調査した。調査項目は以下の
とおりである。  
① 企業名  
② 事業所名  
③ 所在地  
④ 資源化技術  
1) 方式  
2) 概要  
・ 前処理  
・ 本処理  
・ リサイクル・廃棄対象物と搬出先（業者名）  
・ 概要の説明  
3) 施設処理能力  
・ 施設処理能力  
・ 決定要因（上記の処理能力の決定要因）  
第 4 章 希尐性・有害性廃棄物の国内レベルでの広域的な資源循環システムの構築と展開 
4-9 
4) 処理量  
・ 現状  
・ 目標  
5) 受入条件  
・ 受入可能な溶融飛灰（乾灰・固化灰・キレート処理灰・キレート
処理セメント処理灰）  
・ その他、受入性状・組成等  
6) その他特記事項（事業概況・エコタウン、リサイクルポート等との連
携等）  
b) 処理フロー  
 資源化技術もしくは処理フローの概要を図示する。  
c) 定量データ  
 当該技術のマテリアルフローを調査した。溶融飛灰 1000dry-kg あたりの投入
（エネルギー、工業用水、薬剤等）や排出（資源化物、排ガス、排水等）の量
や性状を調査した。得られたデータに基づき以下の観点から整理した。  
① 溶融飛灰中の重金属（Zn、Pb、Cu）の回収率  
② 排ガス・排水性状  
d) 受入溶融飛灰の性状  
 受入溶融飛灰の平均的な性状を示した。  
e) 回収物質の品質評価  
 溶融飛灰の処理が、回収物質に影響を与えないことを示す根拠もしくは定量
データを整理した。  
f) 物流情報  




と溶融飛灰受入事業所の一覧を表 4.1 に示す。  
 
表4．1  アンケートの回答企業と受入事業所一覧 
回答企業（会員企業） 溶融飛灰の受入事業所  
光和精鉱株式会社  光和精鉱株式会社（福岡県北九州市） 
三井金属鉱業株式会社  三池製錬株式会社（福岡県大牟田市） 
三菱マテリアル株式会社  三菱マテリアル株式会社直島製錬所（香川県直島町） 
小名浜製錬株式会社（福島県いわき市） 
中部リサイクル株式会社  中部リサイクル株式会社本社事業所（愛知県名古屋市） 
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企業のうち、施設処理能力に関する回答があったのは 5 事業所であり、その施





2009 年度で約 6466t/月（約 7.8 万 t/年）となり、全体的には 2008 年度より約 600t/
月減尐した。西と東日本両方の処理実績が減ったことがわかる。処理能力の合











































 （a）施設処理能力         （b）処理量（実績） 
注 1）中部以西を「西日本」とした。受入事業所の所在地を意味するのであって、排出自治体
の所在地を意味するのではない。 
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表4．2  溶融飛灰の受入に関するアンケート調査結果の概要（その 1） 




所在地 福岡県北九州市 福岡県大牟田市 香川県直島町 福島県いわき市 




3200 5000 2100 1820 
処理量 
t/月 
現状 1100 3250 1300 350 












































年 1 月）。 
・地元自治体（いわき市）と
の 3 社協定 
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表4．3 溶融飛灰の受入に関するアンケート調査結果の概要（その 2） 
事業所名 中部リサイクル㈱ 日鉱環境㈱ 









現状 370 0 













その他特記事項  ・平成 15 年 8 月認可を受け、営業
操業を開始した。 
・平成 17 年 3 月第１回愛知環境賞
優秀賞を受賞。 
・平成 18 年 7 月増設。 
－ 
 
4．3  溶融飛灰山元還元プロセスによる資源化の検証  
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 北九州モデルでの受入企業である光和精鉱株式会社の技術の概要を表 4.4 に
示し、処理フローの概要を図 4.13 に示す。  
 
表4．4  光和精鉱㈱における溶融飛灰資源化技術の概要 
企業名 光和精鉱株式会社  
所在地 北九州市戸畑地区大字中原 46 の 93 
資源化技術 










施設処理能力（t／月） 3,200t（H19 年に 2700t 増設） 









4．3．2  北九州モデルの受入企業における操業データの検証  
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た実証試験における課題 4-16)として挙げられた廃塩酸の使用実績を図 4.14 に示
































溶融飛灰 処理量： 1473 [dry-ｔ]
注目物質 Na2O K2O Cl Zn Pb Cu CaO MgO Fe
含有率　％ 8.8 6.4 15 3.4 0.97 0.32 24 1.5 1.2
数量　ｔ 129 94 220 50 14 4.7 355 22 18
分布率　％ 100 100 100 100 100 100 100 100 100
ろ過液 水抽出液 液量： 4600 [m3]
注目物質 Na2O K2O Cl Zn Pb Cu
含有率　g/L 21 13.3 47 0.0 0.088 0.0027
数量　ｔ 98 61 214 0.0 0.41 0.012
分布率　％ 76 65 97 0.0 2.8 0.26
ろ過液 酸抽出液 液量： 8300 [m3]
注目物質 Na2O K2O Cl Zn Pb Cu
含有率　g/L 3.1 3.4 - 4.1 0.96 0.32
数量　ｔ 25 28 - 34 8.0 2.7
分布率　％ 20 30 - 68 56 57
酸抽出残渣 577 [dry-ｔ]
注目物質 Na2O K2O Cl Zn Pb Cu CaO MgO Fe
含有率　％ 1.1 0.80 1.0 2.8 1.0 0.35 16 1.6 3.1
数量　ｔ 6.3 4.6 5.8 16 5.9 2.0 90 9 18









図4．15 溶融飛灰の抽出バランス（H21 年 1～12 月） 
 













Zn Pb Cu Zn Pb Cu Zn
ｔ/年 50 14 4.7 ｔ/年 16 5.9 2.0 Pb
分布％ 100 100 100 分布％ 32 41 43 Cu
Zn Pb Cu
ｔ/年 1.9 0.1 0.24
Zn Pb Cu 分布％ 3.9 0.41 5.1
ｔ/年 34 8.4 2.7
分布％ 68 59 57
Zn Pb Cu Zn Pb Cu Zn Pb Cu Zn Pb Cu
ｔ/年 34 8.4 2.7 ｔ/年 13 5.3 0.27 ｔ/年 0.0 0.0 1.4 ｔ/年 1.2 0.53 0.08






















1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
強度 2.2% 2.9% 3.1% 4.1% 1.8% 2.6% 2.1% 3.3% 3.1% 2.9% 2.9% -0.7%
Fe 1.6% 2.5% 2.0% 1.5% 2.1% 0.6% -1.5% 0.5% 0.1% -0.5% 0.9% -1.0%
Cu -6.0% -6.0% -6.0% -5.2% -5.5% -6.7% -5.8% -4.7% -4.6% -5.5% -3.6% -4.6%
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（5）排ガス・排水性状  
排ガス・排水性状の測定結果を表 4.5、表 4.6 に示した。いずれも規制値を満
足していることが確認できる。  
 
表4．5  H21 年工場排ガス測定データ H21年工場排ガス測定データ
項　目 規制値 H21.1 H21.3 H21.5 H21.7 H21.9 H21.11
排ｶﾞｽ量 33000 29000 32000 33000 32000 32000
ばいじん 100 10 12 64 11 25 65
Noｘ 180 126 159 136 154 50 123
Soｘ 100 23 18 24 35 27 21
HCl 700 3.8 0.5 0.5 7.4 1.0 5.3
CO 100 15 5 15 6 21 8
CO2 11 11 11 10 11 12
DXNs 1 0.061
排ｶﾞｽ量 17000 16000 13000 12000 18000 19000
ばいじん mg/Nm3 40 15.5 12.0 20.0 1.0 19.0 18.0
Nox ppm 220 196 155 184 177 83 181
Soｘ ppm 100 16 19 16 17 10 14
HCl mg/Nm3 290 3.8 1.1 0.7 1.2 1.7 1.7
CO ppm 100 3 39 4 13 47 14
CO2 7.8 10.6 9.9 14 11.9 9.4
DXNs ng-TEQ/Nm3 0.1 0.007
H21年工場排水分析値
項　目 Pb Cd COD PH Hg CN As Se Cu T-P T-N DXNs
単　位 mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L pg-TEQ/L
規制値 0.1 0.1 15 5～9 0.005 1 0.1 0.1 3 16 120 10
1月 0.01 0.01 5.1 7.9 ND 0.13 0.01 0.03 ND 0.09 16
2月 0.01 0.01 5.5 8.0 ND ND 0.02 0.02 ND 0.02 21
3月 0.01 0.01 4.7 7.7 ND 0.16 0.01 0.02 ND 0.01 23
4月 0.01 0.01 5.6 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 13
5月 0.01 0.01 6.7 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.23 17 1.1
6月 0.01 0.02 6.4 8.1 ND 0.17 0.01 0.02 ND 0.01 28
7月 0.01 0.02 6.2 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.01 14
8月 0.02 0.01 5.5 7.8 ND ND 0.02 0.01 ND 0.02 13
9月 0.01 0.01 5.7 8.0 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 11
10月 0.01 0.01 5.4 8.0 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 20
11月 0.01 0.02 4.9 7.3 ND 0.12 0.01 0.01 ND 0.02 5.7


















表4．6  H21 年工場排水分析値 
H21年工場排ガス測定データ
項　目 規制値 H21.1 H21.3 H21.5 H21.7 H21.9 H21.11
排ｶﾞｽ量 33000 29000 32000 33000 32000 32000
ばいじん 100 10 12 64 11 25 65
Noｘ 180 126 159 136 154 50 123
Soｘ 100 23 18 24 35 27 21
HCl 700 3.8 0.5 0.5 7.4 1.0 5.3
CO 100 15 5 15 6 21 8
CO2 11 11 11 10 11 12
DXNs 1 0.061
排ｶﾞｽ量 17000 16000 13000 12000 18000 19000
ばいじん mg/Nm3 40 15.5 12.0 20.0 1.0 19.0 18.0
Nox ppm 220 196 155 184 177 83 181
Soｘ ppm 100 16 19 16 17 10 14
HCl mg/Nm3 290 3.8 1.1 0.7 1.2 1.7 1.7
CO ppm 100 3 39 4 13 47 14
CO2 7.8 10.6 9.9 14 11.9 9.4
DXNs ng-TEQ/Nm3 0.1 0.007
H21年工場排水分析値
項　目 Pb Cd COD PH Hg CN As Se Cu T-P T-N DXNs
単　位 mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L pg-TEQ/L
規制値 0.1 0.1 15 5～9 0.005 1 0.1 0.1 3 16 120 10
1月 0.01 0.01 5.1 7.9 ND 0.13 0.01 0.03 ND 0.09 16
2月 0.01 0.01 5.5 8.0 ND ND 0.02 0.02 ND 0.02 21
3月 0.01 0.01 4.7 7.7 ND 0.16 0.01 0.02 ND 0.01 23
4月 0.01 0.01 5.6 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 13
5月 0.01 0.01 6.7 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.23 17 1.1
6月 0.01 0.02 6.4 8.1 ND 0.17 0.01 0.02 ND 0.01 28
7月 0.01 0.02 6.2 8.1 ND ND 0.01 0.02 ND 0.01 14
8月 0.02 0.01 5.5 7.8 ND ND 0.02 0.01 ND 0.02 13
9月 0.01 0.01 5.7 8.0 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 11
10月 0.01 0.01 5.4 8.0 ND ND 0.01 0.02 ND 0.02 20
11月 0.01 0.02 4.9 7.3 ND 0.12 0.01 0.01 ND 0.02 5.7



















DXN 類の分布率を図 4.18 に示している。DXN 類の破壊率は 99.9%と確実に
分解されていることが確認できる。  
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濃度 0.12 ng/g 濃度 0.32 ng/g 濃度 0.20 ng/g
分布 100 % 分布 100 % 分布 100 % 99.9%
濃度 0.0099 ｐg/L 濃度 0.00 ｐg/L 濃度 1.6 ｐg/L 濃度 0.061 ng/m3N




抽出液 焼鉱 ｽｸﾗﾊﾞｰ水 排ｶﾞｽ
抽出工程 焙焼工程
 
図4．18 DXN 類の分布 
 
4．4  溶融飛灰山元還元の環境負荷の推定  



































 さらに、評価を行うにあたって、特筆すべき点を以下に記す。  













図 4.20 に示す 2009 年の実績データを用いた。また、比較対象として図 4.21













一廃飛灰 残渣 水抽出液 酸抽出液 合計 Zn Pb Cu Zn Pb Cu Fe 飛灰ｔ当り 飛灰ｔ当り
t-wet t-dry t-dry m3 m3 m3 t t t t t t ｔ 44.0 28.8
合計 1,631 1473 577 4600 8300 12900 34.1 8.4 2.7 16.1 5.9 2.0 17.9 0.87 0.45 t
0.0232 0.0057 0.0018 0.015 排煙脱硫剤
35.9 m3N 転炉ｶﾞｽ　（CO 30%)　ﾄﾞﾗｲﾔｰ熱源, 燃料廃油代替
塩化揮発工程 0.023 ｔ
0.005 t CaCl2生成用（廃塩鉄を石灰中和）
Zn Pb Cu Zn Pb Cu Zn Pb Cu Fe 0.001 t 排煙脱硫剤
% % % t t t t t t ｔ 0.015 t 酸液中和剤
88 99 88 14.2 5.8 1.8 1.93 0.06 0.24 17.9 0.001 t Cuｾﾒﾝﾃｰｼｮﾝ用
0.010 0.004 0.001 0.0013 4E-05 2E-04 0.012 0.002 t    
0.008 t    
抽出工程ﾕｰﾃｨﾘｨｰ 再資源化物量　 0.0001 t 排水処理
抽出ﾒﾀﾙ＋塩化揮発ﾒﾀﾙ 0.0108 t 塩化剤
電力 ＫＷＨ Zn Pb Cu
用水 ｔ 32.8 9.7 3.0 （ｋｇ/飛灰ｔ） OUTPUT
35%塩酸 ｔ 焙焼排ガス 塩化揮発キルン排ガス
35%塩酸使用実績 飛灰t当り 飛灰t当り
NaOH ｔ 838 （ｔ/年） 排ガス量 1062 m3N 排ガス量 295 m3N
NaSH t 473 （ｔ/年） DXN 65 ng DXN 2 ng
NaClO t CO2 115 m3N CO2 31 m3N
生石灰 ｔ SOX 0.026 m3N SOX 0.005 m3N
NOX 0.132 m3N NOX 0.048 m3N
補足 排水
焙焼炉残差配合 4.8t/d →元飛灰換算 12.3t/d m3/d 飛灰ｔ当り
ﾍﾟﾚｯﾄに入る残渣 3.6t/d 排水 15610 12.1 m3
焙焼炉の灼熱減量25%として4.8*0.75=3.6 濃度
Pb mg/L 0.01 0.14 g
飛灰ｔ当り算出の換算乗数 Zn mg/L ND 0 g
焙焼炉 4.8/280/12.3= Cu mg/L ND 0 g
塩化揮発 3.6/380/12.3= Cd mg/L 0.012 0 g
Cr6+ mg/L ND 0 g
焙焼工程、塩化揮発工程の換算乗数の考え方 As mg/L 0.012 0 g
工程の物量は全原料に対する量なので飛灰相当分はその比率で表される。 Se mg/L 0.019 0.2 g
飛灰相当分は１日当たりの量なので元飛灰ｔ当たりの量はその量12.3tで割った数値とする。 COD mg/L 6 67 g



































図4．20 光和精鉱㈱における溶融飛灰資源化プロセスの 2009年投入・排出量 
 







一廃飛灰 残渣 水抽出液 酸抽出液 合計 Zn Pb Cu Zn Pb Cu Fe 飛灰ｔ当り 飛灰ｔ当り
t-wet t-dry t-dry m3 m3 m3 t t t t t t ｔ 47.9 28.6
合計 2,376 1945 791 7000 7800 14800 20.8 5.4 4.6 15.4 4.7 3.2 22.7 0.90 0.47 t
0.0107 0.0028 0.0024 0.018 排煙脱硫剤
13.4 m3N 転炉ｶﾞｽ　（CO 30%)　ﾄﾞﾗｲﾔｰ熱源
塩化揮発工程 0.037 ｔ
0.004 t CaCl2生成用（廃塩鉄を石灰中和）
Zn Pb Cu Zn Pb Cu Zn Pb Cu Fe 0.001 t 排煙脱硫剤
% % % t t t t t t ｔ 0.016 t 酸液中和剤
88 99 88 13.5 4.7 2.8 1.84 0.05 0.38 22.7 0.003 t Cuｾﾒﾝﾃｰｼｮﾝ用
0.007 0.0024 0.001 0.0009 2E-05 2E-04 0.012 0.004 t    
0.006 t    
抽出工程ﾕｰﾃｨﾘｨｰ 再資源化物量　 0.0001 t 排水処理
抽出ﾒﾀﾙ＋塩化揮発ﾒﾀﾙ 0.0067 t 塩化剤
電力 ＫＷＨ Zn Pb Cu
用水 ｔ 17.7 5.2 3.8 （ｋｇ/飛灰ｔ） OUTPUT
35%塩酸 ｔ 焙焼排ガス 塩化揮発キルン排ガス
35%塩酸使用実績 飛灰t当り 飛灰t当り
NaOH ｔ 1138 （ｔ/年） 排ガス量 1083 m3N 排ガス量 290 m3N
NaSH t 484 （ｔ/年） DXN 303 ng DXN 7 ng
NaClO t CO2 124 m3N CO2 27 m3N
生石灰 ｔ SOX 0.030 m3N SOX 0.005 m3N
NOX 0.115 m3N NOX 0.046 m3N
補足 排水
焙焼炉残差配合 4.9t/d →元飛灰換算 12.1t/d m3/d 飛灰ｔ当り
ﾍﾟﾚｯﾄに入る残渣 3.7t/d 排水 15610 12.5 m3
焙焼炉の灼熱減量25%として4.2*0.75=3.15 濃度
Pb mg/L 0.01 0.13 g
飛灰ｔ当り算出の換算乗数 Zn mg/L ND 0 g
焙焼炉 4.9/280/12.1= Cu mg/L ND 0 g
塩化揮発 3.7/380/12.1= Cd mg/L ND 0 g
Cr6+ mg/L ND 0 g
焙焼工程、塩化揮発工程の換算乗数の考え方 As mg/L ND 0 g
工程の物量は全原料に対する量なので飛灰相当分はその比率で表される。 Se mg/L 0.019 0.2 g
飛灰相当分は１日当たりの量なので元飛灰ｔ当たりの量はその量12.1tで割った数値とする。 COD mg/L 6 78 g



































図4．21 光和精鉱㈱における溶融飛灰資源化プロセスの 2008年投入・排出量 
 




ELP の算出結果を図 4.22 に示す。同図では、工程ごとの ELP を年度ごとに比
較して示している。また、同図は実績どおり塩酸の環境負荷をカウントした場
合である。塩酸の ELP が全体の大半を占めていることがわかる。塩酸以外の部
分の詳細を図 4.23 に示す。以下に工程ごとの年度間比較について述べる。  
 
① 抽出工程  
2009 年では塩酸使用量（廃塩酸含む）が 0.89t となっており、廃塩酸使用割
合が 36％となった。抽出工程合計の ELP は 2008 年と比べ、変化が見られなか
った。  
② 焙焼工程  
焙焼工程では、DXNs による環境負荷の減尐が顕著であったため、焙焼全工
程合計の ELP は減尐した。  
③ 塩化揮発工程  
図 4.22 より塩化揮発工程は、全工程の ELP のわずか 1%を占めていることが
わかる。塩化剤、還元剤、排ガスの量も尐なく、環境にやさしい工程であると
いえる。  
④ 排水  
評価結果より、排水工程の環境負荷は COD と DXNs に起因することがわか
る。今年は DXNs による環境負荷が昨年より増加したことにより、排水工程の
ELP が増加した。  
⑤ 金属回収工程  
評価の結果、昨年と比べ、Cu の回収量が半減にもかかわらず、Zn と Pb の回
収量が大幅に増加した。これは飛灰組成の差異に起因することだと考えられる。 
⑥ 全工程  





























電力 ばいじん NOX SOX HCｌ
CO2 CaO 排塩脱硫CaO 炭酸ｶﾙｼｭｳﾑ Fe中和石灰
Zn中和石灰 水硫化ｿｰﾀﾞ 35%塩カル COD DXNs
Pb Zn Cu 塩酸







































電力 ばいじん NOX SOX HCｌ
CO2 CaO 排塩脱硫CaO 炭酸ｶﾙｼｭｳﾑ Fe中和石灰
Zn中和石灰 水硫化ｿｰﾀﾞ 35%塩カル COD DXNs
Pb Zn Cu



























塩酸を 100%新規に購入する CASE1、現状である廃塩酸を 36%使用する CASE2、
廃塩酸を 100%使用する CASE3 とした。  
また、参考として溶融飛灰 1t を全量埋立した場合の、「重量のみを考慮」と
「重金属の溶出による有害性を考慮」した場合の 2 ケースを想定し、ELP の評
価を行った。これらの各 CASE における ELP 評価結果を図 4.24 に示す。  




































電力 ばいじん NOX SOX
HCｌ CO2 CaO 排塩脱硫CaO
炭酸ｶﾙｼｭｳﾑ Fe中和石灰 Zn中和石灰 水硫化ｿｰﾀﾞ
35%塩カル COD DXNs Pb
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が向上していることから、GHG（GHG: Green House Gas）、最終処分量や資源化




日×3 炉）、平成 19 年 3 月に稼動した。図 4.25 に示すように、当工場は、北九
州市門司区および小倉南区、面積計 244.26km2、人口 319731 人、133241 世帯（平
成 21 年 9 月 1 日時点）の家庭ごみの収集処理を行っている 4-21～23)。当工場は








項目を図 4.27 に示す。LCA 評価では、実測値に基づく継続的な評価を行うこと
で、環境影響指標の変動によるごみ質の変化等を検証し、最終処理処分方法の
組み合わせによるケーススタディを実施することで、当工場のごみ処理プロセ















































































に計上する。GHG については、CO2、CH4 を対象として GWP100 年値（CO2:1、
CH4:25）を用いて算出している
4-24)。燃料エネルギーからの CO2 換算について










































コークス製造 石灰石製造 灯油製造 消灰石製造
アンモニア製造 メタル回収量 発電量 消費電力量
コークス燃焼 灯油燃焼 ごみ由来 合計
0




















ースの設定については表 4.7 に示す 3 ケースとした。  
 
表4．7  ケースの設定 
CASE 1 2（現状）  3 
スラグ  埋立  リサイクル  リサイクル  
メタル  埋立  リサイクル  リサイクル  
溶融飛灰  埋立  埋立  リサイクル  














ケーススタディの結果を図 4.29、図 4.30 と図 4.31 に示す。この結果から GHG
排出量について、溶融スラグとメタルの資源化の有効性が確認され、現状の排
出量が一番尐なく、Case3 の山元還元プロセスにより GHG 排出量が微増してい











































図4．29 年間ごみトンあたりの GHG 排出量 
 






























































計上方法を表 4.8 に示す。それぞれの環境負荷項目の LCI データについては文
献値を引用した。  
 
①  新門司工場の現状評価  
当施設では、現状として溶融スラグ・メタルは再利用され、生飛灰は埋立処





結果より、ごみ燃焼由来 CO2 の占める ELP が年度平均では、約 63.1%となり、
一番大きい割合を占めていることがわかる。つぎに、還元剤として使用される
コークスについては、燃焼時の GHG 排出による地球温暖化への影響および資
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源消費の 2 つのカテゴリーに環境負荷が課せられ、総 ELP が顕著であることが
わかる。また、消費電力、NOx および生飛灰の埋立による環境負荷も無視でき
ない割合を占めている。一方で、発電電力とメタル回収による環境負荷の削減
分は、年度平均では、それぞれ総 ELP の 46.8%と 16.1%を占めており、焼却発
電およびガス化溶融方式によるメタル回収の有効性は確認できたといえる。  
月 春期 夏期 秋期 冬期 年度平均
























コークス 石灰石 灯油 消灰石
アンモニア スラグ 生飛灰（埋立） 消費電力
発電電力 NOx SO2 HCI
ばいじん NH3 CO2（コークス由来） CO2（灯油由来）
CO2（ごみ由来） メタル 合計








図4．32 ガス化溶融プロセスの ELP 評価結果 
 
表4．8  環境負荷項目とその計上方法 
計上項目  計上方法  
投
入  




コークス 4-30) コークス製造における原料消費や投入エネルギーを負荷分として計上  
石灰石 4-31) 石灰石製造における原料消費や投入エネルギーを負荷分として計上  
灯油 4-31) 灯油製造における原料消費や投入エネルギーを負荷分として計上  
消石灰 4-32) 消石灰製造における原料消費や投入エネルギーを負荷分として計上  










CO2 大気に排出される CO2 の温暖化影響を負荷分として計上  
NOx 大気に排出される NOx の大気汚染と酸性雨影響を負荷分として計上  
SOx 大気に排出される SOx の大気汚染と酸性雨影響を負荷分として計上  
HCl 大気に排出される HCl の大気汚染と酸性雨影響を負荷分として計上  
ばいじん 大気に排出されるばいじんの大気汚染を負荷分として計上  











飛灰  飛灰当量の埋立による廃棄物処理問題を負荷分として計上  
※引用されていない項目は、早稲田大学永田勝也研究室 ELP 統計データベースより。 






へのインパクト評価結果を図 4.33 に示す。評価の結果より、GHG の排出によ
る地球温暖化への影響が ELP 全体の約 71.5%を占めていることがわかる。この
中で約 9 割がごみ燃焼由来の GHG であることがわかる（図 4.28）。また、統合
化指標 ELP では、バイオマス由来 GHG を含め、全体的なグロス環境負荷を把
握し、計上している。つぎに、排ガスによる大気汚染への影響が ELP 全体の 30%



































































図4．33 カテゴリー別 ELP 評価結果 
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②  ケーススタディによる資源有効利用の評価  
 トータル的な視点から資源の有効利用および溶融飛灰の山元還元の有効性を






り ELP が約 36%減尐し、さらに飛灰を山元還元（＝埋立量の削減＋重金属類の


































































   
図4．35 フレコンバッグとウィング車 
 














・ 作業の透明性・明確性の確保。  
・ 指定ルートの遵守。不足の事態に対する情報伝達。  
・ 第 3 者による管理により信頼性の向上。  
・ 既存の電子マニフェストシステムとの連携。  
・ 安価にシステムを構築することが可能。  
・ 作業者にとって、負担が尐ない。  
 









H2、受入時間 T2 をチェックする。また処理時には、処理時間 T3、Q3 をチェッ
クする。Q3 が Q1、Q2 を処理した段階でこの一連の作業が終了ということにな
る。  
 
表4．9  システムの管理情報  






・ ト ラ ッ ク 積 載 重 量
（H1） 
・ 排出日時（TI） 




















れによりトラック積載のフレコンの個数 Q1 が確定する。  
② 排出側でのトラック積載重量 H1 を計量する。重量はドライバーが携帯電話
を用いてサーバーに重量を送信する。この時点をもって、排出日時 T1 とす
る。  
③ GPS により輸送時の位置と時間情報がリアルタイムに転送される。  
④ 受入側でのトラック積載重量 H2 を計量する。同じく重量はドライバーが携
帯電話で送信する。この時点が受け入れ日時 T2 とする。  
⑤ 倉庫に搬入するときに、フレコン単位のバーコード情報を管理する。これ
により Q2 が確定する。  
⑥ 保管庫から処理するために搬出されるときに、バーコード情報より Q3 と処
理時間 T3 を管理する。  
 





4．5．3  ブラウザ画面  
（1）運搬状況 





























































































・ 実際に用いる GPS 端末を車載し、指定ルートを走行する。  
・ 位置情報は 5 分間隔でサーバーに送信する。  
・ 送信された位置情報を地図上に履歴としてプロットする。  
・ 地図上の履歴から、指定ルート以外の走行、また、同一地点の滞在がわか
るかを確認する。  
・ 指定ルートは排出元から光和精鉱構内。  
・ 最短距離ではなく市街地を離れたルート。  
・ 検証として、高速道路の SA で休憩し、同一地点の滞在で長時間滞在した。  
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図4．40 GPS 履歴習得試験結果 
 












集を行った。調査項目と調査対象を表 4.10 と表 4.11 に示す。調査結果の概要を
表 4.12、表 4.13 と表 4.14 に示す。  
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表4．10  調査項目  
排出側自治体  受入れ側企業  
① 施設の基本情報  
溶融炉式、処理能力、飛灰発生量、処
理方法等 






③ 構内移動情報  
溶融飛灰の受入設備、保管場所から受入設備への構
内移動方法、距離  
③ 飛灰の保管  
保管設備、期間等  
④ 資源化処理後の状況  
再生製品の情報、行き先・使い方・処理方法、処理残
渣の有無 
④ 飛灰の排出  
積み出し装置、方法、輸送車両等  
⑤ IT の導入状況  
IC タグおよびバーコード導入の有無  
 
表4．11  調査対象  
排出側自治体  受入企業  
関東地方 3 工場 
九州地方 2 工場 
溶融飛灰資源化研究会の会員企業を対象とした。 
回答企業  溶融飛灰の受入事業所  
光和精鉱株式会社  光和精鉱株式会社（福岡県北九州市） 









表4．12  受入企業における調査結果まとめ（乾灰）  
荷姿  輸送車両  荷卸  保管場所  構内移動  受入設備  
構内移動  
距離  




脱塩処理施設  ― 
レパルプ槽  ― 




ホ イ ー ル ロ
ーダー 
水洗槽  10m～20m 
シ ョ ベ ル カ
ー 
ホッパー 約 100m 
フレコン 
ウィング車  








溶解槽  倉庫内  
レパルプ槽  不明  
コンテナ 
（トラック+鉄道） 





テ ン ト ハ ウ
ス倉庫  
飛灰溶解槽  約 100m 
不明  専用倉庫  脱塩施設  不明  
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表4．13  受入企業における調査結果まとめ（湿灰）  








ホイールローダ 水洗槽  10m～20m 
バケットフォーク 溶解槽  10m～20m 
ヤード ショベルカー レパルプ槽  不明  
天蓋付きダンプトラック ダンプ 
専用倉庫  ホイールローダ 水洗槽  10m～20m 
専用倉庫  ショベルカー レパルプ槽  不明  








ホッパー 約 100m 
水洗槽  10m～20m 
溶解槽  10m～20m 





水洗槽  10m～20m 
溶解槽  10m～20m 
ヤード レパルプ槽  10m～20m 
平 ボディート
ラック 
テ ン ト ハ ウ ス 倉
庫  
飛灰溶解槽  約 100m 
不明  専用倉庫  脱塩施設  不明  
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表4．14  排出側自治体における飛灰の取り扱い現状調査結果（一部抜粋） 
ル ー
ト 
溶融飛灰の保管状況 輸送 計量 
 
マニフェス
































2 排 出 、 加
湿 と 積 込
が 一 体 と























3 排 出 、 加
湿 と 積 込
が 一 体 と































a. 排出側自治体を対象とした情報収集例（関東地方 A 工場）  
 
１）基本情報  
調査日  2010 年 2 月 25 日（木） 





（2009 年 1 月～12 月実績値）：3691.21t 
処理方法  ・薬剤による混練り後埋立：3691.21t (100%) 
埋立先  関東地方にある埋立処分場  
扱っている
飛灰の種類  
□ 乾灰  
□ 湿灰  
 固化灰  
飛灰の固化  施設内で行う。  
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積み出し装置 積み出し装置操作盤 車両への積み出し 輸送車両（天蓋車） 計量装置 
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b. 受入側企業を対象とした情報収集例（B 社） 
 
表4．15  資源化処理前の物流管理の状況（乾灰） 
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表4．16  資源化処理前の物流管理の状況（湿灰） 
































□コンテナ＋トラック（鉄道を使用せず） ― ■専用 
 ■コンテナ＋トラック＋鉄道 荷卸し方法： 
（           
） 
 コンテナ種類： 
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飛灰水洗槽へ投入  同上  
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□有 ■無 有の場合は処理方法：（                ） 
 
表4．19  飛灰管理における ITの導入状況 
 IC タグ バーコード 
使用の有無 □有 ■無 □有 ■無 
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・ 実際の画像つきの DB となっていること。  
・ データ拡張性の高いデザインとなっていること。  
・ 選択方式によるシナリオの設計が可能なこと。  





4．7  自治体間連携ルールの検討と展開  






















4．7．2  自治体間連携における課題と対応 4-37) 
溶融飛灰の資源化に関する課題およびその解決のための検討ポイントを整理


















































4．7．3  自治体間ルールづくりにおける段階の整理  
前述のような視点から、今回のルールを整理するためには、いくつかの段階
が必要となってくる。  
















（３）  実施段階  
 事前準備、計画各段階を経て、実行に移ることとなるが、当然のことながら、
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表4．20  団体間におけるルールづくりマトリックス 
相手側  
主体  

























































































































・運搬計画の確認  ･･････ 
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溶融飛灰飛灰リサイクル手続きフロ－（案）　北九州市の例


























































































　・ リサイクル方法　        ・ 運搬方法
　・ リサイクル量、頻度、期間他
　・ 委託契約　　　　　　　 ・ 検査体制
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 なお、本事業は 2006 年より実施し、数年の安定運転を経過し、現在の北九州
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表4．21  北九州モデルにおける排出側自治体へのヒアリング調査結果まとめ 



















溶 融 飛 灰 山





































※H19 と H20 にヒアリングしたのは同じ自治体である。 
 







資源化技術・方式 塩化揮発法 北九州市担当者 北九州市環境局環境政策部環境首都政策課
処理施設能力 ３，２００ トン/月 Tel：(093)582-2187  　　Fax：(093)582-2196
許可 ①業の許可 特別管理産業廃棄物処分業許可 第07670003555号 循環型社会推進係長 敷田
②施設の許可 一般廃棄物処理施設設置許可 許可番号24 坂嵜
受入品目 ◎溶融飛灰　　○焼却飛灰　　　△焼却灰 事前協議  【排出自治体→北九州市】
◎乾灰　　◎湿灰　　○キレート処理灰　　△キレート処理セメント固化灰 ・入札、見積合せ等に光和精鉱㈱を指名する際、事前に北九州市と協議を行なう。







































































輸 送 距 離 荷 姿
近～中距離 トラック ジェットパッカー車 バラ（乾灰）
天蓋付ダンプ バラ（湿灰）
ウィング車、平ボディ車 フレコン
中～長距離 JR+トラック 専用コンテナ バラ（湿灰）
JRコンテナ フレコン
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4．8  情報開示の在り方の検討と展開  













WEB サイトの画面例を図 4.44、図 4.45 に示す。現在も北九州モデル専用情
報開示 WEB サイトとして公開中である：http://www.kitakyushu-model.jp/ 
 
表4．22  作成した WEB サイトの概要 
項目 内容 
トップページ ・ 北九州モデルの概要  
・ 光和精鉱、北九州市、新日鉄 Gr と早稲田大学の連携体制  
会社概要 ・ 光和精鉱株式会社の会社概要  
事業概要 ・ 北九州モデルの 5 つの特徴  
・ 北九州モデルによる資源化プロセスの概要  
研 究 成 果 報
告 
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図4．44 情報開示 WEB サイトの画面その１ 
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図4．45 情報開示 WEB サイトの画面その 2 
 




































推進には情報発信・共有の必要性が示唆された。また、2010 年 3 月時点の受入
側での溶融飛灰処理能力の合計は約 12920t/月（約 15.5 万 t/年）である。処理実
績（一廃と産廃の区別なし）は、2009 年度で約 6466t/月（約 7.8 万 t/年）とな
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第 5 章 リサイクルポートを活用した循環資源海上輸送のあり方の検討  
～実証試験を通じたトレーサビリティツールの検証を含めて～  


















進基本計画（平成 15 年 3 月閣議決定）において位置付けられている「港湾を核
とした総合的な静脈物流システムの構築」の事業化に向けた取り組みを推進し
















入港に対して、抵抗感がある場合も存在する 5-8)。さらなる安全性・信頼性の高  








図5．2  エコタウン承認地域マップ  
 























として事業 PR と荷主となる業者の募集等の活動を行った 5-11)。しかし、今の段
階にきて、リサイクルポート退いては港湾における IT 技術の適用に関する研究




ィツール（GPS や RFID 等）をリサイクルポートを活用した海上輸送での適用
性に関する検証を行い、その結果を整理した。また、リサイクルポートを活用




5．2  リサイクルポートを活用した海上輸送の実証試験の概要  


















5．2．2  各実証ケースの設定  
実証試験は、表 5.1 に示す 4 つのケースを設定し、それぞれの輸送対象物や
荷姿を変えて行うこととした。各ケースの実施スケジュールと輸送ルートを表
5.2 と図 5.3 に示す。今回の実証試験では、汎用的な海上輸送システムとなるよ
うに、実証試験検討委員会を通して、4 つのケースにかかわる各関連事業者間
で協力しあい、輸送方法や情報管理の方法等について共通化を図った。  
GPS や IC タグ等、情報管理において使用する機材を表 5.3 に示す。  
 
表5．1  実証試験の概要  
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表5．2  各ケースの実施スケジュール  
Case 実施日（2009 年） 地点 作業の概要  
1 




 － □保管 
2 月 18 日 川崎港（発） ・港湾作業・積み出し 
 ↓ ○海上輸送 
2 月 20 日 神戸港（着） ・港湾作業・受入  
 － □保管 
2 月 25 日 神戸港（発） ・港湾作業・積み替え 
 ↓ ○海上輸送 
2 月 27 日 
宇部港（着） ・港湾作業・受入  
宇部港（発） ・積み込み 
↓ ○陸上輸送 
受入事業者（着） ・受入・保管・処理  
2 
2 月 23 日 
排出事業者（発） ・積み込み 
↓ ○陸上輸送  
神戸港（着） ・港湾作業・受入  
 － □保管 
2 月 24 日 神戸港（発） ・港湾作業・積み出し 
 ↓ ○海上輸送  
2 月 27 日 
徳山港（着） ・港湾作業・受入  
徳山港（発） ・積み込み 
↓ ○陸上輸送  
受入事業者（着） ・受入・保管・処理  
3 
3 月 13 日 
排出事業者（発） ・積み込み 
↓ ○陸上輸送  
酒田港（着） ・港湾作業・受入  
 － □保管 
3 月 14 日 酒田港（発） ・港湾作業・積み出し 
 ↓ ○海上輸送  
3 月 15 日 姫川港（着） ・港湾作業・受入  
 － □保管 
3 月 16 日 
姫川港（発） ・港湾作業・積み出し 
↓ ○陸上輸送  
受入事業者（着） ・受入・保管・処理  
4 
1 月 28 日 
排出事業者（発） ・積み込み 
中城港（着） ・港湾作業・受入  
ケース 4 試験中止  
 志布志港（予定） ― 
 大分港（予定） ― 
 受入事業者（予定） ― 
 



















図5．3  各ケースの実証ルート  
 
表5．3  実証試験に使用する機材一覧 
管理目的 
使用機材  
Case1 Case2 Case3 Case4 
画像管理 ・デジタルカメラ ・デジタルカメラ ・デジタルカメラ ・デジタルカメラ 
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5．2．3  実証試験の結果  
本実証試験では、ケース 1、ケース 2 とケース 3 は、予定とおりに最後まで
















5．3  トレーサビリティツールの適用性の検証  
以上の結果を踏まえて、IT 技術を適用し、トレーサビリティの確保による物
流管理システムの高度化が必要であると考えられる。そこで本研究は、主とし
てケース 1 とケース 4 の実施に参加し、携わっていたため、ケース 1 を例とし
て実証試験の詳細について述べる。ケース 2 とケース 3 については、実証試験
の検討委員会において共有された情報をもとに筆者の視点で整理した。  
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表5．4  ケース 1 における情報管理の作業一覧  





・ 梱包状態画像撮影  
・ 重量計測画像撮影  
・ 荷積状態画像撮影  
・ 輸送状態画像撮影  
・ 封印状態画像撮影 等 
デジタルカメラ 
重量管理 ・ 計量状態確認 トラックスケール 
軌跡管理 ・ IC タグへの入力  
・ IC タグの取付け 
・ IC タグの読取り（通過点管理）／読
み取りデータはセンターへ 
・防水用 IC タグ 
・ハンディ型リーダー 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  プラスチックシール 
川崎港 画像管理 ・ 荷役作業画像撮影 等 デジタルカメラ 
軌跡管理 ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読
み取りデータはセンターへ 
・防水用 IC タグ 
・ハンディ型リーダー 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  プラスチックシール 
海上輸送 軌跡管理 ・ GPS データ取得保存  ・携帯 GPS（FOMA） 
・AIS 情報  
神戸港 画像管理 ・ 荷役作業画像撮影 等 デジタルカメラ 
軌跡管理 ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読
み取りデータはセンターへ 
・防水用 IC タグ 
・ハンディ型リーダー 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  プラスチックシール 
海上輸送 軌跡管理 ・ GPS データ取得保存  ・携帯 GPS（FOMA） 
・船舶 GPS 
宇部港 画像管理 ・ 荷役作業画像撮影 等 デジタルカメラ 
軌跡管理 ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読
み取りデータはセンターへ 
・防水用 IC タグ 
・ハンディ型リーダー 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  プラスチックシール 
受入事業
者 
画像管理 ・ 重量計測画像撮影  
・ 荷降状態画像撮影  
・ 輸送状態画像撮影  
・ 封印状態画像撮影 等 
デジタルカメラ 
重量管理 ・ 計量状態確認 トラックスケール 
軌跡管理 ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読
み取りデータはセンターへ 
・防水用 IC タグ 
・ハンディ型リーダー 
封印状態管理  ・ 封印解除状態確認  プラスチックシール 
 
（2）画像情報の管理  
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表5．5  ケース 1 における画像情報  
  
対象プラスチック廃棄物（圧縮梱包後） 積込時の状態  
  
  














輸送船  神戸港への到着 








有効性を検証できた。実証試験での照合内容の一部を表 5.6 に示す。  
 
表5．6  ケース 1 における画像情報  
出発時点での封印番号  港湾到着時の封印番号  
  



















は AIS 情報の取得が行えなかったことから、船舶 GPS データを取得した。あわ
せて、比較参照のため、川崎港から神戸港の間について、携帯電話（FOMA）











船舶に GPS 装置を搭載し、得られるデータを BOX PC に蓄積する方法は、安
定的に軌跡データを取得・蓄積することが可能である。船舶 GPS と BOX PC を
稼働させるためには電源が必要であるが、通常の船舶であれば、問題なく稼働
させることが可能であると考えられる。  
 GPS 装置、船舶 AIS および携帯電話（FOMA）により取得したデータを電子
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表5．7  船舶 GPS データ 
  
宇部港付近  宇部付近  
  
神戸港付近  神戸付近  
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表5．8  船舶 AIS データ 
  
伊勢湾沖  神戸港付近  
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表5．9  携帯電話（FOMA）データ 
   
    
川崎～神戸間全体の軌跡管理  ２月１８日（出発時）の軌跡管理データ 
    
   
２月１８日の軌跡管理データ ２月１９日の軌跡管理データ 














照合は表 5.10 に示すとおりである。  
表 5.10 より、排出事業者と受入事業者における重量の差はマニフェストに記
載した排出事業者重量の 1%程度であることを確認できた。  
 
表5．10  重量計測の照合結果  
 排出事業者 受入事業者 
重量計測データ 5,500kg 5,560kg 
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コンテナの封印（川崎）  IC タグの貼付状態（川崎）  
  
  




























NTT DATA HOKURIKU CORPORATION   
 
 
    
廃棄物状況詳細 
マニフェスト番号 0000000221 廃棄物状況 排出最終確認完了 
管理番号 17 
排出事業者情報 




事業所名称 川崎リサイクルセンター 施設番号 1 
住所 川崎市川崎区浮島町 10-11 
TEL 044-2801531 
FAX                  
収集運搬業者情報 
事業者名称 日本通運株式会社 code 2035 
住所 東京都港区東新橋 1-9-3 
TEL 03-6251-1275 
FAX                  
事業所名称 横浜支店 施設番号 1 
住所                  
TEL                  
FAX                  
処理・保管業者情報 




事業所名称 川崎コンテナターミナル 施設番号 1 
住所 川崎市川崎区東扇町 92 
TEL 044-266-5178 
FAX                  
 
 
廃棄物情報                               
1 
廃棄物名 廃プラスチック類 NationalCode R0003 
形状 圧縮梱包 量・単位 5500.0kg 
処理方法 その他(積み替え保管) 
 





排出日 17/02/09 10:20 
担当者 桑折 達男 
運転手 滝本 正宏 運転手 No. o212 
輸送手段 トラック 
車種                  車両番号 5020 
受入 
受入日 17/02/09 11:00 
担当者 藤田 昌行 
不許可事由                  
処理 
処理日 17/02/09 11:20 
担当者 藤田 昌行 
最終確認 
処理 
最終確認日 17/02/09 11:25 
責任者 藤田 昌行 
排出 
最終確認日 17/02/0 12:04 

















図5．6  読み取り時の様子と IC タグ 
 

















 バッテリーの仕様上、容量が残っていても 4 時間までしか給電（携帯電話
に充電）できない仕様となっていたため、1 日に 1 度程度バッテリーの給
電ボタンを押してもらう必要があった（今回は 4 時間の充電で携帯電話が
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撮影可能となっていたので、撮影を依頼し、後日データーで頂いた。GPS
データは問題ないとのことで、GPS データは処理場の中まで取得できた。  
 
5．3．3  ケース 3（酒田－姫川）における情報管理の検証結果  
情報管理のために実施した作業を表 5.12 に示し、使用した機材を表 5.13 に示
す。  
 
表5．12  ケース 3 における情報管理の作業一覧  
場所 作業内容  
排出事業者 画像管理  
 
・ 梱包状態画像撮影  
・ 重量計測画像撮影  
・ 荷積状態画像撮影  
・ 輸送状態画像撮影  
・ 封印状態画像撮影 等 
重量管理  ・ 計量状態確認  





酒田港 画像管理  ・ 荷役作業画像撮影 等 
重量管理  ・ 喫水を利用した重量管理を実施  
軌跡管理  ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読み取り
データはセンターへ 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  
海上輸送 軌跡管理  ・ GPS データ取得保存  
姫川港 画像管理  ・ 荷役作業画像撮影 等 
軌跡管理  ・ IC タグの読取り（通過点管理）／読み取り
データはセンターへ 
封印状態管理  ・ 封印状態確認  
受入事業者 画像管理  ・ 重量計測画像撮影  
・ 荷降状態画像撮影  
・ 輸送状態画像撮影  
・ 封印状態画像撮影 等 
重量管理  ・ 計量状態確認  
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表5．13  使用した機材一覧  
管理目的 使用した機材等  
画像管理 ・デジカメ 
重量管理 ・トラックスケール（台貫） 
軌跡管理 ・ IC タグ（バーコードについても試行） 
・ ハンディリーダー 
・ 船舶 GPS 及び BOX PC 
・ 携帯 GPS（FOMA） 
（注：AIS 情報による管理は実施できず。） 




混載輸送を行った。フレコンについては、1 袋毎に IC タグを取付け、その読取
り等を行った。木くずについては、陸上輸送から海上輸送までを含めて、画像
管理、重量管理、GPS による軌跡管理を行った。バラ積み貨物の場合、船舶搭
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りの手間が IC タグ、携帯画像等に比較して、かなり重くなることが確認された。 
 
（4）合理化の可能性について  






















排出事業者 収集運搬事業者 中間処理事業者 収集運搬
事業者 
最終処分
事業者 処 分 事 業
者の立場 
排 出 事 業
者の立場 
①登録 ②報告 ③報告 ④報告 ⑤報告 ⑥報告 





一次マニフェスト  二次マニフェスト  




表5．14  マニフェストへの記載情報  
記載者  記載情報  
排出事業者  ◆ 交付年月日  
◆ 交付担当者  
◆ 排出事業者（氏名・名称、住所）  
◆ 排出事業場（名称、所在地）  
◆ 産業廃棄物の種類、数量、荷姿、処分方法  
◆ 最終処分の場所  
◆ 運搬受託者（氏名・名称、住所）  
◆ 運搬先の事業場（名称、所在地）  
◆ 処分受託者（氏名・名称、住所）  
◆ 積替え、又は、保管  
運搬担当者  ◆ 氏名  
処分事業者  ◆ 担当者  






























ると表 5.15、表 5.16 と表 5.17 になる。  
 
表5．15  荷姿と軌跡情報管理技術との関係 
荷姿  
情報管理システム／軌跡管理  











循 環 資 源































フ レ コ ン
詰 め 循 環
資 源 の コ










フ レ コ ン
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表5．16  荷姿と重量情報管理技術との関係 







































循 環 資 源 の
直接梱包  
・デジカメ  ／ ・プラスティックシール  
フ レ コ ン 詰
め 循 環 資 源
の コ ン テ ナ
梱包  





フ レ コ ン 詰
め 
・デジカメ  ／ ・プラスティックシール  
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5．5．1  評価の前提条件  
 本評価では、前述した統合化指標 ELP を採用した。評価をする際、各排出業
者からは一ヶ所あたり 500t を排出すると仮定して評価を行った。貨物船、トラ
ック、鉄道輸送の t・km の投入・排出量を表 5.18 に示す。また、各ケースの輸





表5．18  t・km 当たりの投入・排出量  
投入・排出
量 
投入 kg/km・t 排出 kg/km・t 
軽 油 重 油 電 力 CO2 NOx SOx PM 
貨物船 5-16) 0 0.00467 0 0.00603 0.000155 0.000106 0.0000137 
10t トラック
(軽油) 5-17) 0.0942 0 0 0.289 0.00134 0.0000595 0.0000762 
鉄道 5-18) 0 0 0.0494 0 0 0 0 
 
表5．19  各ケースの t・km 
ケー
ス  






























t・km 485,800 6,250 529,650 6000 558,000 466,000 58,000 486,000 329,600 7,000 235,000 32,800 52,500 
 
5．5．2  ケース 1（川崎－宇部）  
従来のルートでは、タケエイ（川崎市内）から宇部興産（宇部市内）まで
（971.6km）5-19)をトラックのみでの輸送方法と、タケエイ（川崎市内）から JR
川崎貨物駅までトラック輸送（5.4km）し、JR 川崎貨物駅から JR 宇部駅まで鉄
道輸送（1059km）5-20)を行い、JR 宇部駅から宇部興産（宇部市内）までをトラ
ックによる輸送（7.1km）を行う、2 つの輸送方法がある。実証試験で用いたル






ケース 1 の評価結果を図 5.8 と図 5.9 に示す。項目別 ELP で見ると、船舶輸
送を行うことによって従来ルート（トラックのみ）と比較してその環境負荷削
減効果が明らかであるが、従来ルート（トラック＋鉄道）と比較すると、資源







































図5．8  項目別 ELP 評価結果  
 




























図5．9  輸送手段別 ELP 
 










ケース 2 における ELP の評価結果を示す。図 5.10 より、項目別 ELP を見ると
トラック輸送による資源消費、排出ガスが減尐したため ELP を 8.69E+08 から
2.82E+08 へと 68％の削減をすることができた。図 5.11 より、輸送手段別に ELP
を見ると従来の輸送では全てトラック輸送を行っていたところを、海上輸送を






































図5．11  輸送手段別 ELP 
 








にトラック輸送（各 2km）を行う。  
ケース 3 の評価結果を図 5.12，図 5.13 に示す。項目別 ELP を見ると、実証試
験では陸上輸送したと仮定した場合よりも、トラック輸送による資源消費、排
出ガスが削減され、ELP が大きく減尐していることが分かる。また、排出業者・
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受入業者共に港から近い場所にあり、輸送手段別に ELP を見ると、トラック輸






































図5．13  輸送手段別 ELP 
 












ケース 4 の評価結果を示す。図 5.14 の項目別 ELP をみると、従来では埋立に
よる ELPがほとんどを占めていることがわかる。実証試験を行うことによって、
輸送による資源投入や排出ガスの ELP が増加するが、埋立を行わないため大き
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に、統合化指標 ELP を用いて LCA の観点からそのメリットを定量的に評価を
行った。以下に得られた知見を記す。  
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図6．1  日本鉄スクラップの輸出概況  
 





















6．2  国際資源循環管理システムのあり方と構想 









には、以下に示す 4 点を実現することが重要である。  
① 適正な静脈物流、資源の有効利用・残渣の適正処理が実現される包括的
システムの構築  
② 上記システムのすべてにわたっての環境汚染防止措置の適用  
③ 上記システムの沿って循環資源が流通ししていることを確認可能な仕組
みの構築（トレーサビリティーの確保）  
④ 主体的企業の統括的責任の明確化・情報開示  
ここで、トレーサビリティを含めたサプライチェーン・マネジメント（Supply 

























































































【凡例】 ：ﾓﾉの流れ ：情報の流れ 境界線  
図6．2  提案する国際資源循環管理システムの概要  
 
 
第 6 章 海外連携レベルでの広域的な資源循環システムの構築に向けた検討 
6-4 
6．2．2  トレーサビリティの実現目的  
トレーサビリティシステムの導入にあたり、各事業者が目的を共有する必要
がある。国際資源循環を対象とするトレーサビリティシステムの導入には、大




















6．2．3  システムの適用範囲  
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表6．1  想定される関係主体  
国
境 
関係主体  定義  
日 
本 
排出事業者  国内の再生資源を排出する事業者  
運搬業者  国内の再生資源の運搬を行う事業者  













輸入事業者  資源対象物を外国から自国へ輸入する事業者  
運搬事業者  相手国において再生資源の運搬を行う事業者  







































   
図6．3  梱包済古紙と積み込みの様子  
 
② 廃プラスチック  
廃プラスチックの輸出は 90 年代半ば以降 10 万トン／年で推移していたが、
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図6．4  圧縮済廃プラスチックと積み込みの様子  
 
   
図6．5  コンテナの封印と出荷  
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図6．6  出荷ヤードから出発時と日本側港での荷姿  
 








   
図6．7  フレコンバックとコンテナへの積み込み状態  
 



























揮するために SC を構築することが望まれる 6-22)。適正な国際資源循環 SC の構
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図6．8  国際資源循環管理システムの構築に向けたフロー 
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表6．3  想定される関係主体 
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6．4  国際資源循環における静脈物流トレーサビリティシステムの開発  






















6．4．2  適用可能なトレーサビリティツールの選定  
様々なトレーサビリティツールを複合的に活用することによって、実用性の
高い管理システムの構築を実現することが可能だと考えられる。各種ツールの
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Geographic Information System (GIS) に測位した記録をポイントすることによ
り移動ルートの把握、また将来的なルートの担保に役立つことから、トレーサ










表6．5  GPS 測位機製品仕様（日本側使用機の例） 
製品名/型式 ケータイサイト GPS / PDC-GPS （アイ･オー･データ機器） 
コネクタ形状 USB MiniB 
インターフェイス  USB 1.1 
外形寸法  51.2(W)×29.5(H)×69.7(D)mm 
質量  約 55ｇ(電池含まず) 
電源  
単 4 アルカリ乾電池 2 本または単 4 ニッケル水素電池 2 本、USB
インターフェイス、DC アダプタ（5V）  
測地系  TOKYO(初期値)/WGS84 
GPS アンテナ  
内蔵アンテナ(外部アンテナ使用、可能内蔵アンテナとの自動切
り替えにも対応) 
受信周波数  1575.42MHz(L1 帯 C/A コード) 
受信方式  マルチチャンネル(8 チャンネル)、32 コリレータ、連続捕捉  
受信感度  -130dBm(内蔵アンテナにて) 
測位更新レート  5 秒(可変) 
単独測位精度  位置；25m、CEP(50%)(SA OFF) 
初期化特性  
通常の電源投入時初期測位時間コールドスタート /5 分以下ウォ
ームスタート /50 秒以下ホットスタート /30 秒以下  
再捕捉時間  2sec 以内(90%) 
動的特性  速度 350m/sec(MAX)、加速度 2G 
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図6．9  GPS 測位機の概観（日本側使用機の例） 
 
表6．6  GPS 測位機製品仕様（中国側使用機の例） 
製品名/型式 etrex  / VISTA（GARMIN 社製）  
インターフェイス 純正 PC 接続ケーブル（USB）  
外形寸法 5.1(W)×11.2(H)×30.0(D)mm 
質量 約 150ｇ(電池含まず) 
電源  単 3 アルカリ乾電池 2 本（3V）  
位置精度  約 15ｍRMS（利用条件により前後する。）  
GPS アンテナ  内蔵アンテナ  
衛星受信  12 チャネル並列受信  
衛星補足時間  15-45 秒 
初期化  約 5 分  
データ更新時間  1 秒毎  
インターフェイス  NMEA0183 RTCM104(DGPS) 
利用可能温度  ‐15 度 C から＋70 度 C 
電子コンパス  一度単位  
記録可能ポイント
数 
約 10,000（10 トラックまで圧縮保存可）  
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に用いたリーダー/ライターの仕様を表 6.7、外観を図 6.11 に示し、RFID タグの
仕様を表 6.7、概観を図 6.12 に示す。  
 
表6．7  RFID リーダー/ライター製品仕様  
機種/メーカー  ZER－863X / 松下電器産業株式会社  
電源  単 4 形アルカリ乾電池 2 個  
使用周波数  13.56MHz 
電波強度  微弱無線局  
液晶表示部  白黒ドットマトリックス LCD（LED 方式） 16 桁×2 行 
表示 LED 部  2 色 LED（色：緑/赤）  
メモリ  記憶データ件数 ： 最大 500 件  
赤外線通信  IrDA SIR Ver1.0 準拠、IrOBEX 対応プロトコル  
通信速度  最大 38,400bps 
伝送方式  半二重伝送  
質量  約 90ｇ(電池を含む) 
外形寸法  55(W)×22(H)×96(D)mm 
適合規格  VCCI クラス B 
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図6．11  RFID タグのリーダー/ライター 
 
表6．8  RFID タグの製品仕様 
製  造  Phillips 社  
加  工  リンテック株式会社  
チ ッ プ  I-CODE SLI 
仕  様  ISO15693 対応 パッシブ・タグ  
 
 






も低く、容易に扱うことができる。管理伝票の例を図 6.13 に示す。  
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GPS ◎ ◎ ◎ × × × × ×
RFID ○ × ○ × × ◎ × ×
携帯電話 △ △ △ × × × ◎ ×
デジタル
カメラ
○ × △ ○ ◎ × × ×
台貫 × × × ◎ △ × × ×
封印 × × × ◎ ◎ × × ×
管理伝票 △ × ○ × × ○ × △
EIR※ △ × ◎ ◎ ◎ ○ × ×





注）◎： 非常に有効 ○： 有効 △： 可能 ×： 不可
※EIRは海上輸送の引き継ぐ際にコンテナ船のみを対象に発行される管理伝票である。  
 


























②  ②  
企業 自治体 






図6．14  再生資源の追跡ルート  
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 車両 No.：排出時と港湾到着時に撮影し、照合する。  
 封印部分：排出時と港湾到着時に撮影し、照合する。  
































 車両 No.：港湾搬出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  
 封印部分：港湾搬出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  









































GPS測位機 運搬経路 ● ● ● － ● ●
デジタルカメラ
画像
車両No. ● ● ● － ● ●
封印部 ● ● ● ●
コンテナNo. ● ● ● ●
内容物 ● ● ●
個別梱包 ● ● ●
日時情報 ● ● － ● － ● － ●
台貫 重量 ● ● ●




管理伝票 重量・内容物等 ● ● ● ● ●



































































 上記に加えて、撮影記録により日時情報を併せて管理する。  
 台貫等：排出時は、台貫によって重量測定を行い、船舶では汽水線によっ
て重量管理を行う等運搬対象物トータルでの重量を把握する。  
















GPS測位機 運搬経路 ● ● ー ● ●
デジタルカメラ
画像
車両No. ● ● ー ● ●
車両全体 ● ● ー ● ●
船舶全体 ー ー ● ● ー ー




● ● ● ●
封印 封印の確認（船舶） ● ●
管理伝票 重量・運搬物等 ● ● ● ●



























 船舶全体：港湾到着時に撮影し、日本出港時の画像と照合する。  
 車両 No.：港湾搬出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  
 車両全体：港湾搬出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  





 管理伝票：国内と同様、中国国内版の管理伝票を作成し対応する。  
 携帯電話：携帯電話による発着確認を行うことで確実性を担保する。 








使用ツール等 管理情報 排出事業者 陸上輸送 一次処理先






日時情報 ● － ●
台貫 重量 ● ●
管理伝票 重量・内容物等 ● ●





















 車両 No.：排出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  
 車両全体：排出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  
 内容物：排出時と一次処理先到着時に撮影し、照合する。  
 上記に加えて、撮影記録により日時情報を併せて管理する。  
 台貫：一次処理先到着時に重量測定を行い、排出時に測定した重量の整合
性がとれているかを照合する。  
 管理伝票：日本国内と同様、相手国内版の管理伝票を作成し対応する。  
 携帯電話：携帯電話による発着確認を行うことで確実性を担保する。 




















 車両 No.：一次処理先から搬出する時点に撮影する。  
 荷姿：一次処理先から搬出する時点に撮影する。  
 内容物：一次処理先から搬出する時点に撮影する。  
 上記に加えて、撮影記録により日時情報を併せて管理する。  
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使用ツール等 管理情報 一次処理先 陸上輸送 二次処理先










台貫 重量 ● ―






















を行う必要がある。図 6.19 にその管理モデルを示す。  
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使用ツール等 管理情報 一次処理先 陸上輸送 二次処理先










台貫 重量 ● ●
































 車両 No.：搬出時と二次処理先の到着時に撮影し、照合する。  
 荷姿：搬出時と二次処理先の到着時に撮影し、照合する。  
 内容物：搬出時と二次処理先の到着時に撮影し、照合する。  
 上記に加えて、撮影記録により日時情報を併せて管理する。  















6．5  国際資源循環物流管理データベースの構築に向けた検討  












図6．20  国際資源循環物流管理データベースのイメージ  
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この問題を解決するために Web 上に汎用的なソフトウェアを公開する ASP
の仕組みを採用することが最適であると考える。ASP とはアプリケーションソ
フトをインターネットを通じて顧客にレンタルする事業者のことである。ユー
ザは WEB ブラウザを使って個人の PC にソフトをインストールせずにアプリケ
ーションを利用できるシステムとなっている。このためソフトの定期アップデ
ータ等の作業も ASP 事業者の方で実施することにより、多数のユーザが広範囲












第 6 章 海外連携レベルでの広域的な資源循環システムの構築に向けた検討 
6-37 
 








① 車輌への積込み、荷降ろし時にデジタルカメラで画像を記録する。   
② 運搬車輌に GPS 測位機を取り付けて運行経路を記録する。  
③ 現場で取得した画像、GPS データを電子マニフェスト情報と併せてインター






環管理システムの運用に提案する ASP システム運用フローを図 6.23 に示す。  
 
                                               
1
 edi データセンターは、Earth Design International 社が運営するデータ・サーバ・セン
ターである。  




図6．22  「産業廃棄物処理過程追跡管理システム」の概要図  
 
 
図6．23  提案する ASP システム運用フロー  
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を図 6.25 に示す。  
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（３）csv 出力結果表示画面  
csv 出力結果表示画面を図 6.26 に示す。マニフェスト一覧照会画面で抽出し
たデータを csv データで出力し、データベース化することが可能である。利用










 排出場所から処分場所までのすべて区間の会社名等が参照できる。  
 画像データ、GPS データの添付、閲覧できる。  
 画像をクリックすると拡大表示される。  
 排出事業場、廃棄物の種類、運搬区間、処分場などの区分ごとに画像を添
付することができる。  
 マニフェスト情報と画像を同画面で見比べることができる。  






画像や GPS データも閲覧することができる。  
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図6．27  マニフェスト詳細画面  
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第 7 章 日中間を対象とした国際資源循環システムの実証 
～廃プラスチックとミックスメタル等を対象とした排出から処理ま
での実証試験～ 


























① 中国向け資源化対象物の質の管理の徹底  
② トレーサビリティシステムによるフロー全体の適正管理・透明性の確保  
③ ゼロエミッション・環境対応型のリサイクルシステムの構築（再資源化困
難物は、日本へ）  
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瓶 、マスク、綿 棒 等 、医 療 廃 棄 物 と見 られ
る。 
中 国 広 東 省 東 莞 市
の 製 紙 会 社 関 連 の
不 正 輸 入 事 件 で あ
る。どの 国 か らの 輸
入 品 な の か は 不 明
確。 
2009 年 韓国 
中国嘉善 S 商貿公司が 2009 年 5 月から






イランでは中 国 国 家
指定の検査機構がな
いため、船積み前検



















い点 を重 視 し、潜 在
的な環境汚染や人の
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図7．1  日中国際資源循環プロジェクトの全体構想  
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表7．2  中国向け再資源化物輸出 各種確認・許可事項 
項  目 手  続  き  
輸出者（日本側）のライセンス取得 国家質量監督検査総局に登録申請 → 輸出企業として登録許可を受ける 必須 
輸入者（中国側）のライセンス取得 国家環境保護局から輸入許可を受ける 
※中国国家が制定した規準によって発行される → 主として環境保護施設の整備状況の確認 
必須 
















     ↓ 

























輸入通関（中国側） 廃棄物、再生資源については「関税法」の規定を受けて海関（＝税関）の審査を受ける。 必須 
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が作成され、1992年 5月 5日に効力が発生した。2007年 12月現在締約国数は 170カ
国・機関である。我が国は 1993 年に同条約に加入し、同年効力を生じた。中国では








検疫総局等の規制当局により、2001 年から 2006 年まで輸入禁止貨物リストを 6 次と
輸出禁止貨物リストを 4 次発行した。 
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表7．3  輸入禁止貨物リスト（第 3 次） 









4 2621.1000 都市ごみ焼却による灰、スラグ 
5 2710.9100 ポリ塩化ビフェニル、ポリ臭化ビフェニルを含む廃油（ポリ塩化タ
ーフェニルを含む廃油も含める） 
6 2710.9900 その他の廃油 
7 3006.8000 廃棄薬物（有効保存期間超過等の原因により元の用途に適さない薬
品） 
8 3825.1000 都市ごみ 
9 3825.2000 下水道堆積土砂 
10 3825.3000 医療廃棄物 
11 3825.4100 廃棄ハロゲン化物の有機溶剤 





15 3825.6900 その他の化工廃棄物（その他化工工業および関連工業の廃棄物） 
16 3825.9000 その他コード番号が未列記の化工副産物および廃棄物 
17 7112.3010 銀或いは銀化合物を含有する灰（主に銀の再生に用いるもの） 
18 7112.3090 その他の貴金属或いは貴金属化合物を含有する灰（主に貴金属の再
生に用いるもの） 
出典：日本環境省廃棄物・リサイクル対策部 WEB サイト 
 






称する）の発布に関する公告（2008年第 11号）を発表した。2008年 3月 1日より効
力を生じる。同時に「輸入禁止貨物リスト」（第 3 次、第 4次、第 5次）を廃止した。













が発表され、2006年 2月 1日に効力を生じた。13 項目のリストを表 7.4に示す。 
 
表7．4  輸入可能な固体廃棄物基準 
対象項目 国家標準 検査基準 
廃骨料 GB 16487.1-2005 GB5085, SN0570, SN0573 
精錬くず GB 16487.2-2005 GB5085, SN0570, SN0576 
木・木製品の廃棄物 GB 16487.3-2005 GB5085, SN0570, SN0572 
古紙または板紙 GB 16487.4-2005 GB5085, SN0570, SN0574 
繊維品廃棄物 GB 16487.5-2005 GB5085, SN0570, SN0575 
鉄くず GB 16487.6-2005 GB5085, SN0570, SN0581 
非鉄金属くず GB 16487.7-2005 GB13015, GB5085, SN0570, SN0571 
廃モーター GB 16487.8-2005 GB13015, GB5085, SN0570, SN0577 
廃電線・ケーブル GB 16487.9-2005 GB13015, GB5085, SN0570, SN0580 
ミックスメタル GB 16487.10-2005 GB13015, GB5085, SN0570, SN0579 
解体する船舶及びその
他浮き構造物 
GB 16487.11-2005 GB13015, GB5085, SN0570, SN0578 
廃プラスチック GB 16487.12-2005 GB5085, SN0570, SN0625 
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表7．5  実証試験の概要  
 実証試験その 1（バラ積み船）  実証試験その 2（コンテナ船）  
実施期間  
2006 年 11 月－2007 年 1 月  
一回目：2006 年 12 月－2007 年 1 月  
二回目：2007 年 11 月－2008 年 1 月  
追跡ルー
ト  
日本側集荷ヤード→日本側輸出業者→中国側輸入業者→1 次解体先→2 次処理先  























外形寸法  51.2(W)×29.5(H)×69.7(D)mm 
質量  約 55ｇ (電池含まず ) 
電源  単 4 アルカリ乾電池 2 本または単 4
ニッケル水素電池 2 本、USB インタ
ーフェイス、DC アダプタ（5V）  
受信周波数  1575.42MHz(L1 帯  C/A コード) 










の管理  電源  単 4 形アルカリ乾電池 2 個  
使用周波数  13.56MHz 
メモリ  記憶データ件数：最大 500 件  
通信速度  最大 38,400bps 
質量  約 90ｇ (電池を含む ) 
外形寸法  55(W)×22(H)×96(D)mm 
タグ  
 
製造  Phillips 社  
チップ  I-CODE SLI 
仕様  ISO15693 対応 パッシブ・タグ  
③デジカメ  汎用型デジカメ使用  積み替え状況、積み荷の
管理  
④携帯電話  汎用型携帯電話使用  移動状況の把握、管理  
⑤台貫  汎用型台貫使用  計測重量の把握  
⑥封印  汎用型封印使用  紛失防止等、荷物の管理  
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7．3．2  追跡ルートと作業手順  
（1）実証試験その 1（バラ積み船）  
今回の試験では、日本国内のスクラップ専門商社に協力を仰ぎ、千葉県市原
市の集荷ヤードを追跡開始場所として中国国内（浙江省台州市、図 7.2 参照）
の 2 次処理先までの追跡確認を行った。表 7.6 に追跡ルートを示し、表 7.7 に実
証試験その 1 における作業手順を示した。  
 
表7．6  追跡対象ルートと協力先企業  
場 所 協 力 会 社 等 
① 集荷ヤード スクラップ専門商社  
② 出港地 千葉港＇千葉県市原市（ 
③ 入港地 台州港＇中華人民共和国 浙江省台州市（ 
④ １次処理先 台州傲徳金属有限公司＇  〃  （ 
⑤ ２ 次 処 理
先 
鉄 乾忠物資有限公司＇  〃  （ 
アルミ 回収利用有限公司＇  〃  （ 
銅 淅江金杯銅業有限公司＇ 〃  （ 
ステンレス 鄭標不銹鋼有限公司＇  〃  （ 
廃プラスチック 台州市路橋安洋塑業有限公司＇  〃  （ 






図7．2  中国浙江省台州市位置  
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表7．7  実証試験その 1（バラ積み船）の作業手順  
 
（2）実証試験その 2（コンテナ船）  
実証試験その 2 も実証試験その 1 と同様に、日本国内排出企業から中国内 2
次処理業者までのルートを設定し、追跡管理を行った。実証試験その 2 の追跡
ルートと協力先企業を表 7.8 に示し、詳細なシステム運用のフローチャートを








































 ↓ 移動＇陸路（   
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表7．8  追跡対象ルートと協力先企業  
場 所 協 力 会 社 等 
① 排出事業者 株式会社フューチャー・エコロジー 
＇東京都大田区（ 
② 輸出事業者 スクラップ専門商社  
＇千葉県千葉市（ 
③ 出港地 東京港 
＇東京都品川区（ 
④ 入港地 上海港 
＇中華人民共和国 上海市（ 
⑤ 1 次処理業者 凯鹰再生資源＇太倉（有限公司  
＇中華人民共和国 江蘇省太倉市（ 













































































































































































































図7．3  システム運用のフローチャート（コンテナ船）  
 
7．3．3  実証試験に使用した機器と検証方法  
（1）実証試験に使用した機器  
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表7．9  GPS 測位機製品仕様（日本側使用機）  
製品名/型式 ケータイサイト GPS / PDC-GPS ＇アイ･オー･データ機器（ 
コネクタ形状  USB MiniB 
インターフェイス USB 1.1 
外形寸法 51.2(W)×29.5(H)×69.7(D)mm 
質量 約 55ｇ(電池含まず) 





受信周波数 1575.42MHz(L1 帯 C/A コード) 
受信方式 マルチチャンネル(8 チャンネル)、32 コリレータ、連続捕捉  
受信感度 -130dBm(内蔵アンテナにて) 
測位更新レート  5 秒(可変) 
単独測位精度  位置；25m、CEP(50%)(SA OFF) 
初期化特性 通常の電源投入時初期測位時間コールドスタート/5 分以下ウォームス
タート/50 秒以下ホットスタート/30 秒以下 
再捕捉時間 2sec 以内(90%) 
動的特性 速度 350m/sec(MAX)、加速度 2G 
 
 
図7．4  GPS 測位機外観（日本側使用機）  
 
中国国内で使用した GPS 測位機の製品仕様について表 7.10 に、外観を図 7.5
に示す。なお中国国内での使用が認められた機器を実証試験に採用するため、
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表7．10  GPS 測位機製品仕様（中国側使用機）  
製品名/型式 ｅｔｒｅｘ / ＶＩＳＴＡ ＇GARMIN 社製（ 
インターフェイス 純正ＰＣ接続ケーブル＇ＵＳＢ（ 
外形寸法 5.1(W)×11.2(H)×30.0(D)mm 
質量 約 150ｇ(電池含まず) 
電源 単 3 アルカリ乾電池 2 本＇3Ｖ（ 
位置精度 約 15ｍＲＭＳ＇利用条件により前後します。（ 
GPS アンテナ 内蔵アンテナ 
衛星受信 12 チャネル並列受信  
衛星補足時間  15-45 秒 
初期化 約 5 分 
データ更新時間  1 秒毎 
インターフェイス ＮＭＥＡ0183 ＲＴＣＭ104＇ＤＧＰＳ（ 
利用可能温度  ‐15 度Ｃから＋70 度Ｃ 
電子コンパス 一度単位 
記録可能ポイント数 約 10,000＇10 トラックまで圧縮保存可（ 
 
 
図7．5  GPS 測位機外観（中国側使用機） 
 
２）RFID タグ（実証試験その１）  
 
表7．11  RFID リーダー・ライター製品仕様  
機種/メーカー ZER－863X / 松下電器産業株式会社  
電源 単 4 形アルカリ乾電池 2 個 
使用周波数 13.56MHz 
電波強度 微弱無線局 
液晶表示部 白黒ドットマトリックス LCD＇LED 方式（ 16 桁×2 行 
表示 LED 部 2 色 LED＇色：緑/赤（ 
メモリ 記憶データ件数 ： 最大 500 件 
赤外線通信 IrDA SIR Ver１．０準拠、IrOBEX 対応プロトコル 
通信速度 最大 ３８，４００ｂｐｓ 
伝送方式 半二重伝送 
質量 約 90ｇ(電池を含む) 
外形寸法 55(W)×22(H)×96(D)mm 
適合規格 VCCI クラス B 
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図7．6  RFID リーダー・ライターの外観 
 
表7．12  RFID タグ（製品仕様） 
製  造 Phillips 社 
加  工 リンテック株式会社  
チ ッ プ I-CODE SLI 
仕  様 ISO15693 対応 パッシブ・タグ 
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表7．13  携帯電話製品仕様  




撮影サイズ QXGA(2048 × 1536 、 UXGA(1616 × 1212) 、 SXGA(1280 × 960) 、
VGA ＋ 縦 (480 × 690) 、 VGA(640 × 480) 、 VGA 縦 (480 × 640) 、
CIF(352×288)ピクセル 
ファイル形式  JPEG 
カメラ有効画像数  約 320 万画素  
外部メモリー対応  microSDTM  
最大対応容量：2GB 




使用条件 GPS の電波状況が良好であること 
 
 
図7．8  携帯電話の外観 
 
（2）トレーサビリティツールの検証方法  





・ GPS 測位機を使用し再生資源の移動経路を記録する。  
・ デジタルカメラを使用し再生資源の積替え状況を撮影する。  
・ RFID タグを使用し再生資源の積替え時期を記録する。  
・ 携帯電話を利用し車両の出発、到着時の場所、日時の確認を行う。  
・ 台貫等での重量計測結果を照合し物流量の結果検証を行う。  
 
２）実証試験その 2（コンテナ船）  
トレーサビリティツール毎に実施した検証方法を以下に示す。  
・ GPS 測位機を使用し再生資源の移動経路を記録する。  
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・ デジタルカメラを使用し再生資源の積替え状況を撮影・記録する。  
・ 携帯電話を利用し車両の出発、到着時の場所、日時の確認を行う。  
・ 台貫等での重量計量結果を照合し物流量の結果検証を行う。  
・ 管理伝票を使用し、各積み替えポイントでの移動確認を行う。  
・ EIR（EQUIPMENT INTERCHANGE REPORT：機器受取書）を利用し、IN
（日本側受渡）と OUT（中国側受取）を照合し国際間移動の確認を行う。  
 
7．4  ミックスメタルを対象とした実証試験（バラ積船）の結果と考察  
7．4．1  日本国内（陸路）における移動の追跡・監視  
（1）追跡・監視の方法  
日本側の追跡開始場所（集荷ヤード）から出港地（千葉港）までの移動に関
して、以下要領で追跡・監視を行った。また図 7.9 にフローチャートを示した。  



































    
画像 



























図7．9  日本国内（陸路）における移動の追跡・監視 フローチャート  
 
（2）追跡・監視の結果 
１）GPS 測位機による移動経路の記録  
追跡開始場所（集荷ヤード）から千葉港まで再生資源を積載した車両に GPS





表7．14  追跡開始場所（集荷ヤード）～千葉港 GPS 取得データ（抜粋）  
年月日時分秒  緯度 経度 
20061125072848 N35.29.29.84 E140.09.06.49 
20061125072948 N35.29.53.36 E140.08.51.95 
20061125073048 N35.30.20.60 E140.08.49.14 
20061125073148 N35.30.28.22 E140.08.48.59 
20061125073248 N35.30.48.89 E140.08.40.30 
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表7．15  集荷ヤード、千葉港における画像照合結果（一部抜粋）  









した。①の結果を表 7.16 に示し、②の結果を図 7.11 に示す。  
①と②の計測値を比較した結果、①が 724.38t、②が 740.0ｔであった。両計









表7．16  台貫重量計測結果（11 月 25 日出荷分）  
順番  車番 (後（ 車番 (前) 品名  重量＇kg（ 
1 17   ミックスメタル 16,290  
2 1293 7394 ミックスメタル 19,580  
3 1293 7394 ミックスメタル 16,380  
4 1439  機械物 10,890  
5 17   ミックスメタル 20,350  
6 1293 7394 ミックスメタル 20,820  
7 494 3301 ミックスメタル 16,940  
8 17   ミックスメタル 21,860  
9 1293   ミックスメタル 19,170  
10 494   ミックスメタル 21,040  
11 17   ミックスメタル 20,520  
12 1293   ミックスメタル 19,390  
13 494   ミックスメタル 21,560  
14 17   アルミ箱  9,130  
 17   アルミ 1,510  
15 1293   ミックスメタル 20,380  
16 494   ミックスメタル 19,400  
17 17   アルミ 4,010  
 17   ミックスメタル 8,720  
18 1439  機械物 6,940 
 1439  機械物 6,220 
19 3130  ミックスメタル 19,430 
20 522  熱交大 機械  23,920 
21 1439  銅巻 トランス 機械 16.090 
22 138  ミックスメタル 23,390 
23 998  熱交 7,880 
24 522  白タンク 8,230 
25 1439  アルミタンク 2,270 
26 1439  機械＇テーブル（ 10,230 
27 138  ミックスメタル 19,310 
28 522  ステンタンク大  2,620 



















図7．11  船舶積載重量（輸入通関書類より一部抜粋）  
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表7．17  1 次処理先における処理開始日と終了後の画像照合（一部抜粋）  







ここで、RFID タグによる積替え日時の履歴確認と固体識別を行った。  
日本側の追跡開始場所（集荷ヤード）で再生資源に貼付した RFID タグにつ
いて、中国側の 1 次処理先である台州傲徳金属有限公司において読込を試みた。
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7．4．3  マテリアルバランス（素材別重量構成）による検証  
1 次処理先における選別・出荷記録を入手し、今回バラ積み船で輸出した再
生資源全量についてのマテリアルバランス（素材別重量構成）として取りまと
めた。その結果を表 7.18 に示す。  
 
表7．18  マテリアルバランス（素材別重量構成比）  
№ 素材品目  重 量＇トン（ 構成比＇％（ 
１ 鉄屑 628.6 86.67％ 
２ 雑銅屑 22.17 3.06％ 
３ 黄銅屑 5.82 0.80％ 
４ ステンレス屑  27.75 3.82％ 
５ アルミ屑 17.50 2.41％ 
６ 残渣 23.5 3.24％ 








①日本側の追跡開始場所での計測重量は 724.38t であり、②中国側 1 次処理
先での選別・出荷後のトータル重量である 725.34t と比較すると、両計測値の差
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7．4．4  中国側での最終処理・処分までの全体フローの検証  
中国側の 1 次処理先において解体・選別後に出荷される各再生資源の最終処










図 7.15 に現地での写真を添付した。  
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図7．14  最終処分場の正門と台貫  
 
   
















D) 排出事業者に管理伝票を発行してもらい、中国国内 1 次処理先までの移動
に関して、積み替えポイント毎に関係主体に記載してもらい、追跡確認作
業を行った。  






１）GPS 測位機による移動経路の記録  
排出事業者から輸出業者まで再生資源を積載した車両に GPS測位機を搭載し、





表7．19  追跡開始場所（排出事業者）～輸出業者（一部）  
年月日時分 緯 度 経 度 
2007/11/28 14:07 35/34/47.48 139/45/30.63 
2007/11/28 14:12 35/35/27.08 139/45/29.03 
2007/11/28 14:15 35/36/15.86 139/45/30.29 
2007/11/28 14:22 35/37/40.58 139/47/14.62 
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も適正に移動がなされたことが証明された。表 7.20、表 7.21 に撮影した画像の
照合結果の抜粋を示す。 
 
表7．20  画像照合結果（排出事業者～輸出業者）（抜粋）  






表7．21  個別梱包物画像照合結果（銅スクラップ）（抜粋）  









もっとも差が大きいのは第１回目で、両計測値の差は 0.012t と 0.11％程度の誤
差が生じているが、誤差の範囲も大きくないことから、特段問題ないと判断さ
れた。その結果を表 7.22 に示す。  
また運搬車両に積載された個別梱包単位でも、両地点で小秤による重量照合




送であったことが証明された。表 7.23 に個別梱包毎の重量計測結果を示す。  
 
表7．22  運搬車両重量照合結果  
 重量(kg) 排出事業者  輸出業者  
１回目 グロス重量  11,267 11,255 
２回目 グロス重量  10,901 10,900 
３回目 グロス重量  10,657 10,661 
 
表7．23  重量計測結果（廃プラスチック）  













07-11-28 FEP1128 -01 404 2 406 07-11-28 FEP1128 -01 403 2 405
-02 286 2 288 -02 280 2 282
-03 396 2 398 -03 395 2 397
-04 411 2 413 -04 410 2 412
-05 405 2 407 -05 405 2 407
-06 404 2 406 -06 404 2 406
-07 397 2 399 -07 397 2 399
-08 381 2 383 -08 380 2 382
合計 合計
3,084 16 3,100 3,074 16 3,090
07-11-30 FEP1130 -01 303 2 305 07-11-30 FEP1130 -01 303 2 305
-02 446 2 448 -02 445 2 447
-03 304 2 306 -03 304 2 306
-04 397 2 399 -04 396 2 398
-05 431 2 433 -05 429 2 431
-06 263 2 265 -06 261 2 263
-07 391 2 393 -07 389 2 391
-08 317 2 319 -08 317 2 319
合計 合計
2,852 16 2,868 2,844 16 2,860
07-12-3 FEP1203 -01 371 2 373 07-12-3 FEP1203 -01 371 2 373
-02 397 2 399 -02 396 2 398
-03 394 2 396 -03 394 2 396
-04 390 2 392 -04 390 2 392
-05 371 2 373 -05 371 2 373
-06 393 2 395 -06 393 2 395
-07 393 2 395 -07 394 2 396
-08 378 2 380 -08 378 2 380
合計 合計
3,087 16 3,103 3,087 16 3,103
総合計 総合計









 システム運用に使用した管理伝票（廃プラスチック）を図 7.17 に示す。日本
側排出事業者から中国側 1 次処理先までは同じ管理伝票を使用する。  
 
図7．17  管理伝票  
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表7．24  輸出業者～出港地における画像照合結果（廃プラスチック）  




番  号  
  
中  身  
 
 
封  印  
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図7．18  EIR(IN) 廃プラスチック  
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図7．19  EIR(IN) 銅スクラップ  
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図7．20  EIR(OUT) 廃プラスチック  
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図7．21  EIR(OUT) 銅スクラップ  
 
 










表7．25  東京港、上海港における画像照合結果（廃プラスチック）  
 東京港  上海港  
コンテナ  
番  号  
  
 
表7．26  東京港、上海港における画像照合結果（銅スクラップ）  
 東京港  上海港  
コンテナ  
番  号  
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地点での画像照合による確認を行った。  
C) 中国国内 1 次処理先到着時に、当該運搬車両毎及び個別梱包毎の重量を計
測し、計測結果の照合による確認を行った。  










１）GPS 測位機による移動経路の記録  
上海港から中国国内 1 次処理先まで再生資源を積載したコンテナ車両に GPS
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表7．27  上海港～中国国内 1 次処理先における画像照合結果（廃プラスチック） 





番  号  
  
中  身  
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表7．28  個別梱包画像照合結果（廃プラスチック）（抜粋）  
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表7．29  個別梱包画像照合結果（銅スクラップ）（抜粋）  




































表7．30  運搬車両重量照合結果（廃プラスチック） 単位：kg 
 日本側輸出業者  中国側一次処理先  
ネット重量 9,070 9,080 
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表7．31  運搬車両重量照合結果（銅スクラップ） 単位：kg 
 日本側輸出業者  中国側一次処理先  




グロス重量 12,530 12,515 
 
表7．32  個別梱包重量照合結果（廃プラスチック）  










07-11-28 FEP1128 -01 403 2 405 07-12-21 FEP1128 -01 400
-02 280 2 282 -02 280
-03 395 2 397 -03 400
-04 410 2 412 -04 420
-05 405 2 407 -05 420
-06 404 2 406 -06 400
-07 397 2 399 -07 400
-08 380 2 382 -08 380
合計 合計
3,074 16 3,090 3,100
07-11-30 FEP1130 -01 303 2 305 07-12-21 FEP1130 -01 320
-02 445 2 447 -02 460
-03 304 2 306 -03 300
-04 396 2 398 -04 400
-05 429 2 431 -05 440
-06 261 2 263 -06 260
-07 389 2 391 -07 400
-08 317 2 319 -08 320
合計 合計
2,844 16 2,860 2,900
07-12-3 FEP1203 -01 371 2 373 07-12-21 FEP1203 -01 300
-02 396 2 398 -02 400
-03 394 2 396 -03 400
-04 390 2 392 -04 400
-05 371 2 373 -05 380
-06 393 2 395 -06 400
-07 394 2 396 -07 400
-08 378 2 380 -08 380
合計 合計
3,087 16 3,103 3,060
総合計 総合計





   注) 計量データに関しては、小秤がなく、トラックスケールで計量したため、
詳細な数字ではない。トラックスケールは 20kg 刻みに計量（表示）できる。  
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表7．33  個別梱包重量照合結果（銅スクラップ）  








07-12-05 FEM1128 -01～02Ｃ 545 3 548 07-12-28 FEM1128 -01～02Ｃ 540
合計 合計
545 3 548 540
07-12-05 FEM1130 -01～02Ｃ 420 3 423 07-12-28 FEM1130 -01～02Ｃ 440
合計 合計
420 3 423 440
07-12-05 FEM1203 -01Ｃ 192 3 195 07-12-28 FEM1205 -01Ｃ 180
合計 合計
192 3 195 180






      注) 計量データに関しては、小秤がなく、トラックスケールで計量したため、








7．5．5  中国国内一次処理先におけるマテリアルバランスの検証  
中国国内 1 次処理先にて、搬入された各再生資源の処理（解体・選別）が行
われた。その結果得られたマテリアルバランス（素材別重量構成比）を表 7.34
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表7．34  マテリアルバランス（廃プラスチック）  
No. 素材品目 重量＇kg（ 構成比＇％（ 
１ プラスチック＇ペレット（ 1,780 19．65％ 
２ プラスチック＇フレーク（ 7,140 78．81％ 
３ 残渣 140 1．55％ 
 合 計 9,060 100％ 
 
表7．35  マテリアルバランス（銅スクラップ）  
No. 素材品目 重量＇ｋｇ（ 構成比＇％（ 
１ 銅屑 660 55．93％ 
２ 黄銅屑 320 27．12％ 
３ 鉄屑 20 1．70％ 
４ 残渣 180 15．25％ 
 合 計 1,180 100％ 
 
7．5．6  「産業廃棄物追跡管理システム」を用いた情報共有  
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図7．24  詳細情報画面(1) 
（日本側排出企業～中国側１次処理先：廃プラスチック ※抜粋） 
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図7．25  詳細情報画面(2) 
（日本側排出企業～中国側１次処理先：廃プラスチック ※抜粋） 
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表7．36  各ツールの費用対効果  
№ ツール  特徴  コスト  効果  
１ RFID 機器  積替え状況（日時、場所、担当等）の管理  高 低 
２ GPS 測位機  運搬経路の把握、管理  中 高 
３ デジタルカメラ  積替え状況、積荷の把握、管理  中 高 
４ 携帯電話  移動状況の把握、管理  中 中 
５ 計量  計測重量の把握、管理  低※  中 
６ 伝票  内容の管理  低 低 
７ EIR 国際間移動の情報管理  低 低 
※既存の設備投資として台貫が導入されていることが前提  
 












































となる。RFID への書込みデータの一例を図 7.26 に示す。しかし、現状のタグ 1
枚あたりの価格は 100 円前後と高く、コストパフォーマンスの面から採用は難
しいといえる。  
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7．6．2  トレーサビリティツール使用上の留意点と検証結果  
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ると考える。コンテナ輸送においては RFID による追跡管理は非常に効率的で
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図7．27  データベースのインターフェース  
 






表7．37  各トレーサビリティツールの管理特性  








携帯電話  台貫 EIR 
管理  
伝票 
日時の証明  ○ ○ △ △ △ △ △ 
適正経路の 
軌跡取得 
× ○ × △ × × × 
運搬容器の 
密閉性証明 
× × ○ × △ △ × 
出発地・受入
地特定情報 
○ ○ △ △ △ ○ △ 
内容物紛失 
の確認 
× × △ × ○ ○ × 
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集荷ヤード ○ ○ △ × ○ ― ○ 
陸路運搬 ○ × ― × ― ― ― 
出港地 
＇日本（ 
入 ○ ○ △ × × ○ ○ 
出 × ○ △ × △ ○ ○ 
航路運搬 × × ― × ― ○ ― 
入港地 
＇中国（ 
入 × ○ △ × × ○ ○ 
出 △ ○ △ ○ ○ ○ ○ 




入 △ ○ △ ○ × ― ○ 
出 △ ○ × ○ ○ ― ○ 




入 △ ○ × ○ △ ― ○ 
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表7．39  各ツールの組合せによる実用性評価  ※バラ積み船輸送の場合  







































１ ○ ○     積替え日時の履歴管理＋移動経路  高 中 △ 
２ ○  ○    積替え日時の履歴管理＋積替え状況管理  高 中 △ 
３ ○   ○   積替え日時の履歴管理＋移動状況管理  高 中 △ 
４ ○    ○  積替え日時の履歴管理＋計測重量管理  高 中 △ 
５ ○     ○ 積替え日時の履歴管理＋内容の管理  高 中 △ 
６  ○ ○    移動経路＋積替え状況管理  中 高 ◎ 
７  ○  ○   移動経路＋移動状況管理 中 中 ○ 
８  ○   ○  移動経路＋計測重量管理 中 中 ○ 
９  ○    ○ 移動経路＋内容の管理  中 中 ○ 
10   ○ ○   積替え状況管理＋移動状況管理  中 中 ○ 
11   ○  ○  積替え状況管理＋計測重量管理  中 中 ○ 
12   ○   ○ 積替え状況管理＋内容の管理 中 中 ○ 
13    ○ ○  移動状況管理＋計測重量管理  低 低 △ 
14    ○  ○ 移動状況管理＋内容の管理  低 低 △ 
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表7．40  各ツールの組合せによる実用性評価  ※コンテナ船輸送の場合  










































１ ○ ○     積替え日時の履歴管理＋移動経路  高 中 ○ 
２ ○  ○    積替え日時の履歴管理＋積替え状況管理  高 中 ○ 
３ ○   ○   積替え日時の履歴管理＋移動状況管理  高 中 ○ 
４ ○    ○  積替え日時の履歴管理＋計測重量管理  高 中 ○ 
５ ○     ○ 積替え日時の履歴管理＋内容の管理  高 中 ○ 
６  ○ ○    移動経路＋積替え状況管理  中 高 ◎ 
７  ○  ○   移動経路＋移動状況管理 中 中 ○ 
８  ○   ○  移動経路＋計測重量管理 中 中 ○ 
９  ○    ○ 移動経路＋内容の管理  中 中 ○ 
10   ○ ○   積替え状況管理＋移動状況管理  中 中 ○ 
11   ○  ○  積替え状況管理＋計測重量管理  中 中 ○ 
12   ○   ○ 積替え状況管理＋内容の管理 中 中 ○ 
13    ○ ○  移動状況管理＋計測重量管理  低 低 △ 
14    ○  ○ 移動状況管理＋内容の管理  低 低 △ 
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ASP システムの有効性を検証することができた。また ASP システムに登録した
情報を CSV ファイルとして出力する機能を備えているため、簡単にデータベー
ス化することが可能であることを確認できた。今後収集データの分析上の利便













































































● － ● ▲ － ▲ ▲ － ▲
デジタルカメラ ● － ● ● － ● ● － ●




デジタルカメラ ● － ●




デジタルカメラ ● － ●
GPS － － －
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第 8 章 結論および今後の展望 
8．1  結 論 
本研究はまず、廃棄物処理や資源循環の広域化・国際化の意義を的確に評価











8．1．1  環境性・経済性の両者を対象とした BAS 評価手法の開発  
LCA・LCC 的な手法を導入して、一般廃棄物処理システムにおける環境性・




性・経済性の BAS 評価手法の開発を行った。  
















指針（平成 19 年 6 月）」8-1)との整合性を項目別に比較し、対応状況及び
対応の可能性について検討した。その結果、適用範囲については、環境
省の定める範囲は本ソフトでは網羅していることがわかった。  
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・ さらに、一般の消費者や企業、自治体にも広く LCA を知って頂くため、
これまでの研究成果を有効に環境教育の面でも活用されるように、その
普及に向けた努力として、開発した BAS 評価手法をパッケージングして、

















8．1．2  一般廃棄物の国内レベルでの広域的な資源循環システムの検討  

































タを入手し、ELP 評価と処理コストを算出した。  
・ ケーススタディを通して、現状の広域灰溶融を実施する場合と、個別に
灰溶融炉を導入する場合のシミュレーションとの比較を行い、広域連携
によって ELP で 9.8%、経費で 27.7%の削減効果が得られることがわかっ
た。現行の広域灰溶融処理の有効性を検証できた。  
・ 以上の検討の結果、実績値・デフォルト値の 2 パターンの評価による BAS
評価ソフトの有効性を確認できた。  
 



































推進には情報発信・共有の必要性が示唆された。また、2010 年 3 月時点の受入
側での溶融飛灰処理能力の合計は約 12920t/月（約 15.5 万 t/年）である。処理実
績（一廃と産廃の区別なし）は、2009 年度で約 6466t/月（約 7.8 万 t/年）とな



























































に、統合化指標 ELP を用いて LCA の観点からそのメリットを定量的に評価を
行った。以下に得られた知見を記す。  
 




































































































ASP システムの有効性を検証することができた。また ASP システムに登録した
情報を CSV ファイルとして出力する機能を備えているため、簡単にデータベー
ス化することが可能であることを確認できた。今後収集データの分析上の利便























8．2  今後の展望  









大学発ベンチャーへの挑戦も検討してみる（図 8.1）。  




図8．1  研究成果の社会への還元  
 
8．2．2  BAS の実現に向けての課題と対応 8-11) 
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表8．1  一般廃棄物処理事業の背景  


















・未規制物質の排出規制強化  ・排ガス高度処理等への対応  
 
表8．2  市町村の 3R 化改革のためのガイドライン策定の経緯  






































 各廃棄物処理プロセスにおける温室効果ガス排出実態調査  
 実態調査を踏まえた具体的対策の評価・検討、モデル実証  
（施策例）  
































































図8．3  事業計画における許認可等必要事項  
 



















ポジウムを開催しており、2010 年まで合計 7 回を開催した。また、研究会（年
1 回）の開催を通じて、排出側・受入側の共通認識を醸成する。その他、会議
や見学会は個別研究テーマの進捗や会員の要望等を踏まえて企画・実施を行っ


































図8．4  早稲田大学溶融飛灰資源化研究会の目的  
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表8．3  2009 年度の会員リスト  































オブザーバー 日本鉱業協会  
 
今後の研究テーマを以下に示す。  
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ムの開発を行う（図 8.5）。  
 
 









内での LCA 研究の現状と課題を把握する。また、ELP を中国に適用するために、































 そこで、我々は大学での研究成果を活かし、日中間において WEB サイトを
活用した簡易、安価、且つ即時に情報伝達が可能な日中環境ビジネスの情報集
約型マッチング WEB サイト（JC-Green Market）の開発に取り組んでいる。さ
らに、中国の国情に沿った環境専門性、およびマーケッティング等を含めた包
括的なコンサルティングを提供することで、日中環境ビジネスのプラットフォ
ームの形成に向けて努めている（図 8.6）。  
JC-Green Market（以下 JC-GM と略す）とは、会員制の日中環境ビジネスのマ
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や製品のリアルな情報を把握でき、日本側ユーザー企業と直接商談可能な B to 




ビジネスモデルの創出が期待できると考えられる（図 8.8）。  
 
 
図8．6  日中の架け橋として活動したい内容 
 
 
図8．7  JC-Green Market の概要 
 
第 8章 結論および今後の展望 
8-17 
 









1-2) 廃棄物の処理および清掃に関する法律、最終改正：平成 22 年 5 月 19 日
法律第 34 号  
1-3) 旧厚生省、ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン、
1997 
1-4) 環境省、第 2 次循環型社会形成推進基本計画、2008 
1-5) 環境省、広域認定制度、http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/leaflet.pdf 
アクセス日 2011 年 1 月 3 日  
1-6) 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部、広域認定制度申請の手引き
（改訂版）、最終改定平成 21 年 8 月  
1-7) 環境省、一般廃棄物広域認定制度の認定状況、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_2.html  
アクセス日 2011 年 1 月 3 日  
1-8) 環境省、産業廃棄物広域認定制度の認定状況、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_1.html  
アクセス日 2011 年 1 月 3 日  
1-9) 環境省報道発表資料、平成 9 年度ダイオキシン類排出実態調査結果につ
































http://www.env.go.jp/recycle/waste/koiki/index.html、アクセス日 2011 年 1
月 3 日  
1-24) 環境省：一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成 20 年度実績）につい
て、 9-10、 http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/h20/index.html、
アクセス日 2010 年 9 月 19 日  
1-25) 環境新聞：溶融飛灰・溶融メタルの山元還元、2008 年 11 月 5 日付  
1-26) 独立行政法人物質・材料研究機構、わが国の都市鉱山は世界有数の資源
国に匹敵、2008 年 1 月 11 日、アクセス日 2011 年 1 月 4 日  
http://www.nims.go.jp/news/press/2008/01/p200801110.html 
1-27) 立川裕隆、吉本範男、石川学、わが国における PCB 廃棄物と広域処理
体制、環境技術 34(2)、2005、21-28 
1-28) 環境新聞、放射線障害防止法のクリアランス制度ドラム缶約 12 万本分








年 1 月 4 日  
1-31) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則等の一部を改正する省令、
2006、http://www.env.go.jp/air/asbestos/laws_haiki.html、アクセス日
2011 年 1 月 4 日  
1-32) 環境省 HP、特別管理廃棄物規制の概要、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/sp_contr/index.html、アクセス日
2011 年 1 月 4 日  
1-33) 厚生省告示第 194 号、特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処
分又は再生の方法として厚生大臣が定める方法、平成 17 年 12 月 22 日
改正  



































1-47) 国土交通省ホームページ、  
http://www.mlit.go.jp/kowan/recycleport/recycleport1.html、アクセス日 2011
年 1 月 6 日  
1-48) 日本離島センター、離島統計年報、2001 
1-49) 経済産業省、原料及び製品の広域連携調査票  
http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/3r_policy/policy/pdf/ecotown_list.





ス日 2011 年 1 月 6 日  
1-52) 国立環境研究所、公開シンポジウム 2006 資料、2006 
1-53) 株式会社リーテム、トレーサビリティを確保した資源循環ネットワーク




1-55) 吉野敏行、拡大輸出者責任の数理計算について、人間環境論集  (9)、  











際大循環の促進、環境経済雑誌第 35 期、2006、32-34、（中国語）  
1-61) 高松、環境リスクと価値に基づいた輸入固体廃棄物分類のモデルに関す





1-64) 環境省報道発表資料、産業廃棄物の不法投棄等の状況（平成 20 年度）
について（お知らせ）、2010 年 2 月 15 日  
1-65) 香川県ホームページ、  
http://www.pref.kagawa.jp/kankyo/gakushu/progam_2/program/sima/siryou/picture.htm 、
アクセス日 2011 年 1 月 8 日  
1-66) 橋詰博樹、産業廃棄物の不法投棄対策の現状と今後の課題、環境技術
34(1)、2005、57-62 
1-67) 朝日新聞、「廃プラ」どこへ行く中国が輸入停止、2004 年 5 月 29 日付  








2-2) 環境省：一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成 20 年度実績）につい
て、http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/h20/index.html、アクセ
ス日 2010 年 9 月 19 日、pp.6 







































2-20) Mark Goedkoop、Renilde Spriensma、The Eco-indicator 99 A damage oriented 
method for Life Cycle Impact Assessment Methodology Report 1999、Pre 
Consultants B.V. 
2-21) Braunschweig、 Method For Ecobalance (Methodik Fur Oekobilanzen)、 1998、 
Buwal Schriftenreihe Umwelt Nr 、297 
2-22) Bengt Steen、A systematic approach to environmental strategies in product 
development (EPS)、Version 2000 – General system characteristics、1999、
CPM report 






平成 10 年東京都清掃研究所報告 (28)、31-37 
2-26) 財団法人大阪科学技術センター、地球環境技術推進懇談会、廃棄物処理

























3-1) 小野田弘士、LCA からみた循環型社会、第 23 回環境工学連合講演会講
演論文集、2009、47-52 
3-2) 廃棄物の処理および清掃に関する法律、最終改正：平成 22 年 5 月 19 日
法律第 34 号  
3-3) 旧厚生省、ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン、
1997 
3-4) 環境省、第 2 次循環型社会形成推進基本計画、2008 
3-5) 環境省、広域認定制度、http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/leaflet.pdf 
アクセス日 2011 年 1 月 3 日  
3-6) 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部、広域認定制度申請の手引き
（改訂版）、最終改定平成 21 年 8 月  
3-7) 環境省、一般廃棄物広域認定制度の認定状況、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_2.html  
アクセス日 2011 年 1 月 3 日  
3-8) 環境省、産業廃棄物広域認定制度の認定状況、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_1.html  































3-22) 千葉県ホームページ、アクセス日 2008 年 8 月 13 日、  
http://www.pref.chiba.lg.jp/syozoku/e_ichihai/haikibutu/seisou/seisou.html  




3-26) 早稲田大学環境総合研究センター、溶融飛灰資源化研究会第 3 年度研究
報告書、2006 




3-29) 財団法人三重県環境保全事業団、平成 18 年度の受入状況、アクセス日
2008 年 8 月 25、http://www.mec.or.jp/haiki/kadojokyo/kadojokyo18/ 















4-1) 廃棄物の処理および清掃に関する法律、最終改正：平成 22 年 5 月 19 日




4-3) 月刊環境ビジネス 2008 年 9 月号、連載「入門廃棄物道場」、2008 
4-4) 早稲田大学環境総合研究センター溶融飛灰資源化研究会、平成 20 年度
研究報告書、2009 
4-5) 環境省、一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成 19 年度実績）につい
て、8-9、http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/h19/index.html（ア
クセス日 2010.02.20）  
4-6) 環境新聞、溶融飛灰・溶融メタルの山元還元、2008 年 11 月 5 日付  
4-7) 社団法人日本産業機械工業会エコスラグ利用普及センター、道路用溶融
スラグ品質管理および設計施工マニュアル、2007 
4-8) 社団法人日本産業機械工業会エコスラグ利用普及センター、平成 18 年
度再生資源（溶融固化物）の利用拡大に関する調査研究報告書、2007 










会講演論文集 18 回、2007、624-626 
4-13) 齋藤真理、堀雅宏、最終処分のための飛灰の重金属溶出制御、廃棄物学















4-19) 永田勝也、LCA におけるインパクトアセスメント手法の開発（その 1-6）、
日本機械学会第 5 回環境工学総合シンポジウム 95 講演論文集、1995、
151-158 
4-20) 永田勝也、LCA におけるインパクトアセスメント手法の開発（その 4）：
アンケート調査に基づくカテゴリー重要度の特性について、日本機械学
会第 6 回環境工学総合シンポジウム 96 講演論文集、1996 
4-21) 北九州市ホームページ、 http://www.city.kitakyushu.jp/（アクセス日
2010.02.20）  




4-23) 新門司工場パンフレット、アクセス日 2010.02.20 
http://www.city.kitakyushu.jp/file/26030300/shisetsu/sinmoji.pdf  
4-24) IPCC、Climate Change 2007：Working Group I Report “The Physical Science 
Basis” 、2007 















引き（平成 20 年 4 月改訂版）、2008 
4-35) 環境省ホームページ、一般廃棄物再生利用認定制度の認定状況、  
http://www.env.go.jp/recycle/waste/sai-nin/jokyo_2.html、アクセス日 2011
年 1 月 15 日  
4-36) 黒木清篤、出原年男、竹内博次、溶融飛灰資源化に対する排出側の対応
と展望、三重県環境保全事業団研究報告 (12)、2006、55-63 








5-2) 国土交通省ホームページ、アクセス日 2010 年 11 月 28 日、  
http://www.mlit.go.jp/kowan/recycleport/recycleport1.html  
5-3) 環境省、第 2 次循環型社会形成推進基本計画、2008 
5-4) 国土交通省ホームページ、アクセス日 2010 年 11 月 29 日、  
http://www.mlit.go.jp/kowan/recycleport/recycleport1_files/01.pdf  
5-5) リサイクルポート推進協議会ホームページ http://www.rppc.jp/port.html










ステムの構築、日本航海学会論文集 H13 年 3 月 104 号、2001、217-224 
5-11) 乗越晃、瀬戸内静脈物流（循環資源を共同で運ぶ専用船）、日本船舶海












5-17) 独立行政法人産業技術総合研究所、JEMAI-LCA マニュアル、2006 
5-18) 産業環境管理協会、LCA データベース、2008 
5-19) ナビタイムホームページ、http://www.navitime.co.jp/、アクセス日 2010 年 10
月 25 日  
5-20) JR 貨物ホームページ、関東支社コンテナ列車時刻表、  
http://www.jrfreight.co.jp/transport/area/index.html#kanto、アクセス日 2011
年 1 月 21 日 
5-21) グーグルマップホームページ、http://maps.google.co.jp/、アクセス日 2010














6-7) 吉野敏行、拡大輸出者責任の数理計算について、人間環境論集  (9)、  








6-11) 環境新聞、資源循環ネットワーク  国際資源循環トレーサビリティシス






際大循環の促進、環境経済雑誌第 35 期、2006、32-34、（中国語）  
6-15) 高松、環境リスクと価値に基づいた輸入固体廃棄物分類のモデルに関す
る研究、科技管理研究 2008 第 5 期、2008、74-76、（中国語）  
6-16) 劉陽中、一緒に固体廃棄物船積み前検査から逃げ出す事例、中国検験検
疫 2010 第 4 期、2010、43-44 
6-17) 齋礼、電子タグ応用システム構築に向けたシステムコストと要求仕様に
対する課題と将来の展望、システム /制御 /情報 50(4)、2006、140-145 
6-18) 株式会社リーテム、平成 18 年度経済産業省委託事業、トレーサビリテ
ィを確保した資源循環ネットワークの構築に関する調査報告書、2006 
6-19) 朝日新聞、2004 年 5 月 29 日付  
6-20) 環境新聞、2004 年 6 月 17 日付  






























7-1) 外務省ホームページ、アクセス日 2011 年 1 月 25 日  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoyaku/basel.html  
7-2) 朝日新聞、「廃プラ」どこへいく：中国は輸入停止、2004 年 5 月 29 日付  
7-3) 東方今報、2010 年 4 月 2 日付（中国語）  
7-4) 金羊網新快報、2007 年 6 月 8 日付（中国語）  
7-5) 人民日報、2004 年 5 月 17 日付（中国語）  
7-6) 明潔、我が国における輸入廃棄物原料の監督・管理に存在する問題と対
策、対外経貿実務 2008(3)、2008、39-42（中国語）  
7-7) 劉陽中、一緒に固体廃棄物船積み前検査から逃げ出す事例、中国検験検
疫 2010 第 4 期、2010、43-44（中国語）  
7-8) 欧陽欽芬、黄文金、輸入環境保護不合格廃プラスチックは無視できない、
中国検験検疫 2007 第 7 期、43-44（中国語）  
7-9) 日本環境省廃棄物・リサイクル対策部ホームページ、アクセス日 2010
年 1 月 12 日、http://www.env.go.jp/recycle/yugai/china_law.html 
7-10) 中国国家質量監督検験検疫総局ホームページ、  
http://www.aqsiq.gov.cn/zwgk/jlgg/jlgkzh/200803/t20080305_65216.html  
アクセス日 2009 年 6 月 18 日  
7-11) 中国国家環境保護総局固体廃棄物管理センターホームページ、  
http://ncswm.sepa.gov.cn/bzgf/200612/t20061201_96898.htm 








国際資源循環管理システムの構築、環境資源工学 2010 夏季号 57(2)、2010、
53-60 
7-15) 株式会社リーテム、平成 17 年度経済産業省委託事業、トレーサビリテ
ィを確保した資源循環ネットワークの構築に関する調査報告書、2005 
7-16) 株式会社リーテム、平成 18 年度経済産業省委託事業、トレーサビリテ
ィを確保した資源循環ネットワークの構築に関する調査報告書、2006 

























8-7) 株式会社リーテム、平成 17 年度経済産業省委託事業、トレーサビリテ
ィを確保した資源循環ネットワークの構築に関する調査報告書、2005 
8-8) 株式会社リーテム、平成 18 年度経済産業省委託事業、トレーサビリテ
ィを確保した資源循環ネットワークの構築に関する調査報告書、2006 



































































ルギー枯渇係数は原油を 1 として相対化したものである。表 1.1 に可採埋蔵
量、年間生産量、表 1.2 にエネルギー枯渇係数を示す。  
 
表 1.1 可採埋蔵量、年間生産量および低位発熱量  
 
 




個別項目 可採埋蔵量 年間生産量 低位発熱量 可採年数
MJ/kg 年
原油（バレル） oil *1 9.97E+11 *1 2.19E+10 *5 4.27E+01 4.56E+01
石炭（t） coal *2 1.04E+12 *2 4.75E+09 *6 2.64E+01 2.19E+02
天然ガス（m3） natural gas *1 1.38E+14 *1 2.16E+12 *7 4.94E+01 6.39E+01
ウラン鉱石(精鉱t) uranium ore *3 2.00E+06 *3 2.70E+04 *8 1.11E+03 7.41E+01
原木（ha） wood *4 3.59E+09 *4 1.15E+07 *9 1.67E+01 3.12E+02
注）＊1  Oil&Gas Journal，1992．
    ＊2  世界エネルギー会議，1992．
    ＊3  ＯＥＣＤ，ＮＥＡ，ＩＡＥＡ，1992．
    ＊4  ＷＲＩ，World Resources，1992．
         可採埋蔵量：森林および林地の面積，年生産量：年間平均森林減少面積．
    ＊5  火力原子力発電技術協会，火力原子力発電必携，1993．
    ＊6  資源エネルギー庁編，コールノート，1992．
    ＊7  東京ガス　ヒアリング．
    ＊8  PRe Consultants，SimaPro 2.0，1993．
    ＊9  （社）プラスチック処理促進協会，ファクトシート，1992．
個別項目 重み付け係数 1/kg
原油 oil 1.00E+00
原 石炭 coal 1.29E-01
材 天然ガス natural gas 8.25E-01






Global Warming Potential）100 年値を用いた。GWP は CO2 を 1 とした相対的
パラメータである。表 1.3 に地球温暖化係数（GWP100）を示す。  
 
















大 HCFC-124 HCFC-124 4.80E+02
HCFC-141b HCFC-141b 6.30E+02
HCFC-142b HCFC-142b 2.00E+03
気 HCFC-225ca HCFC-225ca 1.70E+02
HCFC-225cb HCFC-225cb 5.30E+02
四塩化炭素 tetrachloromethane 1.40E+03
へ ﾒﾁﾙｸﾛﾛﾎﾙﾑ methyl chloroform 1.10E+02
ハロン-1301 HALON-1301 5.60E+03
HFC-23 HFC-23 1.21E+04
の HFC-32 HFC-32 5.80E+02
HFC-43-10mee HFC-43-10mee 1.60E+03
HFC-125 HFC-125 3.20E+03
排 HFC-134 HFC-134 1.20E+03
HFC-134a HFC-134a 1.30E+03
HFC-152a HFC-152a 1.40E+02






塩化メチレン methylene chloride 9.00E+00









（ODP：Ozone Depletion Potential）を用いた。ODP は CFC-11 を 1 とした相対
的パラメータである。表 1.4 にオゾン層破壊係数を示す。  
 





Acidification Potential）を用いた。AP は SOx を 1 とした相対的パラメータで
ある。表 1.5 に酸性化係数を示す。  
 









大 フロン-115 CFC-115 5.00E-01
フロン-12 CFC-12 1.00E+00
気 臭化メチル CH3Br 6.00E-01
ハロン-1201 HALON-1201 1.40E+00
へ ハロン-1202 HALON-1202 1.25E+00
ハロン-1211 HALON-1211 4.00E+00
の ハロン-1301 HALON-1301 1.60E+01
ハロン-2311 HALON-2311 1.40E-01
排 ハロン-2401 HALON-2401 2.50E-01
ハロン-2402 HALON-2402 7.00E+00









大 窒素酸化物 NOx(NO2) 7.00E-01
気 一酸化窒素 NO 1.07E+00
へ 硫黄酸化物 SOx(SO2) 1.00E+00
の アンモニウム ammonium 1.88E+00
排 塩化水素 HCl 8.80E-01







した。表 1.6 に可採埋蔵量、年間生産量、表 1.7 に資源消費係数を示す。  
 




個別項目 可採埋蔵量 年間生産量 可採年数
t t 年
鉄鉱石 iron ore 1.47E+11 9.43E+08 1.56E+02
ボーキサイト bauxite 2.18E+10 9.91E+07 2.20E+02
銅 Cu 3.52E+08 8.83E+06 3.99E+01
鉛 Pb 7.00E+07 3.45E+06 2.03E+01
亜鉛 Zn 1.47E+08 7.04E+06 2.09E+01
アンチモン Sb 4.20E+06 8.28E+04 5.07E+01
ヒ素 As 1.00E+06 5.50E+04 1.82E+01
ビスマス Bi 8.95E+04 3.32E+03 2.70E+01
カドミウム Cd 5.35E+05 2.07E+04 2.58E+01
クロム Cr 1.03E+09 1.20E+07 8.61E+01
コバルト Co 3.31E+06 3.87E+04 8.55E+01
ガリウム Ga 1.10E+05 7.10E+01 1.55E+03
金 Au 4.20E+04 1.91E+03 2.20E+01
インジウム In 1.69E+03 1.10E+02 1.54E+01
水銀 Hg 1.30E+05 5.76E+03 2.26E+01
ニッケル Ni 4.90E+07 8.39E+05 5.84E+01
白金族 Pt 5.60E+04 2.70E+02 2.07E+02
希土類元素 4.50E+04 5.00E+01 9.00E+02
レニウム Re 2.70E+03 2.90E+01 9.31E+01
セレン Se 8.00E+04 1.45E+03 5.52E+01
銀 Ag 2.80E+05 1.40E+04 2.00E+01
タリウム Tl 3.77E+02 1.60E+01 2.36E+01
スズ Sn 4.28E+06 2.10E+05 2.04E+01
タングステン W 2.57E+06 4.30E+04 5.97E+01
モリブデン Mo *1 1.20E+07 *2 9.91E+04 1.21E+02
マンガン Mn *1 4.80E+09 *3 2.39E+07 2.01E+02
バナジウム V *1 2.70E+07 *4 3.17E+04 8.51E+02
タンタル Ta *1 3.50E+04 *5 2.89E+02 1.21E+02
マグネシウム Mg *1 3.40E+09 *1 3.09E+06 1.10E+03
ゲルマニウム Ge *6 8.60E+06 *7 1.33E+02 6.49E+04
リチウム Li *1 8.40E+06 *1 5.60E+03 1.50E+03
ジルコニウム Zr *8 5.80E+07 *9 9.69E+05 5.99E+01
注）＊1  Mineral Commodity Summaries，1993.
    ＊2  工業レアメタル.
    ＊3  Roskill The Economics of Manganese 6th Edition，1991.
    ＊4  Roskill The Economics of Vanadium 7th Edition，1989.
    ＊5  CLUMBIUM AND TANTALIUM MINERALS YEARBOOK，1988.
    ＊6  Mineral Commodity Profiles，1983.
    ＊7  Roskill The Economics of Germanium 6th Edition，1990.
    ＊8  Mineral Commodity Summaries，1983.
    ＊9  Roskill The Economics of Zirconium 6th Edition，1990.
    ＊ 　注の無いものはＵＳＢＭ，1990，　資源エネルギー庁，1990，
   　　　アルム出版社．
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には、最も厳しい値を採用し、SOx を 1 として相対化した。表 1.8 に大気汚
染係数を示す。  
 
表 1.8 大気汚染係数 
 
個別項目 重み付け係数 1/kg



































大 ばいじん particulates 1.09E+00
気 窒素酸化物 NOx(NO2) 1.40E+00
へ 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1,1,1-trichloroethane 8.06E-01
の カドミウム Cd 1.24E+02
排 塩素 Cl 3.69E+00











を 1 として相対化した。表 1.9 に水質汚濁係数を示す。  
 














水 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1,1-dichloroethylen 1.00E+03
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ cis-1,2-dichloroethylen 5.00E+02
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1,1,1-trichloroethane 2.00E+01
域 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1,1,2-trichloroethane 3.33E+03
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ TCE 6.67E+02
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ PCE 2.00E+03












*1 原油 cruid oil 4.00E+00



















研究所（National Institute of Public Health and Environmental Protection）におい
て 2 つのグループの定量化ファクター、水圏の生態系ファクター（ECA：
Ecotoxicological Classification Factor for Aquatic Ecosystems）、陸界の生態系フ
ァクタ （ーECT：Ecotoxicological Classification Factor for Terrestrial Ecosystems）
が設定されている。今回生態毒性係数として、陸界へ影響は地下水への影響
と同等であり、水圏の生態系影響に含まれると考え、ECA のみを用いた
（SimaPro2.0 より）。生態毒性係数を表 1.10 に示す。  
 











水 ｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ類 chlorobenzenes 1.60E-01
ｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ類 chlorophenols 5.60E+00
コバルト Co 1.00E+00
域 クロム Cr 1.00E+00
原油 cruid oil 5.00E-02
銅 Cu 2.00E+00
へ 炭化水素 CxHy 5.00E-02
脂肪族炭化水素 CxHy aliphatic 5.00E-02
芳香族炭化水素 CxHy aromatic 2.90E-02
の 塩素系炭化水素 CxHy chloro 9.40E-04
シアニド Cyanide 5.00E-02
ダイオキシン dioxin 1.40E+03
排 ﾍｷｻｸﾛﾛﾋﾞﾌｪﾆｰﾙ hexachlorobiphenyl 1.00E+02
水銀 Hg 5.00E+02
ｲｿﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ isopropanol 5.00E-02




























め、ELP を提案する。  















酸性雨 ＡＰ [酸性化ポテンシャル] （ＳＯｘ＝１） ７
資源の消費１／可採年数 （鉄鉱石＝１） ３２
























図 2.1 ＥＬＰの算出方法  
 


























石炭 coal *1 1.30E+11
天然ガス natural gas *1 4.26E+10
ウラン鉱石 uranium ore *1 1.75E+09
原木 wood *2 4.84E+10
鉄鉱石 iron ore 1.23E+11

















    ＊2  ＦＡＯ，Yearbook of Forest Product，1991，
         ＦＡＯ，Forest Resources，1985，
         林野庁，林業統計要覧，1993．
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表 2.2 対象物質の年間投入、排出量（その 2）  
 
 
 本研究では、これまでに実施した海外を含む全 10 対象にアンケートを行っ
てきた。そのアンケートによるカテゴリー重要度を用い算出した統合化係数














原 スズ Sn 3.38E+07
タングステン W 3.10E+06
モリブデン Mo *3 1.02E+07
材 マンガン Mn *4 1.62E+06
バナジウム V *5 3.80E+06
タンタル Ta *6 1.29E+05
料 マグネシウム Mg *7 1.96E+07
ゲルマニウム Ge *8 1.90E+04
リチウム Li *7 6.52E+05
ジルコニウム Zr *7 1.69E+08
二酸化炭素 CO2 *11 1.13E+12
大 窒素酸化物 NOx(NO2) *11 1.48E+09
気 硫黄酸化物 SOx(SO2) *11 8.76E+08
へ 亜酸化窒素 N2O *11 4.70E+07
の メタン methane *11 1.34E+09
排 非メタン炭化水素 NMHC *12 1.39E+09
出 ばいじん particulates *12 1.01E+08
フロン CFCs *13 1.11E+08
*9 水 生物化学的酸素要求量 BOD *14 7.80E+08
域 化学的酸素要求量 COD *14 1.56E+09
*10 固 固形廃棄物 Solid Waste *15 3.60E+11
注）＊3  Roskill The Economics of Molybdenum 4th Edition，1985.
    ＊4  Roskill The Economics of Manganese 7th Edition，1991.
    ＊5  Roskill The Economics of Vanadium 5th Edition，1986.
    ＊6  Roskill's Metal Databook 2nd Edition，1980.
    ＊7  Roskill's Metal Databook 6th Edition，1985.
    ＊8  Roskill The Economics of Germanium 5th Edition，1988.
    ＊11  ＯＥＣＤ，ENVIRONMENTAL INDICATORS，1994．
    ＊12  環境庁，環境白書,1980，　環境庁委託調査資料．
    ＊13  ＯＥＣＤ，ENVIRONMENTAL DATA COMPENDIUM，1993．
    ＊14  中西淳子，水の環境戦略，岩波書店，1994．
    ＊15  ＯＥＣＤ，The State of The Environment，1991．
    ＊　　注の無いものはＵＳＢＭ 1990，
    　　　資源エネルギー庁，1990，　アルム出版社．
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ＥＬＦ ELP/kg ＥＬＦ ELP/kg
個別項目 Ａ財団会員企業 化学系Ｂ学会 個別項目
ＬＣＡ 環境 企業内 一般
専門家 一般 環境専門家 会員
原油 oil 3.33E+03 3.56E+03 5.16E+03 3.20E+03 3.31E+03
石炭 coal 4.28E+02 4.58E+02 6.63E+02 4.11E+02 4.25E+02
天然ガス natural gas 2.74E+03 2.94E+03 4.25E+03 2.64E+03 2.73E+03
ウラン鉱石 uranium ore 5.32E+04 5.70E+04 8.25E+04 5.12E+04 5.29E+04
原木 wood 1.90E+02 2.04E+02 2.95E+02 1.83E+02 1.89E+02
鉄鉱石 iron ore 5.71E+03 6.66E+03 7.08E+03 6.23E+03 7.96E+03
ボーキサイト bauxite 4.06E+03 4.73E+03 5.03E+03 4.43E+03 5.66E+03
銅 Cu 2.24E+04 2.61E+04 2.78E+04 2.44E+04 3.12E+04
鉛 Pb 4.40E+04 5.13E+04 5.46E+04 4.80E+04 6.13E+04
亜鉛 Zn 4.27E+04 4.99E+04 5.30E+04 4.66E+04 5.96E+04
原 アンチモン Sb 1.76E+04 2.05E+04 2.18E+04 1.92E+04 2.45E+04
ビスマス Bi 3.31E+04 3.86E+04 4.11E+04 3.61E+04 4.62E+04
カドミウム Cd 3.46E+04 4.03E+04 4.29E+04 3.77E+04 4.82E+04
クロム Cr 1.04E+04 1.21E+04 1.29E+04 1.13E+04 1.45E+04
コバルト Co 1.04E+04 1.22E+04 1.29E+04 1.14E+04 1.46E+04
ガリウム Ga 5.76E+02 6.72E+02 7.14E+02 6.28E+02 8.03E+02
材 金 Au 4.06E+04 4.74E+04 5.03E+04 4.43E+04 5.66E+04
インジウム In 5.80E+04 6.77E+04 7.20E+04 6.33E+04 8.09E+04
水銀 Hg 3.95E+04 4.61E+04 4.90E+04 4.31E+04 5.51E+04
ニッケル Ni 1.53E+04 1.78E+04 1.90E+04 1.67E+04 2.13E+04
白金族 Pt 4.30E+03 5.02E+03 5.34E+03 4.69E+03 6.00E+03
希土類元素 9.92E+02 1.16E+03 1.23E+03 1.08E+03 1.38E+03
料 セレン Se 1.62E+04 1.89E+04 2.01E+04 1.76E+04 2.26E+04
銀 Ag 4.46E+04 5.21E+04 5.53E+04 4.87E+04 6.22E+04
スズ Sn 4.38E+04 5.11E+04 5.43E+04 4.78E+04 6.11E+04
タングステン W 1.50E+04 1.75E+04 1.85E+04 1.63E+04 2.09E+04
モリブデン Mo 7.37E+03 8.60E+03 9.14E+03 8.04E+03 1.03E+04
マンガン Mn 4.44E+03 5.18E+03 5.50E+03 4.84E+03 6.19E+03
バナジウム V 1.05E+03 1.22E+03 1.30E+03 1.14E+03 1.46E+03
タンタル Ta 7.37E+03 8.60E+03 9.14E+03 8.04E+03 1.03E+04
マグネシウム Mg 8.11E+02 9.47E+02 1.01E+03 8.85E+02 1.13E+03
ゲルマニウム Ge 1.37E+01 1.60E+01 1.71E+01 1.50E+01 1.92E+01
リチウム Li 5.95E+02 6.94E+02 7.38E+02 6.49E+02 8.30E+02
ジルコニウム Zr 1.49E+04 1.74E+04 1.85E+04 1.63E+04 2.08E+04
二酸化炭素 CO2 1.16E+03 7.04E+02 9.49E+02 6.31E+02 8.45E+02
大 窒素酸化物 NOx(NO2) 7.57E+05 8.24E+05 6.84E+05 8.58E+05 7.61E+05
気 硫黄酸化物 SOx(SO2) 7.87E+05 8.53E+05 7.68E+05 8.94E+05 8.06E+05
へ 亜酸化窒素 N2O 3.73E+05 2.25E+05 3.04E+05 2.02E+05 2.70E+05
の メタン methane 2.85E+04 1.73E+04 2.33E+04 1.55E+04 2.07E+04
排 非メタン炭化水素 NMHC 2.39E+05 2.63E+05 1.70E+05 2.69E+05 2.28E+05
出 ばいじん particulates 3.22E+05 3.53E+05 2.28E+05 3.62E+05 3.07E+05
フロン CFCs 1.64E+07 1.46E+07 1.86E+07 1.35E+07 1.82E+07
*1 水 生物化学的酸素要求量 BOD 6.15E+05 6.46E+05 4.26E+05 7.18E+05 5.42E+05
域 化学的酸素要求量 COD 6.15E+05 6.46E+05 4.26E+05 7.18E+05 5.42E+05















原油 oil 3.43E+03 5.23E+03 2.87E+03 3.37E+03 2.65E+03
石炭 coal 4.41E+02 6.73E+02 3.69E+02 4.33E+02 3.41E+02
天然ガス natural gas 2.83E+03 4.32E+03 2.37E+03 2.78E+03 2.19E+03
ウラン鉱石 uranium ore 5.49E+04 8.37E+04 4.59E+04 5.38E+04 4.24E+04
原木 wood 1.96E+02 2.99E+02 1.64E+02 1.92E+02 1.52E+02
鉄鉱石 iron ore 9.28E+03 9.16E+03 6.39E+03 9.87E+03 5.04E+03
ボーキサイト bauxite 6.60E+03 6.51E+03 4.54E+03 7.01E+03 3.58E+03
銅 Cu 3.64E+04 3.59E+04 2.51E+04 3.87E+04 1.98E+04
鉛 Pb 7.15E+04 7.06E+04 4.92E+04 7.60E+04 3.88E+04
亜鉛 Zn 6.95E+04 6.86E+04 4.79E+04 7.39E+04 3.77E+04
原 アンチモン Sb 2.86E+04 2.82E+04 1.97E+04 3.04E+04 1.55E+04
ビスマス Bi 5.38E+04 5.31E+04 3.71E+04 5.72E+04 2.92E+04
カドミウム Cd 5.62E+04 5.55E+04 3.87E+04 5.97E+04 3.05E+04
クロム Cr 1.69E+04 1.66E+04 1.16E+04 1.79E+04 9.15E+03
コバルト Co 1.70E+04 1.67E+04 1.17E+04 1.80E+04 9.21E+03
ガリウム Ga 9.37E+02 9.24E+02 6.45E+02 9.95E+02 5.09E+02
材 金 Au 6.60E+04 6.51E+04 4.54E+04 7.01E+04 3.58E+04
インジウム In 9.43E+04 9.31E+04 6.50E+04 1.00E+05 5.12E+04
水銀 Hg 6.43E+04 6.35E+04 4.43E+04 6.83E+04 3.49E+04
ニッケル Ni 2.48E+04 2.45E+04 1.71E+04 2.64E+04 1.35E+04
白金族 Pt 7.00E+03 6.91E+03 4.82E+03 7.44E+03 3.80E+03
希土類元素 1.61E+03 1.59E+03 1.11E+03 1.71E+03 8.75E+02
料 セレン Se 2.63E+04 2.60E+04 1.81E+04 2.80E+04 1.43E+04
銀 Ag 7.26E+04 7.16E+04 5.00E+04 7.71E+04 3.94E+04
スズ Sn 7.12E+04 7.03E+04 4.90E+04 7.57E+04 3.87E+04
タングステン W 2.43E+04 2.40E+04 1.67E+04 2.58E+04 1.32E+04
モリブデン Mo 1.20E+04 1.18E+04 8.25E+03 1.27E+04 6.51E+03
マンガン Mn 7.22E+03 7.12E+03 4.97E+03 7.67E+03 3.92E+03
バナジウム V 1.70E+03 1.68E+03 1.17E+03 1.81E+03 9.25E+02
タンタル Ta 1.20E+04 1.18E+04 8.25E+03 1.27E+04 6.50E+03
マグネシウム Mg 1.32E+03 1.30E+03 9.08E+02 1.40E+03 7.16E+02
ゲルマニウム Ge 2.24E+01 2.21E+01 1.54E+01 2.38E+01 1.21E+01
リチウム Li 9.67E+02 9.55E+02 6.66E+02 1.03E+03 5.25E+02
ジルコニウム Zr 2.42E+04 2.39E+04 1.67E+04 2.58E+04 1.32E+04
二酸化炭素 CO2 6.89E+02 7.72E+02 6.60E+02 6.21E+02 1.56E+03
大 窒素酸化物 NOx(NO2) 6.43E+05 6.66E+05 7.68E+05 7.10E+05 6.57E+05
気 硫黄酸化物 SOx(SO2) 6.71E+05 7.11E+05 8.00E+05 7.04E+05 7.22E+05
へ 亜酸化窒素 N2O 2.20E+05 2.47E+05 2.11E+05 1.99E+05 5.00E+05
の メタン methane 1.69E+04 1.89E+04 1.62E+04 1.52E+04 3.83E+04
排 非メタン炭化水素 NMHC 2.01E+05 1.95E+05 2.41E+05 2.51E+05 1.75E+05
出 ばいじん particulates 2.71E+05 2.63E+05 3.24E+05 3.38E+05 2.36E+05
フロン CFCs 1.47E+07 1.38E+07 1.24E+07 1.41E+07 2.78E+07
*1 水 生物化学的酸素要求量 BOD 5.61E+05 5.03E+05 8.65E+05 7.20E+05 4.12E+05
域 化学的酸素要求量 COD 5.61E+05 5.03E+05 8.65E+05 7.20E+05 4.12E+05
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